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別紙１－２ 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 

 
No. １ 

安全機能 《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉の緊急停止機能 

対象系

統・機器 

制御棒及び制御棒駆動系（制御棒駆動機構／水圧制御ユニット 

（スクラム機能）） 

多重性／

多様性 

制御棒は 205 本，制御棒を動作させる制御棒駆動機構は 205 体，制御

棒をスクラム動作させる水圧制御ユニットは 103 基（水圧制御ユニッ

ト１基に対し制御棒 2 本が動作（１基だけ制御棒 1 本を動作させるも

のがある））設置されている。 

制御棒駆動機構は１本の制御棒に対して１体ずつ設けられており，他の

制御棒駆動機構との接続箇所はない。また，水圧制御ユニットは当該ユ

ニットがスクラム動作させる制御棒とのみ接続しており，ユニット毎に

分離している。さらに，スクラム動作を行うためのスクラム弁，及びス

クラムパイロット弁は各水圧制御ユニットに個別に設けられている。 

上記より，制御棒及び制御棒駆動系は，独立した複数個の停止機能を持

ち，その数が高温停止に必要な数に対し十分な余裕を持っており，実質

的に幾つかの独立した停止機能とみなせることから，多重性を有してい

る。 

独立性 （１）制御棒及び制御棒駆動系は，想定される最も過酷な環境条件であ

る原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計して

いる。 

 

（２）制御棒及び制御棒駆動系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。また，溢水，火災による機器の損傷が発生した場合で

も制御棒が緊急挿入されるフェイルセーフ設計となっており，スク

ラム機能への影響はない。 

 

（３）電源喪失が発生した場合でも制御棒が緊急挿入されるフェイルセ

ーフ設計となっており，スクラム機能への影響はない。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該機能を

同時に喪失させない設計としており，独立性を有している。 

期間 使用時間はスクラム挿入時間である 2.80 秒以下（短期間） 
 

添付 2 

重要度の特に高い安全機能を有する系統・機器 整理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１－３ 

重要度の特に高い安全機能を有する系統・機器の抽出結果 

 
No. １ 

安全機能 原子炉の緊急停止機能 

系統・機器 制御棒及び制御棒駆動系〔137個〕 

多重性又は 

多様性 

制御棒及び制御棒駆動水圧制御ユニットは 137 個設置して

おり，全制御棒の反応度は，原子炉スクラムにより過渡状

態を収束することができる反応度に対して十分な余裕があ

り，原子炉の停止に必要な制御棒の組み合わせは何通りも

考えられるため，多重性を有している。 

独立性 （１）制御棒及び制御棒駆動系は，想定される最も過酷な

環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全

に動作するよう設計している。 

 

（２）１つの制御棒駆動水圧制御ユニットは，１つの制御

棒に接続し，それぞれが系統分離されている。 

 

（３）制御棒駆動水圧制御ユニットは２箇所に分散配置し

ており，また，電源はそれぞれ区分Ⅰ，区分Ⅱの異な

る系統に接続され，電源喪失時には制御棒が挿入され

るフェイルセーフ設計としている。 

 

（４）制御棒及び制御棒駆動系は，いずれも耐震Ｓクラス

設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，機器の損傷が発生した場合でも制

御棒が緊急挿入され，機能喪失しないようフェイルセ

ーフ設計としている。 

 

（６）火災に対しては，機器の損傷が発生した場合でも制

御棒が緊急挿入され，機能喪失しないようフェイルセ

ーフ設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって制御棒及び制御

棒駆動系が同時に機能喪失することはないことから，独立

性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間はスクラム挿入時間（1.62秒以内（75％ストロー

ク））（短期間） 

 

別紙図 1-3-1：制御棒駆動系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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第 1-1 図 制御棒・制御棒駆動系 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-1 制御棒駆動系 系統概要図 
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No. ２ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

未臨界維持機能 

対象系統・機器 制御棒 

ほう酸水注入系 

多重性／多様

性 

制御棒は内部に固体状のボロンカーバイドが充填されており，中

性子を吸収する構造となっている。原子炉スクラムにより挿入さ

れた制御棒は，ラッチ機構により機械的に全挿入位置に保持され

る。 

一方，ほう酸水注入系は，制御棒の後備設備として，五ほう酸ナ

トリウム水溶液を高圧ポンプにより原子炉内に注入し，五ほう酸

ナトリウム水溶液が原子炉内全域に行き渡ることにより中性子

を吸収する構造となっている。 

制御棒とほう酸水注入系は異なる機構により未臨界を維持する

ことが可能な設計となっており，多様性を有している。 

独立性 （１）制御棒及びほう酸水注入系は，想定される最も過酷な環境

条件（制御棒：原子炉冷却材喪失事故時，ほう酸水注入系：

制御棒が炉心に挿入できない状態が生じた事象初期）におい

て健全に動作するよう設計している。 

 

（２）制御棒及びほう酸水注入系は，いずれも耐震Ｓクラス設備

として設計している。また，溢水，火災については，制御棒

とほう酸水注入系の位置的分散を図るとともに，溢水，火災

の影響軽減対策等を実施することにより，同時に機能喪失し

ないよう設計している。 

 

（３）ほう酸水注入系のサポート系については，電源については

それぞれ異なる区分から供給しており，１系統のサポート系

の故障が他の系統の機能に影響を及ぼさないよう設計して

いる。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 制御棒の使用時間は挿入後その位置を維持する時間となるため

24 時間以上（長期間） 

ほう酸水注入系の使用時間はタンク内のほう酸水を全て注入す

るま 

での 3 時間（短期間） 
 

 
 
 
 
 
 

 
No. ２ 

安全機能 未臨界維持機能 

系統・機器 制御棒及び制御棒駆動系〔137個〕 

ほう酸水注入系〔100％〕 

多重性又は 

多様性 

制御棒及び制御棒駆動系は，制御棒を炉心に挿入すること

により，また，ほう酸水注入系は，炉心にほう酸水を注入

することにより，それぞれ炉心の未臨界を維持するもので

あり，多様性を有している。 

独立性 （１）制御棒及び制御棒駆動系は，想定される最も過酷な

環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全

に動作するよう設計している。 

 

（２）制御棒及び制御棒駆動系とほう酸水注入系は系統が

分離されている。 

 

（３）ほう酸水注入系は，動的機器が多重化されており，

電源は，それぞれ区分Ⅰ，区分Ⅱの異なる区分から供

給することで，１系統の電源故障により両系統が機能

喪失しないよう設計されている。 

 

（４）制御棒及び制御棒駆動系とほう酸水注入系は，いず

れも耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により制御棒及び制御

棒駆動系とほう酸水注入系が同時に機能を喪失しない

設計とする。 

 

（６）火災に対しては，制御棒及び制御棒駆動系とほう酸

水注入系が同時に機能喪失しないよう，離隔等による

系統分離を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって制御棒及び制御

棒駆動系とほう酸水注入系が同時に機能喪失することはな

いことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

制御棒及び制御棒駆動系の使用期間は，制御棒挿入後，そ

の位置を維持する時間となるため 24時間以上（長期間） 

ほう酸水注入系の使用期間は，タンク内のほう酸水をすべ

て注入するまでの約２時間（短期間） 

 

別紙図 1-3-1：制御棒駆動系 系統概要図 

別紙図 1-3-2：ほう酸水注入系 系統概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
・設備の相違 
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第 2-1図 制御棒及び制御棒駆動系／ほう酸水注入系 系統概略

図 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-2 ほう酸水注入系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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No. ３ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

対象系統・機器 逃がし安全弁（安全弁としての開機能） 

多重性／多様

性 

逃がし安全弁（安全弁としての開機能）は18 弁あり，各弁に対

して個別に駆動用バネが設置されており，多重性を有している。 

独立性 （１）逃がし安全弁は，想定される最も過酷な環境条件である原

子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計して

いる。 

（２）逃がし安全弁は，耐震Ｓクラス設備として設計している。

また，溢水については冷却材喪失事故時の環境条件下におい

ても動作可能な設計とし，火災については，逃がし安全弁が

窒素充填された原子炉格納容器内に設置されていることか

ら，火災の影響により機能喪失しない設計としている。

（３）逃がし安全弁は４本の主蒸気配管に分散して配置する設計

としており，また，安全弁としての機能は各弁に個別に設置

された駆動バネにより確保しており，サポート系を必要とし

ない設計としている。 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 1 回あたりの使用時間は極短時間であり，事象全体での使用時間

も24時間未満（短期間） 

系統概略図 12 条-別紙1-2-3-2 ページ参照 

No. ３ 

安全機能 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

系統・機器 逃がし安全弁（安全弁としての開機能）〔12台〕 

多重性又は 

多様性 

逃がし安全弁は 12台設置しており多重性を有している。 

独立性 （１）逃がし安全弁は，想定される最も過酷な環境条件で

ある原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。

（２）逃がし安全弁はそれぞれ系統分離されており，バネ

式の駆動機構も１台ずつ設置している。

（３）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されてい

る。

（４）逃がし安全弁は，耐震Ｓクラス設備として設計して

いる。

（５）溢水に対しては，溢水の影響を受けない静的機器で

あるため，影響ない。

（６）火災に対しては，逃がし安全弁を窒素充填された原

子炉格納容器内に設置し，機能喪失しない設計として

いる。

上記より，共通要因又は従属要因によって逃がし安全弁が

同時に機能喪失することはないことから，独立性を有して

いる。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は，事故時等において逃がし安全弁の手動逃がし

機構等により原子炉の減圧を行うまでであり 24 時間未満

（短期間） 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 

・設備の相違
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第 3-1図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

 

 

別紙図 1-3-3 逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 

142



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

No. ４ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能 

対象系統・機器 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

多重性／多様

性 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は３系統あり，それぞ

れの系統を用いて崩壊熱の除去が可能であることから，多重性を

有している。 

独立性 （１）残留熱除去系は３系統とも，想定される最も過酷な環境条

件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

（２）残留熱除去系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計し

ている。また，溢水，火災については，位置的分散を図ると

ともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施することにより，

３系統が同時に機能喪失しないよう設計している。 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他のすべての系統に波及

しないよう，それぞれ区画されたエリアに分離，又は位置的

分散を図るように配置する設計としている。サポート系につ

いても，電源については基本的にはそれぞれ異なる区分か

ら，冷却水については主系統と同一の区分から供給してお

り，１系統のサポート系の故障が他のすべての系統に影響を

及ぼさないよう設計している。 

なお，格納容器外側隔離弁の電源区分については，残留熱除去系

に 

よる注水機能よりも格納容器バウンダリ機能を優先することか

ら， 

主系統と電源を分離している。そこで，主系統が他の系統の故障

により機能喪失することを防ぐために，格納容器外側隔離弁につ

いては以下の通り手動操作ができるよう設計している。 

・区分Ⅰ電源喪失時 

：区分Ⅱの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ｂ）

を使用し，区分Ⅰ電源の外側隔離弁１弁を手動開 

区分Ⅲの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ｃ）

を使用し，区分Ⅰ電源の外側隔離弁１弁を手動開 

・区分Ⅱ電源喪失時 

：区分Ⅰの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ａ）

を使用し，区分Ⅱ電源の外側隔離弁１弁を手動開 

区分Ⅲの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ｃ）を使

用し，区分Ⅰ電源の外側隔離弁１弁を電動又は手動開 

・区分Ⅲ電源喪失時 

：区分Ⅰの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ａ）

を使用し，区分Ⅱ電源の外側隔離弁１弁を電動又は手動開 

区分Ⅱの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ｂ）

を使用し，区分Ⅰ電源の外側隔離弁１弁を電動又は手動開 

この手動操作性について簡易評価したところ，原子炉停止時冷

却モードが必要な状況下において，弁操作場所の線量率は約

1mSv/h 以下であり，弁開操作に必要な時間を約1 時間と見積も

ったとしても，弁操作時の被ばく線量は100mSv を下回る。 

また，残留熱除去系にはタイラインがあるが，タイラインの破

損により同時に系統機能を喪失しないために適切に弁を設置し

ており，その弁も耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙1-2-4-3 ページ参照 
 

 

 

 

 

 

 

No. ４ 

安全機能 原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能 

系統・機器 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

逃がし安全弁（手動逃がし機能）又は自動減圧系（手動逃

がし機能）により原子炉からの発生蒸気をサプレッショ

ン・チェンバのプール水中に逃がして，原子炉を減圧させ

るとともに，原子炉隔離時冷却系〔100％〕又は高圧炉心ス

プレイ系〔100％〕で原子炉水位を維持し，残留熱除去系（サ

プレッション・プール水冷却モード）〔100％×２系統〕に

よりサプレッション・プール水の冷却を行うことにより崩

壊熱の除去を行う。なお，原子炉隔離時冷却系により原子

炉へ注水した場合，原子炉の圧力が十分に下がった後には，

注水手段を低圧炉心スプレイ系〔100％〕又は残留熱除去系

（低圧注水モード）〔100％×３系統〕に切替る（これらの

崩壊熱除去を，以下「フィードアンドブリードによる除熱」

という）。 

多重性又は 

多様性 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は原子炉からの

崩壊熱を直接除去するのに対し，フィードアンドブリード

による除熱はサプレッション・チェンバのプール水を冷却

することにより崩壊熱の除去を行うものであり，多様性を

有している。 

なお，フィードアンドブリードによる除熱について，原子

炉の冷却について評価を行い，原子炉隔離時冷却系，高圧

炉心スプレイ系が自動起動することにより，燃料被覆管温

度の最高温度は初期値を上回ることなく，原子炉の水位が

適切に維持されることを解析により確認している。 

独立性 （１）各系統はいずれも想定される最も過酷な環境条件で

ある原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

 

（２）崩壊熱の除去は残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）又は残留熱除去系（サプレッション・プール水

冷却モード）にて行う。これらはいずれも，残留熱除

去系Ａ系又は残留熱除去系Ｂ系の機能の一部であり，

残留熱除去系Ａ系，残留熱除去系Ｂ系は原子炉停止時

冷却モードの一部，燃料プール冷却系への接続配管及

び残留熱代替除去系(重大事故等対処設備)として使用

する配管の一部（区分間のタイライン）を除き系統分

離が図られている。燃料プール冷却系への接続配管及

び残留熱代替除去系（重大事故等対処設備）として使

用する配管の一部は，通常時，複数の止め弁（MS-1）

で分離されている。また，フィードアンドブリードに

よる除熱における原子炉への注水は，原子炉隔離時冷

却系，高圧炉心スプレイ系等により行うが，これらは

残留熱除去系に対して系統が分離されている。 

 

（３）残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モー

ド）はそれぞれ区分Ⅰ，区分Ⅱから電源を供給してお

り，冷却水についても主系統と同一区分から供給して

いる。原子炉の減圧を行う逃がし安全弁（手動逃がし

機能）の電源は，直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱに分離され

ており，自動減圧系（手動逃がし機能）は直流区分Ⅰ，

直流区分Ⅱそれぞれの電源で動作させることができ

る。原子炉への注水を行う系統は，原子炉隔離時冷却

系は直流区分Ⅱ，残留熱除去系（低圧注水モード）Ａ

系及び低圧炉心スプレイ系は区分Ⅰ，残留熱除去系（低

 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 
柏崎 6/7 は残留熱除
去系（原子炉停止時冷
却モード）が 3系統あ
ることで多重性を有
しているが，島根２号
炉及び東海第二は当
該系統が１系統であ
り，フィードアンドブ
リードによる除熱に
より多様性を有する
ことを説明している 
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圧注水モード）Ｂ系及び残留熱除去系（低圧注水モー

ド）Ｃ系は区分Ⅱ，高圧炉心スプレイ系は区分Ⅲの電

源が供給されている。このように，１系統のサポート

機能の故障が他のすべての系統に影響を及ぼさない設

計としている。 

 

（４）残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）とフィー

ドアンドブリードによる除熱に期待する系統は，いず

れも耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）とフィードアンドブリードによる除熱が同時

に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行う

とともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）とフィードアンドブリードによる

除熱が同時に機能喪失することはないことから，独立性を

有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-4：残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）系統概

要図 

別紙図 1-3-5：残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図 

別紙図 1-3-6：残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モ

ード）系統概要図 

別紙図 1-3-7：原子炉隔離時冷却系 系統概要図 

別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 

別紙図 1-3-9：低圧炉心スプレイ系 系統概要図 
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第 4-1図 残留熱除去系(原子炉停止時冷却系) 系統概略図 

 

別紙図 1-3-4 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）系統概

要図 

  

 

 

 

別紙図 1-3-5 残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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第 4-4図 残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系） 系統

概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-6 残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モ

ード）系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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第 4-2図 原子炉隔離時冷却系／高圧炉心スプレイ系 系統概略図 

 

 

 

 

別紙図 1-3-7 原子炉隔離時冷却系 系統概要図 

 

 

別紙図 1-3-8 高圧炉心スプレイ系 系統概要図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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第 4-3図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-9 低圧炉心スプレイ系 系統概要図 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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原子炉への注水及びサプレッション・プール冷却による 

崩壊熱除去の成立性について 

1. 目的

原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能において，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の代替として以下の手段に

よる崩壊熱の除去が成立することを確認する。 

・代替手段：原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系を用

いた原子炉への注水後，逃がし安全弁（手動逃が

し機能），自動減圧系（手動逃がし機能）により

サプレッション・プールに移行した崩壊熱を残留

熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によ

り除去する。 

具体的な確認方法として，原子炉停止時冷却系を使用する時期

における炉心の崩壊熱に対して，代替手段による原子炉への注水

流量及びサプレッション・プールの除熱量が十分であることを確

認する。 

〔フィードアンドブリードによる除熱の成立性評価〕 

原子炉への注水量，崩壊熱除去の観点から，フィードアンドブ

リードによる除熱の成立性を評価する。

原子炉圧力が低圧時のフィードアンドブリードによる除熱に期

待する機能と電源区分を別紙表 1-3-1に示す。 

また，この「フィードアンドブリードによる除熱」の区分Ⅰ又

は区分Ⅱにおける系統概要図をそれぞれ別紙図 1-3-ａ，1-3-bに

示す。 

別紙表 1-3-1 フィードアンドブリードによる除熱に期待する機

能と電源区分 

区分Ⅰ 区分Ⅱ 系統図 

原 子 炉 の

減圧 

・逃がし安全弁（手

動逃がし機能） 

〔区分Ⅰ〕 

・逃がし安全弁（手

動逃がし機能） 

〔区分Ⅱ〕 

別紙図 1-3-3 

・自動減圧系（手動

逃がし機能） 

〔区分Ⅰ〕 

・自動減圧系（手

動逃がし機能）

〔区分Ⅱ〕

原 子 炉 へ

の注水 

・残留熱除去系（低

圧注水モード） 

〔区分Ⅰ×１系統〕 

・低圧炉心スプレイ

系 

・残留熱除去系（低

圧注水モード） 

〔区分Ⅱ×２系

統〕 

別紙図 1-3-5 

（残留熱除去系

（低圧注水モー

ド）） 

別紙図 1-3-9 

（低圧炉心スプ

レイ系）

崩 壊 熱 の

除去 

・残留熱除去系（サ

プレッション・プー

ル水冷却モード）

〔区分Ⅰ〕

残留熱除去系（サ

プレッション・プ

ール水冷却モー

ド） 

〔区分Ⅱ〕 

別紙図 1-3-6 

・設備の相違
【柏崎 6/7】

柏崎 6/7 は残留熱除
去系（原子炉停止時
冷却モード）が 3 系
統あることで多重性
を有しているが，島
根２号炉及び東海第
二は当該系統が１系
統であり，フィード
アンドブリードによ
る除熱により多様性
を有することを説明
している

電源 

区分 

機能 
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別紙図１-3-a フィードアンドブリードによる除熱（区分Ⅰ）の

系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-b フィードアンドブリードによる除熱（区分Ⅱ）の

系統概要図 
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 2. 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用時期について 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の最高使用圧力は原子炉

圧力 0.93MPa[gage]であり，このときの飽和温度は約 181.2℃とな

る。 

定格運転時の原子炉圧力 6.93MPa[gage]に相当する飽和温度は

約 285.8℃であることから，原子炉停止後に最大温度変化率（55℃

／h）で冷却を行った場合，最短で原子炉停止から約 1.9時間後に

原子炉停止時冷却系を使用する可能性がある。 

 

 

 

3. 原子炉への注水流量の妥当性について 

原子炉停止後の崩壊熱の推移を第 1図に示す。 

原子炉停止後約 1.9 時間（約 6,847 秒）が経過すると，崩壊熱

は定格熱出力の 1.4％未満となる。 

定格熱出力は 3,293MWであるため，その 1.4％である 46.1MWの

崩壊熱による冷却材の蒸発を補えるだけの注水ができれば，燃料

の冠水状態を維持することができる。 

保守的に，原子炉圧力容器の最高使用圧力（8.62MPa[gage]）条

件下で冷却材の蒸発潜熱のみに期待する場合，原子炉水位を維持

するために必要となる注水流量は約 119m３／hとなる。 

原子炉隔離時冷却系の注水流量は約 136m３／h以上，高圧炉心ス

プレイ系の注水流量は約 1,440m３／hであるため，どちらかの系統

による注水を実施することにより炉心の冠水を維持することがで

きる。 

 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の使用時期について 

 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は原子炉停止後，

復水器等で冷却し，原子炉冷却材圧力・温度が下がったのちに

炉心を冷却する機能である。 

本系統は，原子炉圧力 0.88MPa[gage]以下で使用するもので

あり，この時の飽和温度は約 179℃である。定格運転時の原子

炉圧力 6.93MPa[gage]に相当する飽和温度は約 286℃であるこ

とから，原子炉停止後に最大温度変化率（55℃/h）で冷却を行

った場合を想定すると，最短で原子炉停止から約 1.9時間後に

原子炉停止時冷却モードを使用する可能性がある。 

 

1． 原子炉への注水量について 

  原子炉水位が低下した場合，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心

スプレイ系はそれぞれ原子炉水位レベル２，レベル１Ｈで自動

起動する。ここでは，通常運転時に原子炉の水位低下が厳しい

事象である全給水喪失が発生し，原子炉隔離時冷却系，高圧炉

心スプレイ系が自動起動した場合の解析をそれぞれ実施した。

その結果を別紙図 1-3-cに示すが，炉心は冠水を維持するため，

燃料被覆管温度は上昇しない。残留熱除去系（原子炉停止時冷

却モード）は原子炉停止から約 1.9 時間後以降に使用する系統

であり，この場合の水位低下は更に緩慢となるため，原子炉隔

離時冷却系，高圧炉心スプレイ系起動時に燃料が露出すること

はない。 

 また，原子炉停止後の崩壊熱の推移を別紙図 1-3-dに示すが，

原子炉停止後約 1.9 時間経過すると，崩壊熱は定格熱出力の

1.4％未満となるため，島根２号炉の定格熱出力 2,436MW の

1.4％である 34.1MWの崩壊熱による蒸発量を補えるだけの注水

量があれば，冠水を維持することができる。保守的に，原子炉

圧力容器の最高使用圧力（8.62MPa[gage]）において，冷却材

の蒸発潜熱のみに期待した場合でも必要注水量は約 89m3/h で

あり，原子炉隔離時冷却系の注水流量 91 m3/h，高圧炉心スプ

レイ系の注水流量 1,050 m3/hは，これを上回る。 

 

2． 崩壊熱の除去について 

  残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）によ

り，サプレッション・プール水の除熱を行う場合，残留熱除去

系の熱交換器による除熱量はサプレッション・プール水温に依

存しており，水温が高くなるに従って除熱量も大きくなる。こ
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第 1図 原子炉停止後の崩壊熱の推移 

（軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価に用いる崩壊熱デ

ータについて（平成 4年 6月 11日原子力安全委員会了承）抜粋，

一部加筆） 

4. サプレッション・プールの除熱量の妥当性について

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によるサプ

レッション・プールの除熱量については，定格熱出力の 1.4％

に相当する 46.1MWの崩壊熱が全量サプレッション・プールに移

行した場合であっても，サプレッション・プール水温がその制

限である 104℃を超えなければ，十分な除熱能力を有している

と言える。 

残留熱除去系の熱交換器による除熱量はサプレッション・プ

ール水温に依存しており，水温が高くなると除熱量は大きくな

ることから，ある水温において除熱量が崩壊熱を上回ることが

確認されれば，それ以上の水温上昇は起こらない。 

ここで，サプレッション・プール水温が 100℃のときの除熱

量は約 45.6×10６kcal／h（＝約 53MW）であり，炉心で発生する

崩壊熱 46.1MWを上回るため，水温は 100℃以上に上昇すること

はない。 

したがって，サプレッション・プール冷却系の運転を行うこ

とにより，サプレッション・プール水温は制限値である 104℃

を超えることはない。 

5. 結論

上記の結果より，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の代

替手段による原子炉への注水量及びサプレッション・プールの

除熱量は，十分な容量を有している。 

また，原子炉の崩壊熱は時間とともに減少し，崩壊熱の除去

に要する注水量及び除熱量も減少するため，原子炉停止時冷却

系の代替手段によって燃料の冠水状態を維持し，サプレッショ

ン・プール水温も制限値未満の状態を維持することが可能であ

る。 

したがって，原子炉への注水及びサプレッション・プールの

冷却による崩壊熱の除去は原子炉停止時冷却系の代替手段とし

て成立すると考えられる。 

のため，ある水温において除熱量が崩壊熱を上回ることが確認

されれば，それ以上の水温上昇は起こらない。 

 ここで，サプレッション・プール水温を 100℃とした場合，

残留熱除去系熱交換器による除熱量は約 29.8×106kcal/h（＝

約 34.7MW）であり，定格熱出力の 1.4％に相当する 34.1MWの崩

壊熱を上回る。 

したがって，残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却

モード）による除熱を行うことにより，サプレッション・プー

ル水の温度は最高使用温度 104℃を上回ることはない。

上記より，フィードアンドブリードにより除熱する場合の原子

炉への注水量，除去することができる崩壊熱量はそれぞれ必要量

を満足するため，フィードアンドブリードによる除熱は成立する。 

（原子炉隔離時冷却系が自動起動した場合） 

（高圧炉心スプレイ系が自動起動した場合） 

別紙図 1-3-c 全給水喪失時の原子炉水位 

有効燃料棒頂

有効燃料棒底

有効燃料棒頂

有効燃料棒底
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別紙図 1-3-d 原子炉停止後の崩壊熱の推移 

（軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能

評価に用いる崩壊熱データについて（平成

４年６月 11日原子力安全委員会了承）抜

粋，一部加筆） 
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No. ５ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の

注水機能 

対象系統・機器 原子炉隔離時冷却系 

高圧炉心注水系 

多重性／多様

性 

原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，いずれも高圧で原子炉

への注水を行う系統であるが，原子炉隔離時冷却系は，原子炉で

発生する蒸気を用いてタービンを回転させ，このタービンにより

駆動されるポンプにより原子炉への注水を行う。一方，高圧炉心

注水系は，電動機により駆動されるポンプにより原子炉への注水

を行う系統であり，２系統設置されている。 

これら異なる駆動原理により，複数の高圧注水手段を確保してい

ることから，多重性／多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，想定される最も

過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全

に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，いずれも耐震Ｓ

クラス設備として設計している。また，溢水，火災について

は，位置的分散を図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策

等を実施することにより，３系統が同時に機能喪失しないよ

う設計している。 

 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他のすべての系統に波及

しないよう，それぞれ区画されたエリアに分離して配置する

設計としている。サポート系についても，電源については，

原子炉隔離時冷却系の原子炉格納容器隔離弁を除きそれぞれ

異なる区分から，冷却水については主系統と同一の区分から

供給しており，１系統のサポート系の故障が他のすべての系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

なお，原子炉隔離時冷却系の原子炉格納容器隔離弁は，原子炉格

納容器バウンダリ機能を持つことから，内側隔離弁と外側隔

離弁の電源を分離している。しかし，高圧炉心注水系の 1 系

統は，原子炉格納容器隔離弁と異なる区分から給電しており，

少なくとも 1 系統の高圧注水機能を確保できる設計として

いる。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

なお，水源はサプレッション・プール及び復水貯蔵槽の独立した

２つの水源を有している。 

期間 使用時間は24 時間未満（短期間） 
 

 

 

 

 

No. ５ 

安全機能 原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場

合の注水機能 

系統・機器 原子炉隔離時冷却系〔100％〕 

高圧炉心スプレイ系〔100％〕 

多重性又は 

多様性 

原子炉隔離時冷却系は，タービン駆動のポンプにより原子

炉への注水を行う系統であり，一方，高圧炉心スプレイ系

は電動のポンプにより注水を行う系統である。このように，

動作原理が異なるポンプにより原子炉への注水を行うこと

から，多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系は，想

定される最も過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失

事故時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系は系統

が分離されている。 

 

（３）原子炉隔離時冷却系の電源は直流区分Ⅱであり，一

方，高圧炉心スプレイ系の電源は区分Ⅲであり，冷却

水については主系統と同一の区分から供給しているた

め，１系統のサポート機能の喪失により両系統が機能

喪失しないよう設計している。 

 

（４）原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系は，い

ずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。  

 

（６）火災に対しては，原子炉隔離時冷却系と高圧炉心ス

プレイ系が同時に機能喪失しないよう，離隔等による

系統分離を行うとともに，影響軽減対策等を行う設計

としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉隔離時冷

却系と高圧炉心スプレイ系が同時に機能喪失することはな

いことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は原子炉の減圧を行うまでであり 24時間未満（短

期間） 

 

別紙図 1-3-7：原子炉隔離時冷却系 系統概要図 

別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 
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第 5-1図 原子炉隔離時冷却系／高圧炉心スプレイ系 系統概略図 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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No. ６ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の

圧力逃がし機能 

対象系統・機器 逃がし安全弁（手動逃がし機能）〔12台〕 

自動減圧系（手動逃がし機能） 

多重性／多様

性 

逃がし安全弁（手動逃がし機能）は 18 弁設置されており，この

うち 8 弁は自動減圧系（手動逃がし機能）を兼ねている。これら

の弁には，全ての弁に対してそれぞれ個別にアキュムレータが設

けられ，個別に動作させることが可能な設計としており，多重性

を有している。 

独立性 （１）逃がし安全弁及び自動減圧系は，想定される最も過酷な環

境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作す

るよう設計している。 

 

（２）自動減圧系（手動逃がし機能）は，いずれも耐震Ｓクラス

設備として設計している。また，溢水については原子炉冷却

材喪失事故時の環境条件下においても動作可能な設計とし，

火災については，逃がし安全弁が窒素充填された原子炉格納

容器内に設置されていることから，火災の影響により機能喪

失しない設計としている。 

 

（３）逃がし安全弁は４本の主蒸気配管に分散して配置する設計

としている。サポート系について，自動減圧系（手動逃がし

機能）の電源については２区分から供給しており，１区分の

故障によっても機能に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は減圧状態維持のため 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-3-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

第 6-1図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

 

No. ６ 

安全機能 原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場

合の圧力逃がし機能 

系統・機器 逃がし安全弁（手動逃がし機能）〔12台〕 

自動減圧系（手動逃がし機能）〔６台〕 

多重性又は 

多様性 

逃がし安全弁（手動逃がし機能）は 12台，うち６台は自動

減圧系（手動逃がし機能）も有しており，多重性・多様性を

有している。 

独立性 （１）逃がし安全弁及び自動減圧系は，想定される最も過酷

な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健

全に動作するよう設計している。 

 

（２）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されてい

る。 

 

（３）逃がし安全弁（手動逃がし機能）の電源は直流区分Ⅰ，

直流区分Ⅱに分離されており，自動減圧系（手動逃がし

機能）は直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱそれぞれの電源で動作

させることができる。 

 

（４）逃がし安全弁（手動逃がし機能）及び自動減圧系（手

動逃がし機能）は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。 

 

（５）溢水に対しては，機器を耐ＬＯＣＡ仕様にすることで

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，逃がし安全弁（手動逃がし機能）及

び自動減圧系（手動逃がし機能）を窒素充填された原子

炉格納容器内に設置し，機能喪失しない設計としてい

る。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって逃がし安全弁（手

動逃がし機能）と自動減圧系（手動逃がし機能）が同時に機

能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は減圧状態維持のため 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 
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No. ７ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内高圧

時における注水機能 

対象系統・機器 原子炉隔離時冷却系 

高圧炉心注水系 

多重性／多様

性 

原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，いずれも高圧で原子炉

への注水を行う系統であるが，原子炉隔離時冷却系は，原子炉で

発生する蒸気を用いてタービンを回転させ，このタービンにより

駆動されるポンプにより原子炉への注水を行う。一方，高圧炉心

注水系は，電動機により駆動されるポンプにより原子炉への注水

を行う系統であり，２系統設置されている。 

これら異なる駆動原理により，複数の高圧注水手段を確保してい

ることから，多重性／多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，想定される最も

過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全

に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，いずれも耐震Ｓ

クラス設備として設計している。また，溢水，火災について

は，位置的分散を図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策

等を実施することにより，３系統が同時に機能喪失しないよ

う設計している。 

 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他のすべての系統に波及

しないよう，それぞれ区画されたエリアに分離して配置する

設計としている。サポート系についても，電源については，

原子炉隔離時冷却系の原子炉格納容器隔離弁を除きそれぞ

れ異なる区分から，冷却水については主系統と同一の区分か

ら供給しており，１系統のサポート系の故障が他のすべての

系統に影響を及ぼさないよう設計している。 

なお，原子炉隔離時冷却系の原子炉格納容器隔離弁は，原子炉

格納容器バウンダリ機能を持つことから，内側隔離弁と外側隔離

弁の電源を分離している。しかし，高圧炉心注水系の 1 系統は，

原子炉格納容器隔離弁と異なる区分から給電しており，少なくと

も 1 系統の高圧注水機能を確保できる設計としている。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

なお，水源はサプレッション・プール及び復水貯蔵槽の独立し

た２つの水源を有している。 

期間 使用時間は 24 時間未満（短期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. ７ 

安全機能 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内

高圧時における注水機能 

系統・機器 高圧炉心スプレイ系 

設計基準事故「原子炉冷却材喪失」においては，自動減圧

系により原子炉を減圧し，低圧炉心スプレイ系，残留熱除

去系（低圧注水モード）〔３系統〕により原子炉への注水を

行う。 

多重性又は 

多様性 

ＢＷＲでの事故後高圧時における炉心冷却は，高圧炉心ス

プレイ系と「自動減圧系による原子炉減圧及び低圧非常用

炉心冷却系」にて行える設計としており，設計基準事故「原

子炉冷却材喪失」では高圧炉心スプレイ系の故障を仮定し

た評価を行い，判断基準を満足して事象を収束することが

できることを確認している（解析結果の概要を別紙表 1-3-2

に示す）。従って，高圧炉心スプレイ系と「自動減圧系によ

る原子炉減圧及び低圧非常用炉心冷却系」による機能は同

等であり，多様性を有している。 

独立性 （１）各系統はいずれも想定される最も過酷な環境条件で

ある原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

 

（２）高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，残留熱

除去系（低圧注水モード）Ａ系，残留熱除去系（低圧

注水モード）Ｂ系，残留熱除去系（低圧注水モード）

Ｃ系はそれぞれ系統が分離されている。なお，燃料プ

ール冷却系への接続配管及び残留熱代替除去系（重大

事故等対処設備）として使用する配管の一部（区分間

のタイライン）は，通常時，複数の止め弁（MS-1）で

分離されている。 

 

（３）残留熱除去系（低圧注水モード）Ａ系と低圧炉心ス

プレイ系は区分Ⅰ，残留熱除去系（低圧注水モード）

Ｂ系と残留熱除去系（低圧注水モード）Ｃ系は区分Ⅱ，

高圧炉心スプレイ系は区分Ⅲの電源が供給されてお

り，冷却水については主系統と同一の区分から供給さ

れていることから，１系統のサポート機能の故障が他

のすべての系統に影響を及ぼさないよう設計されてい

る。 

 

（４）高圧炉心スプレイ系と「自動減圧系による原子炉減

圧及び低圧非常用炉心冷却系」は，いずれも耐震Ｓク

ラス設備として設計している。 

 

（５）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されてお

り，自動減圧系は直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱそれぞれの

電源で動作させることができる。 

 

（６）溢水に対しては，位置的分散により複数系統すべて

が同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 

ECCS構成設備の相違 

ABWR：低圧注水系，高

圧炉心注水系，

原子炉隔離時

冷却系及び自

動減圧系 

BWR5：低圧注水系，高
圧炉心スプレ
イ系，低圧炉心
スプレイ系及
び自動減圧系 
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（７）火災に対しては，高圧炉心スプレイ系と「自動減圧

系による原子炉減圧及び低圧非常用炉心冷却系」が同

時に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行

うとともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

上記より，共通要因又は従属要因によって高圧炉心スプレ

イ系と「自動減圧系による原子炉減圧及び低圧非常用炉心

冷却系」が同時に機能喪失することはないことから，独立

性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は原子炉の減圧を行うまでであり 24時間未満（短

期間） 

 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 

別紙図 1-3-5：残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図  

別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 

別紙図 1-3-9：低圧炉心スプレイ系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙表 1-3-2 原子炉冷却材喪失（中小破断事故）の解析結果 

 

〔ＭＯＸ燃料を装荷したサイクル以降〕 

 解析結果 

判断基準 ＭＯＸ燃料 ９×９燃料 

（Ａ型） 

９×９燃料 

（Ｂ型） 

燃料被覆管最高

温度 

約 526℃ 約 589℃ 約 595℃ 1200℃以下 

燃料被覆管の化

学量論的酸化量 

極めて小さい 同左 同左 15％以下 

炉心全体の水素

発生量 

無視し得る 

程度 

同左 同左 十分低い値

であること 

長期崩壊熱除去 非常用炉心冷

却系ポンプ１

台により長期

間の崩壊熱除

去可能 

同左 同左 燃料の変形

を考慮して

も，崩壊熱の

除去が長期

間にわたっ

て可能であ

ること 
 

・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は LOCA 時
に高圧炉心スプレイ
系が故障した場合の
「自動減圧系による
原子炉減圧及び低圧
非常用炉心冷却系」に
よる機能が成立する
ことを示すため，解析
結果を記載している 
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第 7-1図 高圧炉心スプレイ系 系統概略図  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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第 7-2図 低圧炉心スプレイ系 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7-3図 残留熱除去系（低圧注水系） 系統概略図  

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・資料構成の相違 
【東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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第 7-4図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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No. ８ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内低圧

時における注水機能 

対象系統・機器 残留熱除去系（低圧注水モード） 

高圧炉心注水系 

多重性／多様

性 

残留熱除去系（低圧注水モード）は３系統，高圧炉心注水系は２

系統あり，それぞれの系統を用いて原子炉への注水が可能である

ことから，多重性を有している。 

独立性 （１）残留熱除去系と高圧炉心注水系は，想定される最も過酷な

環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）残留熱除去系と高圧炉心注水系は，いずれも耐震Ｓクラス

設備として設計している。また，溢水，火災については，残

留熱除去系（低圧注水モード）の３系統及び高圧炉心注水系

の２系統がすべて機能喪失しないよう位置的分散を図ると

ともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施することにより，

同時に機能喪失しないよう設計している。 

 

（３）各系統の設備は，１系統の故障が他のすべての系統に波及

しないよう，それぞれ区画されたエリアに分離，又は位置的

分散を図るよう配置する設計としている。サポート系につい

ても，電源についてはそれぞれ異なる区分から，冷却水につ

いては主系統と同一の区分から供給しており，１系統のサポ

ート系の故障が他のすべての系統に影響を及ぼさないよう

設計している。 

 

また，残留熱除去系にはタイラインがあるが，タイラインの破

損により同時に系統機能を喪失しないために適切に弁を設置し

ており，その弁も耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 残留熱除去系は 12 条-別紙 1-2-8-2 ページ参照 

高圧炉心注水系は 12 条-別紙 1-2-7-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

 

No. ８ 

安全機能 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内

低圧時における注水機能 

系統・機器 低圧炉心スプレイ系 

残留熱除去系（低圧注水モード）〔３系統〕 

高圧炉心スプレイ系 

多重性又は 

多様性 

低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水モード）及

び高圧炉心スプレイ系によって，多様性を有している。ま

た，残留熱除去系（低圧注水モード）は，３系統設置して

おり，多重性を有している。 

独立性 （１）各系統はいずれも想定される最も過酷な環境条件で

ある原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

 

（２）高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，残留熱

除去系（低圧注水モード）Ａ系，残留熱除去系（低圧

注水モード）Ｂ系，残留熱除去系（低圧注水モード）

Ｃ系はそれぞれ系統が分離されている。なお，燃料プ

ール冷却系への接続配管及び残留熱代替除去系（重大

事故等対処設備）として使用する配管の一部（区分間

のタイライン）は，通常時，複数の止め弁（MS-1）で

分離されている。 

 

（３）残留熱除去系（低圧注水モード）Ａ系と低圧炉心ス

プレイ系は区分Ⅰ，残留熱除去系（低圧注水モード）

Ｂ系と残留熱除去系（低圧注水モード）Ｃ系は区分Ⅱ，

高圧炉心スプレイ系は区分Ⅲの電源が供給されてお

り，冷却水については主系統と同一の区分から供給さ

れていることから，１系統のサポート機能の故障が他

のすべての系統に影響を及ぼさないよう設計されてい

る。 

 

（４）低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）及び高圧炉心スプレイ系は，いずれも耐震Ｓクラ

ス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により複数系統すべて

が同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，低圧炉心スプレイ系，残留熱除去

系（低圧注水モード）及び高圧炉心スプレイ系が同時

に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行う

とともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって低圧炉心スプレ

イ系，残留熱除去系（低圧注水モード），高圧炉心スプレイ

系が同時に機能喪失することはないことから，独立性を有

している。 

 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-5：残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図 

別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 

別紙図 1-3-9：低圧炉心スプレイ系 系統概要図 

 

 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 

ECCS構成設備の相違 

ABWR：低圧注水系，高
圧炉心注水系，
原子炉隔離時
冷却系及び自
動減圧系 

BWR5：低圧注水系，高
圧炉心スプレ
イ系，低圧炉心
スプレイ系及
び自動減圧系 
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第 8-1図 低圧炉心スプレイ系 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8-2図 残留熱除去系（低圧注水系） 系統概略図 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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第 8-3図 高圧炉心スプレイ系 系統概略図 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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No. ９ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

原子炉内高圧時における減圧系を作動させる機能 

対象系統・機器 自動減圧系 

多重性／多様

性 

逃がし安全弁は 18 弁設置されており，このうち 8 弁は自動減圧

系（自動逃がし機能）を兼ねている。これらの弁には，全ての弁

に対してそれぞれ個別にアキュムレータが設けられ，個別に動作

させることが可能な設計としており，多重性を有している。 

独立性 （１）自動減圧系は，想定される最も過酷な環境条件である原子

炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計して

いる。 

 

（２）自動減圧系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計して

いる。また，溢水については原子炉冷却材喪失事故時の環境

条件下においても動作可能な設計とし，火災については，逃

がし安全弁が窒素充填された格納容器内に設置されている

ことから，火災の影響により機能喪失しないよう設計してい

る。 

 

（３）逃がし安全弁は４本の主蒸気配管に分散して配置する設計

としている。サポート系について，自動減圧系の電源につい

ては２区分から供給しており，１区分の故障によっても機能

に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用期間は自動減圧系により原子炉の減圧を行うまでであり 24

時間未満（短期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-3-2 ページ参照 
 

 

 

第 9-1図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

No. ９ 

安全機能 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内

高圧時における減圧系を作動させる機能 

系統・機器 自動減圧系〔６台〕 

多重性又は 

多様性 

自動減圧系は６台設置しており，多重性を有している。 

独立性 （１）自動減圧系は，想定される最も過酷な環境条件であ

る原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよ

う設計している。 

 

（２）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されてい

る。 

 

（３）自動減圧系は直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱそれぞれの電

源で動作させることができる。 

 

（４）自動減圧は，耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，機器を耐ＬＯＣＡ仕様にすること

で機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，自動減圧系を窒素充填された原子

炉格納容器内に設置し，機能喪失しない設計としてい

る。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって自動減圧系が機

能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は自動減圧系により原子炉の減圧を行うまでであ

り 24時間未満（短期間） 

 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
・設備の相違 
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No. １０ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所の 

雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能 

対象系統・機器 非常用ガス処理系 

多重性／多様

性 

非常用ガス処理系排風機及び出入口弁は２系統設置されており，

多 

重性を有している。 

一方，静的機器の一部（配管の一部，フィルタユニット）は単一

設計であり，基準適合性に関する更なる検討が必要である。 

独立性 （１）非常用ガス処理系は，２系統とも，想定される最も過酷な

環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）非常用ガス処理系は，耐震Ｓクラス設備として設計してい

る。また，溢水については影響軽減対策を実施し，火災につ

いても火災の発生防止対策を実施するとともに２系統の排

風機・乾燥装置並びにサポート系である室内空調機間への耐

火壁及び感知設備・自動消火設備を設置することで，機能喪

失しないよう設計している。 

 

（３）２系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う配置する設計としている。また，サポート系についても，

電源についてはそれぞれ異なる区分から供給しており，１系

統のサポート系の故障が他の系統に影響を及ぼさないよう

設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-10-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. １０ 

安全機能 格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所

の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能 

系統・機器 非常用ガス処理系〔100％×２系統〕 

多重性又は 

多様性 

非常用ガス処理系の動的機器は２重化しており，多重性を

有している。 

ただし，配管の一部は単一設計となっているため，要求事

項に対する基準適合性を確認する必要がある。 

独立性 （１）非常用ガス処理系は，想定される最も過酷な環境条

件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作

するよう設計している。 

 

（２）非常用ガス処理系の動的機器等２重化している範囲

は，系統分離が図られている。 

   なお，前置ガス処理装置及び後置ガス処理装置出口

にタイラインがあるが，通常時，止め弁（MS-1）で分

離している。 

 

（３）非常用ガス処理系の動的機器の電源は区分Ⅰ，区分

Ⅱそれぞれから供給されており，１系統のサポート機

能の故障により両系統が機能喪失しないよう設計され

ている。 

 

（４）非常用ガス処理系は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，火災の発生を防止する設計とする

とともに，２系統の排気ファン及び前置，後置ガス処

理装置間への耐火壁及び感知設備・全域ガス消火設備

を設置することで，機能喪失しないような設計として

いる。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって非常用ガス処理

系の系統区分が異なる動的機器が同時に機能喪失すること

はないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-10：非常用ガス処理系 系統概要図 
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島根２号炉のフィル
タは多重化されてい
る 

166



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

第 10-1図 原子炉建屋ガス処理系 系統概略図 

 

別紙図 1-3-10 非常用ガス処理系 系統概要図 
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No. １１ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

格納容器の冷却機能 

対象系統・機器 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード） 

（格納容器スプレイ冷却系） 

多重性／多様

性 

格納容器スプレイ冷却系は２系統あり，それぞれの系統を用いて

格納容器スプレイ冷却が可能であることから，多重性を有してい

る。一方，静的機器の一部（格納容器スプレイ・ヘッダ（ドライ

ウェル，サプレッション・チェンバ））は単一設計であり，基準

適合性に関する更なる検討が必要である。 

独立性 （１）格納容器スプレイ冷却系は，２系統とも，想定される最も

過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健

全に動作するよう設計している。 

 

（２）格納容器スプレイ冷却系は，いずれも耐震Ｓクラス設備と

して設計している。また，溢水，火災については，原子炉建

屋内の機器は２系統がすべて機能喪失しないよう位置的分

散を図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施する

ことにより，同時に機能喪失しないよう設計している。 

 

（３）２系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離，又は位置的分散を図

るよう配置する設計としている。サポート系についても，電

源についてはそれぞれ異なる区分から，冷却水については主

系統と同一の区分から供給しており，１系統のサポート系の

故障が他のすべての系統に影響を及ぼさないよう設計して

いる。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は運転モード切替以降 24 時間以上（長期間） 
 

 

 

 

 

No. １１ 

安全機能 格納容器の冷却機能 

系統・機器 残留熱除去系（格納容器冷却モード）〔100％×２系統〕 

多重性又は 

多様性 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）の動的機器は２重化

しており，多重性を有している。 

ただし，スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）

は単一設計となっているため，要求事項に対する基準適合

性を確認する必要がある。 

独立性 （１）残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，想定され

る最も過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時

において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）残留熱除去系（格納容器冷却モード）の動的機器等

２重化している範囲は，系統分離が図られている。な

お，燃料プール冷却系への接続配管及び残留熱代替除

去系（重大事故等対処設備）として使用する配管の一

部（区分間のタイライン）は，通常時，複数の止め弁

（MS-1）で分離されている。 

 

（３）残留熱除去系（格納容器冷却モード）の動的機器の

電源は区分Ⅰ，区分Ⅱそれぞれから供給されており，

１系統のサポート機能の故障により両系統が機能喪失

しないよう設計されている。 

 

（４）残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，耐震Ｓク

ラス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，残留熱除去系（格納容器冷却モー

ド）２系統が同時に機能喪失しないよう，隔離等によ

る系統分離を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって残留熱除去系（格

納容器冷却モード）の系統区分が異なる動的機器が同時に

機能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-11：残留熱除去系（格納容器冷却モード）系統概要図 
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第 11-1図 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系） 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-11 残留熱除去系（格納容器冷却モード）系統概要図
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No. １２ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

格納容器内の可燃性ガス制御機能 

対象系統・機器 可燃性ガス濃度制御系 

多重性／多様

性 

可燃性ガス濃度制御系は２系統あり，それぞれの系統を用いて可

燃性ガスの制御が可能であることから，多重性を有している。 

独立性 （１）可燃性ガス濃度制御系は，２系統とも，想定される最も過

酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全

に動作するよう設計している。 

 

（２）可燃性ガス濃度制御系は，いずれも耐震Ｓクラス設備とし

て設計している。また，溢水については影響軽減対策を実施

し，火災についても火災の発生防止対策を実施するとともに

２系統の再結合装置並びにサポート系の室内空調機間への

耐火壁及び感知設備・自動消火設備を設置することで，機能

喪失しないよう設計している。 

 

（３）２系統の再結合装置は，１系統の故障が他の系統に波及し

ないよう，それぞれ位置的分散を考慮して配置する設計とし

ている。また，サポート系についても，電源についてはそれ

ぞれ異なる区分から，冷却水については主系統と同一の区分

から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系統に

影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-12-2 ページ参照 
 

 

 

 

No. １２ 

安全機能 格納容器内の可燃性ガス制御機能 

系統・機器 可燃性ガス濃度制御系〔100％×２系統〕 

多重性又は 

多様性 

可燃性ガス濃度制御系は２系統設置しており，多重性を有

している。 

独立性 （１）可燃性ガス濃度制御系は，想定される最も過酷な環

境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に

動作するよう設計している。 

 

（２）可燃性ガス濃度制御系は２系統あり，系統分離が図

られている。 

 

（３）可燃性ガス濃度制御系の動的機器の電源は区分Ⅰ，

区分Ⅱそれぞれから供給されており，１系統のサポー

ト機能の故障により両系統が機能喪失しないよう設計

されている。 

 

（４）可燃性ガス濃度制御系は，耐震Ｓクラス設備として

設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，火災の発生を防止する設計とする

とともに，２系統のブロア，加熱器，再結合器，冷却

器及びセパレータ間への耐火壁及び感知設備・全域ガ

ス消火設備を設置することで，機能喪失しないような

設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって可燃性ガス濃度

制御系のすべての系統が同時に機能喪失することはないこ

とから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-12：可燃性ガス濃度制御系 系統概要図 
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第 12-1図 可燃性ガス濃度制御系 系統概略図 

 

別紙図 1-3-12 可燃性ガス濃度制御系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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No. １３ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

対象系統・機器 非常用交流電源系 

多重性／多様

性 

非常用交流電源系は３区分あり，多重性を有している。 

独立性 （１）非常用交流電源系は，いずれも二次格納施設外の環境条件

として，非常用電気品区域換気空調系によって温度制御され

た状態において健全に動作するよう設計している。一部の電

路については，想定される最も苛酷な環境条件として原子炉

冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計してい

る。 

 

（２）非常用交流電源系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。また，溢水，火災については，位置的分散を図

るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施することに

より，同時に機能喪失しないよう設計している。 

 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離，又は必要な離隔距離

を確保して配置する設計としている。また，外部電源の受電

ルートには遮断器を設け，電気事故が発生した場合，故障箇

所を隔離し，他の系統へ影響を及ぼさない設計としている。

サポート系についても，空調系についてはそれぞれ異なる区

分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系統

に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-13-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. １３ 

安全機能 非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機

能 

系統・機器 非常用電源系（交流）〔３区分〕 

多重性又は 

多様性 

非常用電源系（交流）は３区分設置しており，多重性を有

している。 

独立性 （１）非常用電源系（交流）はいずれも二次格納施設外の

環境条件において，空調機によって温度管理された状

態で健全に動作するよう設計している。 

 

（２）非常用電源系（交流）の電路は，一方の電気系統に

単一故障が発生しても他の回路に波及しないよう，系

統毎に分離したケーブル・トレイ及び電線管（貫通部

を含む）を使用して敷設することにより，区分間は物

理的に分離している。また，異なる区分間を接続する

電路には複数の遮断器を設置しており，電気事故が発

生した場合でも確実に電気的な分離ができるよう設計

している。 

 

（３）非常用電源系（交流）は，耐震Ｓクラス設備として

設計している。 

 

（４）溢水に対しては，位置的分散により３区分が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，非常用電源系（交流）３区分が同

時に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行

うとともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって非常用電源系（交

流）のすべての系統が同時に機能喪失することはないこと

から，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-13：交流電源設備単線結線図 
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第 13-1図 非常用所内電源設備 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-13 交流電源設備単線結線図 
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No. １４ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

対象系統・機器 非常用直流電源系 

多重性／多様

性 

非常用直流電源系は４区分あり，多重性を有している。 

独立性 （１）非常用直流電源系は，いずれも二次格納施設外の環境条件

として，コントロール建屋計測制御電源盤区域換気空調系に

よって温度制御された状態において健全に動作するよう設

計している。一部の電路については，想定される最も苛酷な

環境条件として原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）非常用直流電源系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。また，溢水，火災については，位置的分散を図

るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施することに

より，４系統のうち２系統以上が同時に機能喪失しないよう

設計している。 

 

（３）４系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離，又は必要な離隔距離

を確保して配置する設計としている。また，異なる区分の非

常用直流電源系を接続する場合，充電器に遮断器を設け，電

気事故が発生した場合，故障箇所を隔離し，他の系統へ影響

を及ぼさない設計としている。サポート系の空調系について

は，１系統の故障が他の系統に影響を及ぼさないよう設計し

ている。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-14-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. １４ 

安全機能 非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機

能 

系統・機器 非常用電源系（直流） 

多重性又は 

多様性 

非常用電源系（直流）の直流電源系，中性子計装系はそれ

ぞれ〔３区分〕，〔２区分〕設置しており，それぞれ多重性

を有している。 

独立性 （１）非常用電源系（直流）はいずれも二次格納施設外の

環境条件において，空調機によって温度管理された状

態で健全に動作するよう設計している。 

 

（２）非常用電源系（直流）の電路は，一方の電気系統に

単一故障が発生しても他の回路に波及しないよう，系

統毎に分離したケーブル・トレイ及び電線管（貫通部

を含む）を使用して敷設することにより，区分間は物

理的に分離している。 

 

（３）非常用電源系（直流）は，耐震Ｓクラス設備として

設計している。 

 

（４）溢水に対しては，位置的分散により,それぞれの複数

区分すべてが同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，非常用電源系（直流）の直流電源

系は３区分，中性子計装系は２区分が同時に機能喪失

しないよう，離隔等による系統分離を行うとともに，

影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって非常用電源系（直

流）のすべての系統が同時に機能喪失することはないこと

から，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-14：直流電源設備単線結線図 
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第 14-1図 非常用所内電源設備（直流電源系） 系統概略図 

 

 

 

 

 

  

別紙図 1-3-14 直流電源設備単線結線図 
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＜空調機＞ 

Ⅰ，Ⅱ区分の電気室の空調機は中央制御室換気系であり，Ⅰ，Ⅱ区分とⅢ区分で独立した電気室の空調機には，

それぞれの区分（中央制御室換気系（区分Ⅰ，Ⅱ），Ⅲ）に応じた電源及び冷却水を供給している。 

凡例 

区分Ⅰ： 

区分Ⅱ： 

区分Ⅲ： 

充
電
器 

充
電
器 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

B-原子炉中性子 
計装用蓄電池 

A-原子炉中性子 
計装用蓄電池 

B-原子炉中性子 
計装用母線 

A-原子炉中性子 
計装用母線 

充
電
器 

充
電
器 

460V 母線 

(SA) 

230V系蓄電池 
(常用) 

230V系蓄電池 
(RCIC) 

230V系直流盤（常用） 
230V系 

直流盤（RCIC） 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

充
電
器 

充
電
器 

充
電
器 

充
電
器 

充
電
器 

充
電
器 

B1-115V系 

蓄電池(SA) 

SA用 115V系 

蓄電池 

B-115V系 

蓄電池 

A-115V系 

蓄電池 

A-115V系直流盤 B-115V系直流盤 

B-115V系 

直流盤(SA) 

高圧炉心 

スプレイ系蓄電池 

高圧炉心 
スプレイ系直流盤 

中央分電盤 
ＳＡ対策設備

用分電盤（１） 

ＳＡ対策設備

用分電盤（２） 

460V 母線 

(区分Ⅲ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(SA) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

計
装
設
備 

高
圧
代
替
注
水
系
電
源 

Ａ
計
装
用
無
停
電
電
源 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
制
御 

遮
断
器
操
作
回
路 

非
常
用
照
明 

安
全
保
護
系
論
理
回
路 

逃
が
し
安
全
弁
制
御
回
路 

Ｂ
計
装
用
無
停
電
電
源 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
制
御 

遮
断
器
操
作
回
路 

非
常
用
照
明 

遮
断
器
操
作
回
路 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系 

論
理
回
路 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
制
御 

計
装
設
備 

安
全
保
護
系
論
理
回
路 

逃
が
し
安
全
弁
制
御
回
路 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系 

制
御
電
源 

計
装
設
備 

計
算
機
用
無
停
電
電
源 

非
常
用
密
封
油
ポ
ン
プ 

給
水
ポ
ン
プ
・
タ
ー
ビ
ン 

非
常
用
油
ポ
ン
プ 

再
循
環
Ｍ
Ｇ 

非
常
用
油
ポ
ン
プ 

タ
ー
ビ
ン
非
常
用
油
ポ
ン
プ 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
機
器 

中
性
子
源
及
び 

中
間
領
域
計
装 

中
性
子
源
及
び 

中
間
領
域
計
装 
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No. １５ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用の交流電源機能 

対象系統・機器 非常用ディーゼル発電機 

多重性／多様

性 

非常用ディーゼル発電機は３系統あり，多重性を有している。 

独立性 （１）非常用ディーゼル発電機は，いずれも二次格納施設外の

環境条件として，非常用電気品区域換気空調系によって温

度制御された状態において健全に動作するよう設計してい

る。一部の電路については，想定される最も苛酷な環境条

件として原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

 

（２）非常用ディーゼル発電機は，いずれも耐震Ｓクラス設備

として設計している。また，溢水，火災については，位置

的分散を図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実

施することにより，２系統以上が同時に機能喪失しないよ

う設計している。 

 

（３）非常用ディーゼル発電機は，１系統の故障が他の系統に

波及しないよう，それぞれ区画されたエリアに分離，又は

必要な離隔距離を確保して配置する設計としている。サポ

ート系についても，電源についてはそれぞれ異なる区分か

ら，冷却水については主系統と同一の区分から，空調系に

ついてはそれぞれ異なる区分から供給しており，１系統の

サポート系の故障が他の系統に影響を及ぼさないよう設計

している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当

該機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有して

いる。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-15-2～5 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. １５ 

安全機能 非常用の交流電源機能 

系統・機器 ディーゼル発電設備〔３区分〕 

多重性又は 

多様性 

ディーゼル発電設備は非常用ディーゼル発電機２台及び高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機１台の３区分設置して

いる。また，各々のディーゼル発電機には専用のサポート

系（潤滑油系，冷却水系及び燃料移送系）を設置しており，

多重性を有している。 

独立性 （１）ディーゼル発電設備はいずれも二次格納施設外の環

境条件において，送風機によって温度管理された状態で

健全に動作するよう設計している。 

 

（２）ディーゼル発電設備及び専用のサポート系は，系統

分離されている。 

 

（３）ディーゼル発電設備，サポート系は，区分毎に区画

された箇所に分散配置している。また，燃料移送系のう

ち区分Ⅰ及び区分Ⅲはタイラインで接続しているが，通

常時タイラインは複数の止め弁で分離している。 

 

（４）ディーゼル発電設備は，耐震Ｓクラス設備として設

計している。 

 

（５）各ディーゼル発電機は各々が接続する区分の直流電

源設備により発電を開始することができる。また，各々

が接続する非常用高圧母線に交流電源を供給すること

で自らの区分のサポート系を運転継続することが可能

で，外部電源の喪失及び他のディーゼル発電機の起動失

敗による影響はない。 

 

（６）溢水に対しては，位置的分散により３区分が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（７）火災に対しては，ディーゼル発電設備３区分が同時

に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行う

ととともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によってすべてのディー

ゼル発電設備が同時に機能喪失することはないことから，

独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-15：非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）系統概

要図 

別紙図 1-3-16～17：非常用ディーゼル発電設備（区分Ⅰ，Ⅱ）系

統概要図 

別紙図 1-3-18：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備（区分Ⅲ） 

系統概要図 
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第 15-1 図 ディーゼル発電機設備燃料輸送系 系統概略図 

 

 
 

第 15-2-1図 ディーセル発電機設備（２Ｃ） 系統概略図 

 

 
 

別紙図 1-3-15 非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系） 系統

概要図

 
別紙図 1-3-16 非常用ディーゼル発電設備（区分Ⅰ） 系統概

要図 
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第 15-2-2図 ディーゼル発電機設備（２Ｄ） 系統概略図 

 

 

第 15-2-3図 ディーゼル発電機設備（ＨＰＣＳ） 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-17 非常用ディーゼル発電設備（区分Ⅱ） 系統概要  

図 

 

 

別紙図 1-3-18 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備（区分Ⅲ） 

系統概要図 
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第 15-3図 ディーゼル室換気系 系統概略図 
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No. １６ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用の直流電源機能 

対象系統・機器 非常用直流電源系 

多重性／多様

性 

非常用直流電源系は４区分あり，多重性を有している。 

独立性 （１）非常用直流電源系は，いずれも二次格納施設外の環境条件

として，コントロール建屋計測制御電源盤区域換気空調系に

よって温度制御された状態において健全に動作するよう設

計している。一部の電路については，想定される最も苛酷な

環境条件として原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）非常用直流電源系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。また，溢水，火災については，位置的分散を図

るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施することに

より，４系統のうち２系統以上が同時に機能喪失しないよう

設計している。 

 

（３）４系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離，又は必要な離隔距離

を確保して配置する設計としている。また，異なる区分の非

常用直流電源系を接続する場合，充電器に遮断器を設け，電

気事故が発生した場合，故障箇所を隔離し，他の系統へ影響

を及ぼさない設計としている。サポート系の空調系について

は，１系統の故障が他の系統に影響を及ぼさないよう設計し

ている。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-14-2 ページ参照 
 

 

 

第 16-1図 非常用所内電源設備（直流電源系） 系統概略図 

 

No. １６ 

安全機能 非常用の直流電源機能 

系統・機器 直流電源設備 

多重性又は 

多様性 

直流電源設備の直流電源系，中性子計装系はそれぞれ〔３区分〕，〔２

区分〕設置しており，それぞれ多重性を有している。 

独立性 （１）直流電源設備はいずれも二次格納施設外の環境条件におい

て，空調機によって温度管理された状態で健全に動作するよう設

計している。 

 

（２）直流電源設備は，系統分離されている。 

 

（３）直流電源設備は，区分毎に区画された箇所に分散配置してい

る。 

 

（４）各直流電源設備の蓄電池は，通常各々が接続する区分の非常

用低圧母線に接続する充電器により充電されており，交流電源

喪失時には各蓄電池によって各々の直流電源負荷に電気を供

給する。 

 

（５）直流電源設備は，耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

（６）溢水に対しては，位置的分散により，それぞれの複数区分す

べてが同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（７）火災に対しては，直流電源設備の直流電源系は３区分，中性

子計装系は２区分が同時に機能喪失しないよう，離隔等による

系統分離を行うとともに，影響軽減対策等を行う設計としてい

る。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によってすべての直流電源設備が

同時に機能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-14：直流電源設備単線結線図 
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No. １７ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用の計測制御用直流電源機能 

対象系統・機器 計測制御用電源設備 

多重性／多様

性 

計測制御用電源設備は４区分あり，多重性を有している。 

独立性 （１）計測制御用電源設備は，いずれも二次格納施設外の環境条

件として，コントロール建屋計測制御電源盤区域換気空調系

によって温度制御された状態において健全に動作するよう設

計している。一部の電路については，想定される最も苛酷な

環境条件として原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作

するよう設計している。 

 

（２）計測制御用電源設備は，いずれも耐震Ｓクラス設備として

設計している。また，溢水，火災については，位置的分散を

図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施すること

により，２系統以上が同時に機能喪失しないよう設計してい

る。 

 

（３）４系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離，又は必要な離隔距離

を確保して配置する設計としている。サポート系の空調系に

ついては，１系統の故障が他の系統に影響を及ぼさないよう

設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-17-2 ページ参照 
 

 

 

 

No. １７ 

安全機能 非常用の計測制御用直流電源機能 

系統・機器 計測制御用電源設備 

多重性又は 

多様性 

計測制御用電源設備の計装交流電源，原子炉保護系交流電

源はそれぞれ〔３区分〕，〔２区分〕設置しており，それぞ

れ多重性を有している。 

独立性 （１）計測制御用電源設備はいずれも二次格納施設外の環

境条件において，空調機によって温度管理された状態

で健全に動作するよう設計している。 

 

（２）計測制御用電源設備の電路は，一方の電気系統に単

一故障が発生しても他の回路に波及しないよう，系統

毎に分離したケーブル・トレイ及び電線管（貫通部を

含む）を使用して敷設することにより，区分間は物理

的に分離している。 

 

（３）計測制御用電源設備は，耐震Ｓクラス設備として設

計している。 

 

（４）溢水に対しては，位置的分散により，それぞれの複

数区分すべてが同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，計測制御用電源設備の計装交流電

源は３区分，原子炉保護系交流電源は２区分が同時に

機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行うと

ともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によってすべての計測制

御用電源設備が同時に機能喪失することはないことから，

独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-19：計測制御用電源設備単線結線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
・設備の相違 
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第 17-1図 計装用電源設備 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-19 計測制御用電源設備単線結線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 

 

凡例 

区分Ⅰ： 

区分Ⅱ： 

区分Ⅲ： 

460V C/C 

（区分Ⅰ） 

460V C/C 

（区分Ⅱ） 

460V C/C 

（区分Ⅲ） 

DC115V- 

Ａ母線 

460V C/C 

（区分Ⅰ） 

460V C/C 

（区分Ⅱ） 

DC115V- 

Ｂ母線 

はずみ車 はずみ車 

Ｍ 

Ｇ 

Ｍ 

Ｇ 

ＡＣ－ＤＣ 

ＤＣ－ＡＣ 

ＡＣ－ＤＣ 

ＤＣ－ＡＣ 

コンバータ 

インバータ 

コンバータ 

インバータ 

計装用 

変圧器 

105V 

計装母線 

Ａ Ｂ 105V 

計装母線 

Ａ Ｂ 

ス
ク
ラ
ム
回
路 

Ａ 

ス
ク
ラ
ム
回
路 

Ｂ 
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
制
御 

隔
離
弁
制
御 

出
力
領
域
計
装 

原
子
炉
制
御
系 

タ
ー
ビ
ン
制
御
系 

プ
ロ
セ
ス
放
射
線
モ
ニ
タ 

隔
離
弁
制
御 

出
力
領
域
計
装 

原
子
炉
制
御
系 

タ
ー
ビ
ン
制
御
系 

プ
ロ
セ
ス
放
射
線
モ
ニ
タ 

一
般
計
装
電
源 

Ｒ
／
Ｂ 

一
般
計
装
電
源 

Ｔ
／
Ｂ 

一
般
計
装
電
源 

Ｒ
Ｗ
／
Ｂ 

一
般
計
装
電
源 

Ｃ
／
Ｂ
‐
Ａ 

一
般
計
装
電
源 

Ｃ
／
Ｂ
‐
Ｂ 

105V-Ａ 

原子炉保護系 

母線（区分Ⅰ） 

105V-Ｂ 

原子炉保護系 

母線（区分Ⅱ） 

105V- 

一般計装母線 

105V-Ａ計装用 

無停電母線 

105V-Ｂ計装用 

無停電母線 

105V- 

一般計装母線 

Ａ-105V 交流 

無停電電源装置 

（静止型） 

Ｂ-105V 交流 

無停電電源装置 

（静止型） 

※１ ※１ ※２ ※２ 

※３ 

計装用 

変圧器 

＜空調機＞ 

Ⅰ，Ⅱ区分の電気室の空調機は中央制御室換気系であり，Ⅰ，Ⅱ区分とⅢ区分で独立した電気室の空調機には，

それぞれの区分（中央制御室換気系（区分Ⅰ，Ⅱ），Ⅲ）に応じた電源及び冷却水を供給している。 

※１：同一設備の再掲 

※２：同一設備の再掲 

※３：電源切り替えにより区分Ⅰ又は区分Ⅱから受電可能 

182



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

No. １８ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

補機冷却機能 

対象系統・機器 原子炉補機冷却水系 

多重性／多様

性 

原子炉補機冷却水系は３系統あり，それぞれの系統を用いて補機

の冷却が可能であることから，多重性を有している（なお，１区

分あたりポンプは２台（１台は通常時予備））。 

独立性 （１）原子炉補機冷却水系は，二次格納施設内外の環境条件とし

て通常運転時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉補機冷却水系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として

設計している。また，溢水，火災については，位置的分散を

図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施すること

により，２系統以上が同時に機能喪失しないよう設計してい

る。 

 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離して配置する設計とし

ている。サポート系についても，電源についてはそれぞれ異

なる区分から，冷却水（海水系）については主系統と同一の

区分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。また，原子炉補機

冷却水系にはプラント停止中の設備点検時に用いるタイラ

インがあり，タイラインは常用系に設置されているが，非常

時には常用系は弁により自動で隔離されることから，タイラ

インの破損により同時に系統機能を喪失しない設計となっ

ている。その弁も耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-18-2 ページ参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. １８ 

安全機能 補機冷却機能 

系統・機器 原子炉補機冷却系〔100％×３系統〕 

多重性又は 

多様性 

原子炉補機冷却系は３系統設置しており，多重性を有して

いる。 

独立性 （１）原子炉補機冷却系は，二次格納施設外の環境条件に

おいて，空調機によって温度管理された状態で健全に

動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉補機冷却系（区分Ⅰ）と原子炉補機冷却系（区

分Ⅱ）は，各区分内の配管は MS-1であり信頼性が高く，

電動弁及び逆止弁により系統分離が図られている。通

常時はこのうちどちらかが運転しており，当該区分の

非常用系機器及び常用系機器の冷却を行うが，事故に

より原子炉水位低（レベル１）等が発生した時には電

動弁（MS-1）を閉止することにより常用系の切り離し

を行う。また，各区分のサージタンク出口配管及び原

子炉補機代替冷却系（重大事故等対処設備）として使

用する配管の一部（区分間のタイライン）は，通常時，

複数の止め弁（MS-1）で分離されている。なお，原子

炉補機冷却系（区分Ⅲ）は高圧炉心スプレイ系の運転

に必要な機器の冷却を行うためのものであり，原子炉

補機冷却系（区分Ⅰ），原子炉補機冷却系（区分Ⅱ）と

は系統が分離されている。 

 

（３）燃料プール冷却用として，原子炉補機冷却系（区分

Ⅰ）と原子炉補機冷却系（区分Ⅱ）に接続配管が設置

されているが，燃料プール冷却系は通常運転時に対し

ては１系統で十分な冷却能力を有しているため，接続

配管の手動弁は閉運用とし，施錠管理を行っている。

定期検査での燃料取出時も，原則，燃料プール冷却系

と同区分の残留熱除去系を併用することにより燃料プ

ールの冷却を行うこととしているが，残留熱除去系の

故障等により燃料プール冷却系を２系統運転するため

に接続配管の手動弁の開操作を行う場合には，他方の

原子炉補機冷却系と切り離した上で行う。 

 

（４）原子炉補機冷却系の電源はそれぞれ当該区分から供

給しており，１系統の電源喪失により，他の区分が機

能喪失することはない。 

 

（５）原子炉補機冷却系は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 

 

（６）溢水に対しては，位置的分散により３系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（７）火災に対しては，原子炉補機冷却系３区分が同時に

機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行うと

ともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉補機冷却

系のすべての系統が同時に機能喪失することはないことか

ら，独立性を有している。 

長期間にわたる要求 使用期間は 24時間以上（長期間） 

別紙図 1-3-20：原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）系統概要図 

別紙図 1-3-21：原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）系統概要図 

 
 
 
 
・設備の相違 
【東海第二】 
東海第二は冷却用海
水供給機能も合わせ
て記載している。 
島根２号炉及び柏崎
6/7は後段に記載 
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第 19-1図 残留熱除去系海水系 系統概略図 

 

 

 

 

別紙図 1-3-20 原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ） 系統概要図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 

  

 

第 19-2図 ディーゼル発電機海水系 系統概略図 

 

 

 

別紙図 1-3-21 原子炉補機冷却系（区分Ⅲ） 系統概要図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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No. １９ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

冷却用海水供給機能 

対象系統・機器 原子炉補機冷却海水系 

多重性／多様

性 

原子炉補機冷却海水系は３系統あり，それぞれの系統を用いて補

機の除熱が可能であることから，多重性を有している（なお，１

区分あたりポンプは２台（１台は通常時予備））。 

独立性 （１）原子炉補機冷却海水系は，二次格納施設外の環境条件とし

て通常運転時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉補機冷却海水系は，いずれも耐震Ｓクラス設備とし

て設計している。また，溢水，火災については，位置的分散

を図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施するこ

とにより，２系統以上が同時に機能喪失しないよう設計して

いる。 

 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離して配置する設計とし

ている。サポート系についても，電源についてはそれぞれ異

なる区分から，冷却水については主系統と同一の区分から供

給しており，１系統のサポート系の故障が他の系統に影響を

及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-19-2 ページ参照 
 

  

No. １９ 

安全機能 冷却用海水供給機能 

系統・機器 原子炉補機海水系〔100％×３系統〕 

多重性又は 

多様性 

原子炉補機海水系は３系統設置しており，多重性を有して

いる。 

独立性 （１）原子炉補機海水系は，二次格納施設外の環境条件（想

定される自然現象※）において健全に動作するよう設計

している。 

  ※：洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，

地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

 

（２）原子炉補機海水系は系統分離が図られており，取水

場所も区分毎に分離されている。なお，原子炉補機海

水系（区分Ⅰ）と原子炉補機海水系（区分Ⅱ）のスト

レーナ出口配管及び熱交換器出口配管にはタイライン

があるが，通常時，複数の止め弁（MS-1）で分離され

ている。 

 

（３）原子炉補機海水系の電源はそれぞれ当該区分から供

給しており，１系統の電源喪失により，他の区分が機

能喪失することはない。 

 

（４）原子炉補機海水系は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により３系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，原子炉補機海水系３区分が同時に

機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行うと

ともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉補機海水

系のすべての系統が同時に機能喪失することはないことか

ら，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-20：原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）系統概要図 

別紙図 1-3-21：原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
・設備の相違 
【東海第二】 
東海第二は前述の補
機冷却機能と合わせ
て記載している 
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・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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No. ２０ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機

能》 

原子炉制御室非常用換気空調機能 

対象系統・機器 中央制御室換気空調系 

多重性／多様

性 

中央制御室換気空調系送排風機及び出入口ダンパは二重化して

おり，多重性を有している。 

一方，静的機器の一部（ダクトの一部，再循環フィルタ）は単一

設計であり，基準適合性に関する更なる検討が必要である。 

独立性 （１）中央制御室換気空調系は，二次格納施設外の環境条件にお

いて健全に動作するよう設計している。 

 

（２）中央制御室換気空調系は，いずれも耐震Ｓクラス設備とし

て設計している。また，溢水については影響軽減対策を実施

し，火災についても火災の発生防止対策を実施するとともに

２系統の送風機・排風機・再循環送風機間への耐火壁及び感

知設備・自動消火設備を設置することで，機能喪失しないよ

う設計している。 

 

（３）中央制御室換気空調系のサポート系は，電源についてそれ

ぞれ異なる区分から，冷却水について主系統と同一の区分か

ら供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系統に影

響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-20-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

 

 

No. ２０ 

安全機能 原子炉制御室非常用換気空調機能 

系統・機器 中央制御室換気系 

多重性又は 

多様性 

中央制御室換気系の動的機器は２重化しており，多重性を

有している。 

ただし，フィルタ（非常用）及びダクトの一部は単一設計

となっているため，要求事項に対する基準適合性を確認す

る必要がある。 

独立性 （１）中央制御室換気系は，二次格納施設外の環境条件に

おいて，空調機によって温度管理された状態で健全に

動作するよう設計している。 

 

（２）中央制御室換気系の動的機器がある２重化している

範囲は，系統分離が図られている。 

 

（３）中央制御室換気系の動的機器の電源は区分Ⅰ，区分

Ⅱそれぞれから供給されており，１系統のサポート機

能の故障により両系統が機能喪失しないようにされて

いる。 

 

（４）中央制御室換気系は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，火災の発生を防止する設計とする

とともに，２系統のブースタ・ファン，再循環用ファ

ン及びフィルタ（常用）間への耐火壁及び感知設備・

全域ガス消火設備を設置することで，機能喪失しない

ような設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって中央制御室換気

系の系統区分の異なる動的機器が同時に機能喪失すること

はないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-22：中央制御室換気系 系統概要図 

別紙図 1-3-22-1：中央制御室換気系 耐火壁設置例 
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第 20-1図 中央制御室換気系 系統概略図 

 
別紙図 1-3-22  中央制御室空調換気系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 
 

別紙図 1-3-22-1  中央制御室換気系 耐火壁設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐火壁 

ブースタ・ファン 耐火壁 再循環用ファン，フィルタ（常用） 耐火壁 
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No. ２１ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

圧縮空気供給機能 

対象系統・機器 駆動用窒素源（逃がし安全弁への供給，主蒸気隔離弁への供給） 

多重性／多様

性 

駆動用窒素源（アキュムレータ）は逃がし安全弁，主蒸気隔離弁

ともに個別についており，逃がし安全弁，主蒸気隔離弁そのもの

が多重性を有しているため，駆動用窒素源も多重性を有してい

る。 

主蒸気隔離弁については，アキュムレータが機能喪失した場合

は，バネ力にて自動で動作可能な設計としており，駆動源として

多様性を有している。 

独立性 （１）アキュムレータは逃がし安全弁（自動減圧系），主蒸気隔

離弁ともに，想定される最も過酷な環境条件である原子炉冷

却材喪失事故時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）アキュムレータは逃がし安全弁，主蒸気隔離弁ともに，耐

震Ｓクラス設備として設計している。また，溢水については

原子炉冷却材喪失事故時の環境条件下においても動作可能

な設計とし，火災については，逃がし安全弁が窒素充填され

た原子炉格納容器内に設置されていることから，火災の影響

により機能喪失しない設計としている。 

 

（３）アキュムレータは逃がし安全弁，主蒸気隔離弁ともにそれ

ぞれ分離しており，４本の主蒸気配管に分散して配置する設

計としている。サポート系についても，逃がし安全弁（自動

減圧系），主蒸気隔離弁の電源については２区分から供給し

ており，１区分の故障によっても機能に影響を及ぼさないよ

う設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 駆動用窒素源（逃がし安全弁への供給）の使用時間は 24 時間以

上（長期間） 

駆動用窒素源（主蒸気隔離弁への供給）の使用時間は 24 時間未

満（短期間） 
 

 

 

 

 

No. ２１ 

安全機能 圧縮空気供給機能 

系統・機器 逃がし安全弁〔12 台〕，自動減圧機能〔６台〕のアキュム

レータ 

主蒸気隔離弁〔８台〕のアキュムレータ 

多重性又は 

多様性 

逃がし安全弁アキュムレータは逃がし安全弁 12弁それぞ

れに設置されており，また，うち６弁には自動減圧系アキ

ュムレータも設置されている。このうち，１台のアキュム

レータが機能喪失した場合，当該逃がし安全弁は動作しな

いが，残りの逃がし安全弁により原子炉は減圧できるため，

多重性を有している。 

主蒸気隔離弁アキュムレータは８台あり，多重性を有して

いる。また，主蒸気隔離弁は駆動用窒素が喪失すれば閉止

するフェイルクローズ設計である。 

独立性 （１）逃がし安全弁，自動減圧機能，主蒸気隔離弁のアキ

ュムレータは，想定される最も過酷な環境条件である

原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう

設計している。 

 

（２）逃がし安全弁，主蒸気隔離弁は４本の主蒸気管にそ

れぞれ設置されており，アキュムレータはそれぞれの

弁に対して設置されている。 

 

（３）逃がし安全弁，自動減圧機能及び主蒸気隔離弁のア

キュムレータは，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。 

 

（４）溢水に対しては，機器を耐ＬＯＣＡ仕様にすること

で機能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，逃がし安全弁のアキュムレータを

窒素充填された原子炉格納容器内に設置し，機能喪失

しない設計としている。また，主蒸気隔離弁は駆動用

窒素が喪失した場合でも閉止し，機能喪失しないよう

フェイルクローズ設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって逃がし安全弁及

び自動減圧機能のアキュムレータ，主蒸気隔離弁のアキュ

ムレータが同時に機能喪失することはないことから，独立

性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

逃がし安全弁，自動減圧機能のアキュムレータ：使用期間

は 24時間以上（長期間） 

主蒸気隔離弁のアキュムレータ：主蒸気隔離弁が閉止する

までであり 24時間未満（短期間） 

 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 

別紙図 1-3-23：主蒸気系 系統概要図 
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第 21-1図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

 

第 21-2図 主蒸気隔離弁 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-23 主蒸気系 系統概要図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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・資料構成の相違 
【柏崎 6/7】 
柏崎 6/7 は動作原理
について記載してい
る 
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No. ２２ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について 

多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の隔離機能 

対象系統・機器 原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁 

多重性／多様

性 

原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁は，JEAC4602-2004「原子炉冷

却材圧力バウンダリ，原子炉格納容器バウンダリの範囲を定める

規程」に基づき設置されており，かつ，設置許可基準規則 17 条

への適合性を有していることから多重性／多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁は，想定される最も過酷

な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に

動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁は，いずれも耐震Ｓクラ

ス設備として設計している。また，溢水，火災については，

それぞれの配管における原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁

（第１隔離弁，第２隔離弁）の位置的分散を図るとともに，

溢水，火災の影響軽減対策等を実施することにより，同時に

機能喪失しないよう設計している。 

 

（３）原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁（第１隔離弁，第２隔離

弁）は，弁駆動源である電源，空気が単一故障で喪失した場

合でも，もう一方の隔離弁機能に波及しないよう，下記のと

おり駆動方法を分離した設計にしている。 

・第１隔離弁，第２隔離弁がともに電動弁の場合には，互

いに電源の区分を分離するよう設計している。 

・第１隔離弁，第２隔離弁がともに空気作動弁の場合には，

駆動源喪失時にフェイルクローズとするよう設計してい

る。 

・第１隔離弁，第２隔離弁のうち，いずれかに逆止弁があ

る場合は，もう一方の隔離弁駆動源が喪失した場合でも，

逆止弁で隔離機能が確保可能となるよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 隔離時間は極短時間だが，隔離状態を維持するための使用時間は

24 

時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-22-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. ２２ 

安全機能 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の隔離機能 

系統・機器 原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁 

多重性又は 

多様性 

原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，「実用発電用原子

炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する

規則 第十七条」に適合する設計としており，多重性又は

多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，想定される

最も過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時に

おいて健全に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，それぞれの

配管に対して規則に基づく弁を設置している。 

 

（３）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，原則，２つ

の弁について弁の駆動源を変える等により多様性を持

たせている。 

 

（４）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，耐震Ｓクラ

ス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２つの隔離弁が

同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，それぞれの配管における原子炉冷

却材圧力バウンダリ隔離弁が同時に機能喪失しないよ

う，離隔等による系統分離を行うとともに，影響軽減

対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉冷却材圧

力バウンダリ隔離弁が同時に機能喪失することはないこと

から，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

隔離状態を維持するための使用期間は 24 時間以上（長期

間） 

 

別紙図 1-3-24：原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁 概要図 
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第 22-1図 原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁 系統概略図 

 

 

 

 

別紙図 1-3-24 原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁 概要図 
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No. ２３ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について 

多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能 

対象系統・機器 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 

多重性／多様

性 

原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，JEAC4602-2004「原子炉冷

却材圧力バウンダリ，原子炉格納容器バウンダリの範囲を定める

規程」に基づき設置されており，多重性／多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，想定される最も過酷

な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に

動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，いずれも耐震Ｓクラ

ス設備として設計している。また，溢水，火災については，

影響軽減対策等を実施することにより，同時に機能喪失しな

いよう設計している。 

 

（３）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁が２弁あるものについ

て，弁駆動源である電源供給，空気供給が単一故障で喪失し

た場合でも，もう一方の隔離弁機能に波及しないよう，下記

の通り駆動方法を分離するよう設計している。 

・第１隔離弁，第２隔離弁がともに電動弁の場合には，互

いに電源の区分を分離するよう設計している。 

・第１隔離弁，第２隔離弁がともに空気作動弁の場合には，

駆動源喪失時にフェイルクローズとするよう設計してい

る。 

・第１隔離弁，第２隔離弁のうち，いずれかに逆止弁があ

る場合は，もう一方の隔離弁駆動源が喪失した場合でも，

逆止弁で隔離機能確保可能となるよう設計している。 

・原子炉圧力容器に接続される計装配管の場合には，エク

セスフローチェック弁（過流量阻止弁），又は駆動源喪失

時にフェイルクローズとなる電磁弁により，隔離できる

よう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 隔離時間は極短時間だが，隔離状態を維持するための使用時間は

24 

時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-23-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. ２３ 

安全機能 原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能 

系統・機器 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 

多重性又は 

多様性 

原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，「実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規

則 第三十二条」に適合する設計としており，多重性又は

多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，想定される最

も過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時にお

いて健全に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，それぞれの配

管に対して規則に基づく弁を設置している。 

 

（３）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁を２弁構成とする

場合には，原則，２つの弁について弁の駆動源を変え

る等により多様性を持たせている。 

 

（４）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，耐震Ｓクラス

設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２つの隔離弁が

同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，原子炉格納容器バウンダリ隔離弁

が同時に機能喪失しないよう離隔等による系統分離や

フェイルセーフ設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉格納容器

バウンダリ隔離弁が同時に機能喪失することはないことか

ら，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

隔離状態を維持するための使用期間は 24 時間以上（長期

間） 

 

別紙図 1-3-25：原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 概要図 
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第 23-1図 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 系統概略図 

 

 

 

別紙図 1-3-25 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 概要図 
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No. ２４ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について

多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させるものを 

除く）の発生機能 

対象系統・機器 原子炉緊急停止の安全保護回路 

多重性／多様

性 

原子炉緊急停止の安全保護回路は４区分の検出器から得られた

信号を用い，４区分のトリップ論理回路（2 out of 4）を通じて

トリップ信号を発生させており，多重性を有している。 

独立性 （１）原子炉緊急停止の安全保護回路は，想定される最も過酷な

環境条件として原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）原子炉緊急停止の安全保護回路は，いずれも耐震Ｓクラス

設備として設計している。また，溢水，火災による機器の損

傷が発生した場合においてもトリップさせるフェイルセー

フ設計となっており，機能への影響はない。 

 

（３）原子炉緊急停止の安全保護回路は，それぞれ区画されたエ

リアに設置，又は必要な離隔距離を確保して配置しており，

物理的分離を行っている。また，他区分で故障が生じても影

響がないよう，信号の取り合いは光伝送により電気的な分離

が図られている。 

サポート系についても，電源についてはそれぞれ異なる区

分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間はスクラムのタイミングのみ（短期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-24-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. ２４ 

安全機能 原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させる

ものを除く）の発生機能 

系統・機器 原子炉保護系 

多重性又は 

多様性 

原子炉保護系は，２つの独立したトリップ系より構成され

ており，各トリップ系は２つの検出器から得られた信号を

用い，トリップ論理回路（１out of２）を通じて作動信号

を発生させており，多重性を有している。 

独立性 （１）原子炉保護系は，想定される最も過酷な環境条件で

ある原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

 

（２）原子炉保護系は，その系を構成する検出器，計器ラ

ック，ケーブル，ケーブル・トレイ及び電線管につい

てチャンネル相互を物理的に分離し，計測制御系から

も分離することにより独立性を持たせている。 

具体的には以下に示す。 

・安全保護系に関連する動力回路，制御回路及び計装

回路の電路は，一方の電気系統に単一故障が発生し

ても他の回路に波及しないよう，系統ごとに分離し

たケーブル・トレイ及び電線管（貫通部含む）を使

用して布設している。原子炉格納容器を貫通する計

測配管は，物理的に独立した貫通部を有する２系統

を設けている。 

・検出器からのケーブル，電源ケーブルは独立に各盤

に導き，論理回路は盤内で独立して設け，各盤は，

物理的に分離し配置している。 

・電源はチャンネル毎に分離された無停電電源より供

給し，独立性を確保している。 

 

（３）原子炉保護系は，耐震Ｓクラス設備として設計して

いる。 

 

（４）溢水に対しては，機器をフェイルセーフ仕様にする

ことで機能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，機器の損傷が発生した場合でも作

動信号を発生させ，機能喪失しないようフェイルセー

フ設計としている。また，同時に機能喪失しないよう，

離隔等による系統分離を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉保護系が

機能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間はスクラムタイミングのみ（短期間） 

 

別紙図 1-3-26：原子炉保護系作動信号概要図 
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第 24-1図 原子炉緊急停止系の安全保護回路 系統概略図 

 

別紙図 1-3-26 原子炉保護系作動信号概要図 
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No. ２５ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について多重性又

は多様性を要求する安全機能》 

工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する 

作動信号の発生機能 

対象系統・機器 非常用炉心冷却系作動の安全保護回路 

主蒸気隔離の安全保護回路 

原子炉格納容器隔離の安全保護回路 

非常用ガス処理系作動の安全保護回路 

多重性／多様

性 

非常用炉心冷却系作動の安全保護回路は４区分の検出器から得

られた信号を用い，３区分の安全論理回路（2 out of 4）を通じ

て作動信号を発生させており，多重性を有している。 

主蒸気隔離の安全保護回路は４区分の検出器から得られた信号

を用い，４区分の論理回路（2 out of 4）を通じて作動信号を発

生させており，多重性を有している。 

原子炉格納容器隔離の安全保護回路は４区分の検出器から得ら

れた信号を用い，２区分の論理回路（2 out of 4）を通じて作動

信号を発生させており，多重性を有している。 

非常用ガス処理系作動の安全保護回路は４区分の検出器から得

られた信号を用い，２区分の論理回路（2 out of 4）を通じて作

動信号を発生させており，多重性を有している。 

独立性 （１）各回路は，想定される最も過酷な環境条件として原子炉冷

却材喪失事故時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）各回路は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。

また，溢水，火災については，下記のいずれかの対策を行い，

溢水，火災の影響により機能喪失しないよう設計している。 

①機器の損傷が発生した場合においてもトリップさせるフ

ェイルセーフ設計とする。 

②４区分のうち２区分以上（可燃性ガス濃度制御系につい

ては，２区分のうち１区分）が機能喪失しないよう溢水，

火災の影響軽減対策等を実施する。 

 

（３）各回路は，それぞれ区画されたエリアに設置，又は必要な

離隔距離を確保して配置しており，物理的分離を行ってい

る。また，他区分で故障が生じても影響がないよう，信号を

取り合う場合は光伝送により電気的な分離が図られている。 

サポート系についても，電源についてはそれぞれ異なる区

分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-25-3～6 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. ２５ 

安全機能 工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作

動信号の発生機能 

系統・機器 工学的安全施設作動系 

多重性又は 

多様性 

工学的安全施設作動系は，各区分において複数の検出器から

得られた信号を用い，論理回路を通じて作動信号を発生させ

ており，多重性を有している。  

独立性 （１）工学的安全施設作動系は，想定される最も過酷な環境

条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）工学的安全施設作動系は，その系を構成する検出器，

計器ラック，ケーブル，ケーブル・トレイ及び電線管に

ついてチャンネル相互を物理的に分離し，また，計測制

御系からも分離することにより独立性を持たせている。

具体的には以下に示す。 

 

・工学的安全施設作動系に関連する動力回路，制御回路

及び計装回路のケーブルは，一方の電気系統に単一故

障が発生しても他の回路に波及しないよう，系統ごと

に分離したケーブル・トレイ及び電線管（貫通部含む）

を使用して布設している。原子炉格納容器を貫通する

計測配管は，物理的に独立した貫通部を有する２系統

を設けている。 

・検出器からのケーブル，電源ケーブルは独立に各盤に

導き，論理回路は盤内で独立して設け，各盤は，物理

的に分離し配置している。 

・電源はチャンネル毎に分離された無停電電源より供給

し，独立性を確保している。 

 

（３）工学的安全施設作動系は，耐震Ｓクラス設備として設

計している。 

 

（４）溢水に対しては，位置的分散により各区分が同時に機

能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，同時に機能喪失しないよう，離隔等

による系統分離を行う設計としている。なお，主蒸気隔

離弁は，機器の損傷が発生した場合でも作動信号を発生

させ，機能喪失しないようフェイルセーフ設計としてい

る。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって工学的安全施設作

動系が機能喪失することはないことから，独立性を有してい

る。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図1-3-27：工学的安全施設作動信号 

（非常用炉心冷却系作動＜LPCS/LPCI＞）概要図 

別紙図1-3-28：工学的安全施設作動信号（高圧炉心スプレイ及び高圧 

炉心スプレイディーゼル発電機起動）概要図 

別紙図1-3-29 ：工学的安全施設作動信号（自動減圧系）概要図 

 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 

ECCS構成設備の相違 

ABWR：低圧注水系，高
圧炉心注水系，
原子炉隔離時
冷却系及び自
動減圧系 

BWR5：低圧注水系，高
圧炉心スプレ
イ系，低圧炉心
スプレイ系及
び自動減圧系 

【柏崎 6/7,東海第二】 
 島根２号炉は，工学的
安全施設作動系の全
てを対象として記載
している 
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別紙図1-3-30：工学的安全施設作動信号（主蒸気隔離弁閉止）概要図 

別紙図1-3-31：工学的安全施設作動信号（原子炉格納容器隔離弁閉止）

概要図 

別紙図1-3-32：工学的安全施設作動信号（Ａ-非常用ガス処理系起動） 

概要図 

別紙図1-3-33：工学的安全施設作動信号（Ｂ-非常用ガス処理系起動） 

概要図 

別紙図1-3-34：工学的安全施設作動信号（２Ａ非常用ディーゼル発電

機）概要図 

別紙図1-3-35：工学的安全施設作動信号（２Ｂ非常用ディーゼル発電

機）概要図 
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第 25-1-1図 非常用炉心冷却系作動の安全保護回路（低圧炉心ス

プレイ系・残留熱除去系）系統概略図 

  

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-27 工学的安全施設作動信号（非常用炉心冷却系作動

＜LPCS/LPCI＞）概要図 
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第 25-1-2図 非常用炉心冷却系作動の安全保護回路（高圧炉心ス

プレイ系） 系統概略図 

 

 

 

 

 

第 25-1-3図 非常用炉心冷却系作動の安全保護回路（自動減圧系） 

系統概略図 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-28 工学的安全施設作動信号（高圧炉心スプレイ及び

高圧炉心スプレイディーゼル発電機起動）概要図 

 

 

 

 

別紙図 1-3-29 工学的安全施設作動信号（自動減圧系）概要図 
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第 25-2図 主蒸気隔離の安全保護回路 系統概略図 

 

 

 

別紙図 1-3-30 工学的安全施設作動信号（主蒸気隔離弁閉止） 

概要図 
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第 25-3図 原子炉格納容器隔離の安全保護回路 系統概略図 

 

別紙図 1-3-31 工学的安全施設作動信号（原子炉格納容器隔離弁

閉止）概要図 
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第 25-4-2図 原子炉建屋ガス処理系（B）作動の安全保護回路 系

統概略図 

 

 

別紙図 1-3-32 工学的安全施設作動信号（Ａ－非常用ガス処理系

起動）概要図 

 

別紙図 1-3-33 工学的安全施設作動信号（Ｂ－非常用ガス処理系

起動）概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 25-4-1図 原子炉建屋ガス処理系（A）作動の安全保護回路 系

統概略図 
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別紙図 1-3-34 工学的安全施設作動信号（２Ａ非常用ディーゼル

発電機）概要図 

 

 

 

別紙図 1-3-35 工学的安全施設作動信号（２Ｂ非常用ディーゼル

発電機）概要図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7,東海第二】 
 島根２号炉は，工学的
安全施設作動系を全
て対象としている 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7,東海第二】 
 島根２号炉は，工学的
安全施設作動系を全
て対象としている 
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No. ２６ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について 

多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉の停止状態の把握機能 

対象系統・機器 中性子束（起動領域モニタ） 

原子炉スクラム用電磁接触器の状態 及び 制御棒位置 

多重性／多様

性 

中性子束（起動領域モニタ）は４区分あり，多重性を有している。 

原子炉スクラム用電磁接触器の状態と制御棒位置は，この２種で

多様性を有している。 

独立性 ＜中性子束（起動領域モニタ）＞ 

（１）起動領域モニタは，想定される最も過酷な環境条件として

原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計

している。 

 

（２）起動領域モニタは，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計

している。また，溢水，火災については，位置的分散を図る

とともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施することによ

り，同時に監視不能とならないよう設計している。 

 

（３）起動領域モニタは，それぞれ区画されたエリアに設置，又

は必要な離隔距離を確保して配置しており，物理的分離を行

っている。 

サポート系についても，電源についてはそれぞれ異なる区

分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

 

 

＜原子炉スクラム用電磁接触器の状態 及び 制御棒位置＞ 

原子炉の停止状態を原子炉スクラム用電磁接触器の状態と制御

棒位 

置で判断することにより，炉心の停止状態を把握する。 

 

（１）原子炉スクラム用電磁接触器の状態は，想定される最も過

酷な環境条件として原子炉冷却材喪失事故時において健全

に動作するよう設計している。 

制御棒位置は，通常運転時の環境条件下において動作す

るよう設計している。 

 

（２）原子炉スクラム用電磁接触器の状態は，いずれも耐震Ｓク

ラス設備として設計している。また，溢水については，中央

制御室は溢水源が無いこと，火災については常駐する運転員

による早期感知・消火が可能であることから，機能に影響を

及ぼすものではない。 

制御棒位置は，耐震Ｃクラス設備として設計している。 

 

（３）原子炉スクラム用電磁接触器の状態は，区分毎に盤筐体に

収納し，物理的分離を行っている。 

サポート系についても，電源についてはそれぞれ異なる区

分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

制御棒位置と原子炉スクラム用電磁接触器の状態を監視す

るために必要な設備とは，物理的分離を行っている。 

 

 

 

 

No. ２６ 

安全機能 事故時の原子炉の停止状態の把握機能 

系統・機器 中性子束，原子炉スクラム用電磁接触器の状態又は制御棒

位置 

多重性又は 

多様性 

中性子源領域計装（ＳＲＭ）は２区分設置しており，多重

性を有している。 

原子炉スクラム用電磁接触器の状態と制御棒位置によっ

て，多様性を有している。 

独立性 各回路，機器は，想定される最も過酷な環境条件である原

子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計し

ている。 

 

＜中性子束（中性子源領域計装（ＳＲＭ））＞ 

（１）中性子源領域計装（ＳＲＭ）は，専用電線管にてケ

ーブルを敷設しており，すべてが監視不能とならない

ようチャンネル相互を物理的に分離して配置してい

る。 

 

（２）中性子源領域計装（ＳＲＭ）の電源は，それぞれ区

分Ⅰ，区分Ⅱから供給しており１系統の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

（３）中性子源領域計装（ＳＲＭ）は，耐震Ｓクラス設備

として設計している。 

 

（４）溢水に対しては，位置的分散により２区分が同時に

機能を喪失しない設計としている。 

 

（５）火災に対しては，同時に機能喪失しないよう，離隔

等による系統分離を行うとともに，影響軽減対策等を

行う設計としている。 

 

上記より中性子源領域計装（ＳＲＭ）は同時に機能喪失す

ることはないことから，独立性を有している。 

 

＜原子炉スクラム用電磁接触器の状態，制御棒位置＞ 

（１）原子炉スクラム用電磁接触器の状態を監視する機器

及び制御棒位置監視機器は，それぞれ異なる盤に設

置しており，それぞれ分離して配置している。また，

電源についても,それぞれ異なる区分から供給して

おり，独立性を有している。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉スクラム

用電磁接触器の状態及び制御棒位置が同時に機能喪失する

ことはないことから，独立性を有している。 

 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-36：中性子源領域計装（ＳＲＭ）概要図 

別紙図 1-3-37：原子炉スクラム用電磁接触器の状態及び制御棒位

置概要図 

 

 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7,東海第二】 
 島根２号炉は，中性子
源領域計装（ＳＲＭ）
を対象としている(中
間領域計装について
は，スクラム後の未臨
界状態の把握機能の
対象外としている) 

206



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 中性子束（起動領域モニタ）は 12 条-別紙 1-2-26-3 ページ参照 

原子炉スクラム用電磁接触器の状態 及び 制御棒位置は 

12 条-別紙 1-2-26-4 ページ参照 
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第 26-1図 起動領域計装 系統概略図 

 

 

別紙図 1-3-36 中性子源領域計装（ＳＲＭ）概要図 
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第 26-2図 原子炉スクラム用電磁接触器の状態監視設備及び制御

棒位置監視設備 系統概略図 

 

 

 

別紙図 1-3-37 原子炉スクラム用電磁接触器の状態及び制御棒位

置概要図 
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No. ２７ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について 

多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の炉心冷却状態の把握機能 

対象系統・機器 原子炉水位（広帯域，燃料域） 

原子炉圧力 

多重性／多様

性 

原子炉水位（広帯域）は４区分あり，多重性を有している。 

原子炉水位（燃料域）は２区分あり，多重性を有している。 

原子炉圧力は４区分あり，多重性を有している。 

独立性 （１）各計装は，想定される最も過酷な環境条件として原子炉冷

却材喪失事故時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）各計装は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。

また，溢水，火災については，位置的分散を図るとともに，

溢水，火災の影響軽減対策等を実施することにより，同時に

監視不能とならないよう設計している。 

 

（３）各計装は，それぞれ区画されたエリアに設置，又は必要な

離隔距離を確保して配置しており，物理的分離を行ってい

る。 

サポート系についても，電源についてはそれぞれ異なる区

分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-27-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. ２７ 

安全機能 事故時の炉心冷却状態の把握機能 

系統・機器 原子炉水位（広帯域，燃料域）及び原子炉圧力 

多重性又は 

多様性 

原子炉水位（広帯域，燃料域）及び原子炉圧力は，それぞ

れ２区分設置しており，多重性を有している。 

独立性 （１）各計装は，想定される最も過酷な環境条件である原

子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設

計している。 

 

（２）原子炉水位（広帯域，燃料域）及び原子炉圧力の検

出器は，原子炉建物の約 180°に２分割されたエリアに

配置しており，独立性を有している。 

 

（３）原子炉水位（広帯域，燃料域）及び原子炉圧力のケ

ーブル，ケーブル・トレイ，電源盤は，検出器同様に

分離して配置しているため，独立性を有している。 

 

（４）原子炉水位（広帯域，燃料域）及び原子炉圧力は，

いずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により複数区分すべて

が同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，原子炉水位（広帯域，燃料域）及

び原子炉圧力がそれぞれ複数区分同時に機能喪失しな

いよう，離隔等による系統分離を行うとともに，影響

軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって各計装が同時に

機能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-38：計装系（原子炉圧力容器関連）概要図 
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第 27-1図 原子炉水位計装（広帯域，燃料域），原子炉圧力計装 系

統概略図 

 
別紙図 1-3-38 計装系（原子炉圧力容器関連）概要図 
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No. ２８ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について 

多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能 

対象系統・機器 格納容器内圧力 

サプレッション・チェンバ・プール水温 

格納容器内放射線レベル 

多重性／多様

性 

格納容器内圧力は２区分あり，多重性を有している。 

サプレッション・チェンバ・プール水温は２区分あり，多重性を

有している。 

格納容器内放射線レベルは２区分あり，多重性を有している。 

独立性 （１）各計装は，想定される最も過酷な環境条件として原子炉冷

却材喪失事故時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）各計装は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。

また，溢水，火災については，位置的分散を図るとともに，

溢水，火災の影響軽減対策等を実施することにより，同時に

監視不能とならないよう設計している。 

 

（３）各計装は，それぞれ区画されたエリアに設置，又は必要な

離隔距離を確保して配置しており，物理的分離を行ってい

る。 

サポート系についても，電源についてはそれぞれ異なる区

分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 格納容器内圧力，サプレッション・チェンバ・プール水温は 

12 条-別紙 1-2-28-2 ページ参照 

格納容器内放射線レベルは 

12 条-別紙 1-2-29-3 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. ２８ 

安全機能 事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能 

系統・機器 原子炉格納容器圧力，格納容器エリア放射線量率及びサプ

レッション・プール水温 

多重性又は 

多様性 

原子炉格納容器圧力，格納容器エリア放射線量率及びサプ

レッション・プール水温は，それぞれ２区分設置しており，

多重性を有している。 

独立性 （１）各計装は，想定される最も過酷な環境条件である原

子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設

計している。 

 

（２）原子炉格納容器圧力及び格納容器エリア放射線量率

の検出器は，原子炉建物の約 180°に２分割されたエリ

アに配置しているため，独立性を有している。 

 

（３）サプレッション・プール水温の検出器は，サプレッ

ション・チェンバ内で２分割に配置し，専用電路にて

分離されている。 

 

（４）各計装のケーブル，ケーブル・トレイ，電源盤は検

出器同様に２分割している。 

 

（５）原子炉格納容器圧力，格納容器エリア放射線量率及

びサプレッション・プール水温は，いずれも耐震Ｓク

ラス設備として設計している。 

 

（６）溢水に対しては，位置的分散により複数区分が同時

に機能を喪失しない設計とする。 

 

（７）火災に対しては，原子炉格納容器圧力及びサプレッ

ション・プール水温がそれぞれ複数区分同時に機能喪

失しないよう，離隔等による系統分離や影響軽減対策

等を行う設計としている。格納容器エリア放射線量率

については，離隔等による系統分離を行う設計として

いる。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって各計装が同時に

機能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-39：計装系（原子炉格納容器関連）概要図 

別紙図 1-3-40：格納容器エリア放射線量率 概要図 
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第 28-1 図 原子炉格納容器圧力計装，サプレッション・プール水

温度計装 系統概略図 

 

 

第 28-2図 原子炉格納容器エリア放射線量率計装 系統概略図 

 

  

別紙図 1-3-39 計装系（原子炉格納容器関連）概要図 

 

 

別紙図 1-3-40 格納容器エリア放射線量率 概要図 
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No. ２９ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について 

多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時のプラント操作のための情報の把握機能 

対象系統・機器 ［低温停止への移行］ 

原子炉圧力 

原子炉水位（広帯域） 

［ドライウェルスプレイ］ 

原子炉水位（広帯域，燃料域） 

格納容器内圧力 

［サプレッション・プール冷却］ 

原子炉水位（広帯域，燃料域） 

サプレッション・チェンバ・プール水温 

［可燃性ガス濃度制御系起動］ 

格納容器内水素濃度 

格納容器内酸素濃度 

［放射性気体廃棄物処理系の隔離］ 

気体廃棄物処理設備エリア排気モニタ 

多重性／多様

性 

［低温停止への移行］ 

原子炉圧力は４区分あり，多重性を有している。 

原子炉水位（広帯域）は４区分あり，多重性を有している。 

［ドライウェルスプレイ］ 

原子炉水位（広帯域）は４区分あり，多重性を有している。 

原子炉水位（燃料域）は２区分あり，多重性を有している。 

格納容器内圧力は２区分あり，多重性を有している。 

［サプレッション・プール冷却］ 

原子炉水位（広帯域）は４区分あり，多重性を有している。 

原子炉水位（燃料域）は２区分あり，多重性を有している。 

サプレッション・チェンバ・プール水温は２区分あり，多重性

を有している。 

［可燃性ガス濃度制御系起動］ 

格納容器内水素濃度は２区分あり，多重性を有している。 

格納容器内酸素濃度は２区分あり，多重性を有している。 

［放射性気体廃棄物処理系の隔離］ 

気体廃棄物処理設備エリア排気モニタは２区分あり，多重性を

有している。 

独立性 （１）各計装は，想定される最も過酷な環境条件として原子炉冷

却材喪失事故時において健全に動作するよう設計している。 

（気体廃棄物処理設備エリア排気モニタは，放射性気体廃棄物

処理施設の破損時に想定される状態） 

なお，格納容器内水素濃度及び酸素濃度は，格納容器内の

ガスを除湿，冷却及び減圧して計器に導き，格納容器内の

温度の影響を直接受けない設計としている。 

 

（２）各計装は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。

また，溢水，火災については，位置的分散を図るとともに，

溢水，火災の影響軽減対策等を実施することにより，同時に

監視不能とならないよう設計している。 

 

（３）各計装は，それぞれ区画されたエリアに設置，又は必要な

離隔距離を確保して配置しており，物理的分離を行ってい

る。 

サポート系についても，電源についてはそれぞれ異なる区

分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

 

 

 

 

No. ２９ 

安全機能 事故時のプラント操作のための情報の把握機能 

系統・機器 （低温停止への移行） 

・原子炉圧力及び原子炉水位（広帯域） 

（ドライウェルスプレイ） 

・原子炉水位（広帯域，燃料域）及び格納容器圧力 

（サプレッション・プール冷却） 

・原子炉水位（広帯域，燃料域）及びサプレッション・プ

ール水温 

（可燃性ガス濃度制御系起動） 

・原子炉格納容器水素濃度及び原子炉格納容器酸素濃度 

（異常状態の把握機能） 

・排気筒モニタ 

多重性又は 

多様性 

（低温停止への移行） 

・原子炉圧力及び原子炉水位（広帯域）は，それぞれ２区

分設置しており，多重性を有している。 

（ドライウェルスプレイ） 

・原子炉水位（広帯域，燃料域）及び格納容器圧力は，そ

れぞれ２区分設置しており，多重性を有している。 

（サプレッション・プール冷却） 

・原子炉水位（広帯域，燃料域）及びサプレッション・プ

ール水温は，それぞれ２区分設置しており，多重性を有

している。 

（可燃性ガス濃度制御系起動） 

・原子炉格納容器水素濃度及び原子炉格納容器酸素濃度

は，それぞれ２区分設置しており，多重性を有している。 

（異常状態の把握機能） 

・排気筒モニタ検出器等は，２区分設置しており，多重性

を有している。 

静的機器（配管）の一部に単一設計箇所があるが，本

機能の要求期間は短期間であることから，想定される単

一故障を仮定しても所定の安全機能を達成できる。 

独立性 （１）各計装は，想定される最も過酷な環境条件である原子

炉冷却材喪失事故時（排気筒モニタについては，放射性

気体廃棄物処理施設の破損時に想定される状態）におい

て健全に動作するよう設計している。 

   

（２）原子炉水位（広帯域，燃料域）及び格納容器圧力の検

出器は，原子炉建物の約 180°に２分割されたエリアに

配置している。 

 

（３）サプレッション・プール水温の検出器は，サプレッシ

ョン・チェンバ内で２分割に配置し，専用電路にて分離

されている。 

 

（４）原子炉格納容器水素濃度及び原子炉格納容器酸素濃度

は，原子炉建物を２分割したエリアに配置し，サンプリ

ング配管，検出器，分析計，制御盤は，位置的分離等に

より系統分離されている。 

 

（５）各計装のケーブル，電源盤は，検出器同様に分離され

ている。 

 

（６）原子炉圧力，原子炉水位（広帯域，燃料域），格納容器

圧力，サプレッション・プール水温，原子炉格納容器水

素濃度及び原子炉格納容器酸素濃度は，いずれも耐震Ｓ

 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 
柏崎 6/7 は排気筒の
前段に設置している
「気体廃棄物処理設
備エリア排気モニタ」
を対象としている 

【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は，事故の
検知を目的として，排
気筒モニタの使用期
間を短時間としてい
る 
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前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 ［低温停止への移行］ 

原子炉圧力は 12 条-別紙 1-2-27-2 ページ参照 

原子炉水位（広帯域）は 12 条-別紙 1-2-27-2 ページ参照 

［ドライウェルスプレイ］ 

原子炉水位（広帯域）は 12 条-別紙 1-2-27-2 ページ参照 

原子炉水位（燃料域）は 12 条-別紙 1-2-27-2 ページ参照 

格納容器内圧力は 12 条-別紙 1-2-28-2 ページ参照 

［サプレッション・プール冷却］ 

原子炉水位（広帯域）は 12 条-別紙 1-2-27-2 ページ参照 

原子炉水位（燃料域）は 12 条-別紙 1-2-27-2 ページ参照 

サプレッション・チェンバ・プール水温は 12 条-別紙 1-2-28-2 

ページ参照 

［可燃性ガス濃度制御系起動］ 

格納容器内水素濃度は 12 条-別紙 1-2-29-3 ページ参照 

格納容器内酸素濃度は 12 条-別紙 1-2-29-3 ページ参照 

［放射性気体廃棄物処理系の隔離］ 

気体廃棄物処理設備エリア排気モニタは 12 条-別紙 1-2-29-4 

ページ参照 
 

クラス設備として設計している。排気筒モニタは，それ

ぞれ個別のラックに配置し系統分離されており，指示計

については同一盤内に設置されているが，必要な離隔を

行っている。 

 

（７）溢水に対しては，位置的分散により複数区分すべてが

同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（８）火災に対しては，それぞれ複数区分同時に機能喪失し

ないよう，離隔等による系統分離を行うとともに，影響

軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって各計装が同時に機

能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

排気筒モニタを除く各計装の使用期間は 24 時間以上（長期

間） 

排気筒モニタの使用期間は，事故を検知するまでの約 30分以

内（短期間） 

 

別紙図 1-3-38：計装系（原子炉圧力容器関連）概要図 

別紙図 1-3-39：計装系（原子炉格納容器関連）概要図 

別紙図 1-3-41：排気筒モニタ 概要図 

別紙図 1-3-42：原子炉格納容器水素／酸素濃度 概要図 
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第 29-1図 原子炉水位計装（広帯域，燃料域），原子炉圧力計装 系

統概略図 

 

第 29-2図 原子炉格納容器圧力計装，サプレッション・プール水

温度計装 系統概略図 

 

 

第 29-2図 原子炉格納容器圧力計装，サプレッション・プール水

温度計装 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
 【東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
 【東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
 【東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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第 29-3図 原子炉格納容器水素濃度計装及び酸素濃度計装 系統

概略図 

 

 

第 29-4図 主排気筒放射線モニタ計装 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-41 排気筒モニタ 概要図 

 

 

別紙図 1-3-42 原子炉格納容器水素濃度／酸素濃度 概要図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 

 柏崎 6/7 は排気筒の
前段に設置している
「気体廃棄物処理設
備エリア排気モニタ」
を対象としている 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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No. その他１ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

 

対象系統・機器 非常用電気品区域換気空調系 

多重性／多様

性 

格納容器内圧力は２区分あり，多重性を有している。 

サプレッション・チェンバ・プール水温は２区分あり，多重性を

有している。 

格納容器内放射線レベルは２区分あり，多重性を有している。 

独立性 （１）非常用電気品区域換気空調系は，いずれも二次格納施設外

の環境条件において健全に動作するよう設計されている。 

 

（２）非常用電気品区域換気空調系は，いずれも耐震Ｓクラス設

備として設計している。また，溢水，火災については，影響

軽減対策等を実施することにより，同時に機能喪失しないよ

う設計している。 

 

（３）非常用電気品区域換気空調系は，１系統の故障が他の系統

に波及しないよう，位置的分散を考慮して配置する設計とし

ている。サポート系についても，電源についてはそれぞれ異

なる区分から，冷却水については主系統と同一の区分から供

給しており，１系統のサポート系の故障が他の系統に影響を

及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-その他-2～4 ページ参照 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 
柏崎 6/7特有の設備 
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No. その他２ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

 

対象系統・機器 コントロール建屋計測制御電源盤区域換気空調系 

多重性／多様

性 

コントロール建屋計測制御電源盤区域換気空調系は３系統あり，

多重性を有している。 

独立性 （１）コントロール建屋計測制御電源盤区域換気空調系は，いず

れも二次格納施設外の環境条件において健全に動作するよ

う設計されている。 

 

（２）コントロール建屋計測制御電源盤区域換気空調系は，いず

れも耐震Ｓクラス設備として設計している。また，溢水，火

災については，影響軽減対策等を実施することにより，同時

に機能喪失しないよう設計している。 

 

（３）コントロール建屋計測制御電源盤区域換気空調系は，１系

統の故障が他の系統に波及しないよう，位置的分散を考慮し

て配置する設計としている。サポート系についても，電源に

ついてはそれぞれ異なる区分から，冷却水については主系統

と同一の区分から供給しており，１系統のサポート系の故障

が他の系統に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-その他-6～8 ページ参照 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 
柏崎 6/7特有の設備 
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No. その他３ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

 

対象系統・機器 換気空調補機非常用冷却水系 

多重性／多様

性 

換気空調補機非常用冷却水系は２系統あり，多重性を有してい

る。 

独立性 （１）換気空調補機非常用冷却水系は，いずれも二次格納施設外

の環境条件として通常運転時において健全に動作するよう

設計している。 

 

（２）換気空調補機非常用冷却水系は，耐震Ｓクラス設備として

設計している。また，溢水，火災については，位置的分散を

図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施すること

により，２系統が同時に機能喪失しないよう設計している。 

 

（３）換気空調補機非常用冷却水系は，１系統の故障が他の系統

に波及しないよう，それぞれ区画されたエリアに分離して配

置する設計としている。サポート系についても，電源につい

てはそれぞれ異なる区分から，冷却水については主系統と同

一の区分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他

のすべての系統に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-その他-10 ページ参照 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 
柏崎 6/7特有の設備 
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【補足】区分分離について 

「柏崎刈羽原子力発電所における不適切なケーブルの敷設に係る

対応について（報告）」（平成28 年1 月，東京電力株式会社）及

び「柏崎刈羽原子力発電所における不適切なケーブルの敷設に係

る東京電力からの報告に対する評価及び今後の対応について」（平

成28 年2 月10 日，原子力規制庁）を踏まえ，各安全機能におい

て確認を行った独立性の確保を含めて区分分離全体の基本原則に

ついて再整理を行った結果を以下に示す。 

1. 区分分離の種類 

設置許可基準規則第12 条に基づく区分分離には， 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ）多重性又は多様性を確保するために設置した同一の機能を

有する安全施設との間において，「単一故障（従属要因によ

る多重故障含む）※1」が発生した場合であっても機能できる

よう「独立性」を確保 

【設置許可基準規則第12 条第２項】 

（Ｂ）他の安全施設との間，または非安全施設との間において，

「その一方の運転又は故障等」により安全機能が阻害されな

いように「機能的隔離及び物理的分離」を実施 

【設置許可基準規則第12 条第１項 及び 重要度分類指針】 

の２種類がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足① 

安全施設に係る区分分離の基本原則について 

 

1. はじめに 

  本資料では，東海第二発電所の安全施設に係る区分分離全体

の基本原則について以下のとおり整理した。 

 

 

 

2. 区分分離の種類 

2.1 安全施設の区分分離 

  安全機能を有する構築物，系統及び機器（安全施設）のうち，

重要度が特に高い安全機能を有するもの，及びそれ以外のもの

についての区分分離の考え方を以下に示す。 

 (1) 安全機能を有する構築物，系統及び機器（安全施設）のう

ち，重要度が特に高い安全機能を有するもの 

   安全機能を有する構築物，系統及び機器（安全施設）のう

ち，重要度が特に高い安全機能を有するものについては，以

下の（Ａ）（Ｂ）のとおり設計している。 

 （Ａ）多重性又は多様性を確保するために設置した同一の機能

を有する安全施設との間において，「単一故障（従属要因に

よる多重故障含む）」が発生した場合であっても機能できる

よう「独立性」を確保 

   【設置許可基準規則第十二条第２項】 

 （Ｂ）他の安全施設との間，または非安全施設との間において，

「その一方の運転又は故障等」により安全機能が阻害され

ないように「機能的隔離及び物理的分離」を実施 

 

   【設置許可基準規則第十二条第１項及び重要度分類指針】 

 

 

 

 (2) 安全施設のうち，①以外のもの 

   安全施設のうち，①以外のものについては，以下の（Ｂ）

のとおり設計することとしている。 

 （Ｂ）他の安全施設との間，または非安全施設との間において，

「その一方の運転又は故障等により」安全機能が阻害され

ないように「機能的隔離及び物理的分離」を実施 

 

【補足】区分分離について 

 

１．はじめに 

本資料では，島根原子力発電所２号機の安全施設に係る区分

分離全体の基本原則について以下のとおり整理した。 

 

 

 

２. 区分分離の種類 

設置許可基準規則第12 条に基づく区分分離には， 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ）多重性又は多様性を確保するために設置した同一の機

能を有する安全施設との間において，「単一故障（従

属要因による多重故障含む）※1」が発生した場合であ

っても機能できるよう「独立性」を確保 

【設置許可基準規則第12 条第２項】 

（Ｂ）他の安全施設との間，または非安全施設との間におい

て，「その一方の運転又は故障等」により安全機能が

阻害されないように「機能的隔離及び物理的分離」を

実施 

【設置許可基準規則第12 条第１項 及び 重要度分類指針】 

の２種類がある。 
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重要度の特に高い安全機能を有する系統においては（Ａ）（Ｂ）

の両方を満足する必要があり，その他の安全施設においては（Ｂ）

を満足する必要がある。この概念図を図1 に示す。 

 

図１ 区分分離の概念図 

 

 

 

 

 

ここで，（Ａ）については，当該系（重要度の特に高い安全機

能を有する系統）のみならず，直接関連系も対象となる。間接関

連系については（Ａ）を満足する必要はないが，共通要因又は従

属要因とならないことが必要となる。（当該系，直接関連系，間

接関連系については参考1 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   【同①（Ｂ）】 

  安全施設の区分分離の具体例を図 1に，同一機能内の区分分

離及び異なる機能間での区分分離の考え方を図 2示す。 

 

 

 

図 1 安全施設の区分分離の具体例 

 

 

 図 2 同一機能内の区分分離及び異なる機能間での区分分離 

 

東海第二発電所では，新規制基準を踏まえ，（Ａ）（Ｂ）に加

えて，設置許可基準規則第八条（火災による損傷の防止）に基

づく区分分離や，設置許可基準規則第九条（溢水による損傷の

防止）に基づく区分分離も実施することとしている。 

ここで，（Ａ）については，当該系（重要度の特に高い安全機

能を有する系統）のみならず，直接関連系も対象となる。間接

関連系については（Ａ）を満足する必要はないが，共通要因又

重要度の特に高い安全機能を有する系統においては（Ａ）（Ｂ）

の両方を満足する必要があり，その他の安全施設においては（Ｂ）

を満足する必要がある。この概念図を図1 に示す。 

 

図１ 区分分離の概念図 

 

 

ここで，（Ａ）については，当該系（重要度の特に高い安全機

能を有する系統）のみならず，直接関連系も対象となる。間接関

連系については（Ａ）を満足する必要はないが，共通要因又は従

属要因とならないことが必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

227



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

また，（Ｂ）については，安全施設全てを対象としているが，

「同位ないし上位の重要度を有する他方に期待される安全機能が

阻害され、もって原子炉施設の安全が損なわれることのないよう

に」することが目的である。 

この目的を踏まえると，安全施設のうち，クラス3（PS-3，MS-3）

の系統については，影響を与えられる側の系統として見たときに

は，当該安全機能が阻害された場合においても代替性や復旧性を

考慮すると原子炉施設の安全が損なわれることはない，と評価で

きる。 

従って，以降，クラス3 の系統については影響を与えられる側

の系統としては省略する。 

 

 

 

なお，柏崎刈羽原子力発電所6 号炉及び7 号炉においては，こ

れらの区分分離の他に，設置許可基準規則第8 条（火災による損

傷の防止）※2 や同第9 条（溢水による損傷の防止等）に基づく

区分分離も実施している。 

 

※1 例えば，非常用ディーゼル発電機A 系故障により確実に発生

する非常用炉心冷却系A 系全ての故障を指す。設計基準事故

解析においては，このような故障も考慮して，最も厳しくな

る単一故障を仮定している。なお，安全機能（例：事故時の

原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内低圧時にお

ける注水機能）別に見れば，単一故障によって複数系統が同

時に機能喪失することはない。 

 

※2 火災に対する分離については，設置許可基準規則第12 条に基

づく分離と第8 条に基づく分離で以下のような違いがある。 

 

 

（Ａ）同一機能内での区分分離（独立性の確保）【第12 条】 

火災によっても他区分の設備が損傷しないよう，火災

の影響を受ける可能性のある機器について，

IEEE384-1992（IEEE StandardCriteria for 

Independence of Class 1E Equipment andCircuits）

は従属要因とならないことが必要となる。 

 

  なお，（Ｂ）異なる機能間での区分分離（機能的隔離及び物理

的分離）については安全施設全てを対象としているが，「同位な

いし上位の重要度を有する他方に期待される安全機能が阻害さ

れ，もって原子炉施設の安全が損なわれることのないように」

することが目的であることを踏まえると，安全施設のうちクラ

ス３（ＰＳ－３，ＭＳ－３）の系統については，影響を受ける

側の系統として見た場合，当該安全機能が阻害された場合にお

いても代替性や復旧性を考慮すると原子炉施設の安全が損なわ

れることはない，と評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 火災に対する分離について 

  火災に対する分離については，設置許可基準規則十二条に基

づく分離と同第八条に基づく分離があり，以下の様な違いがあ

る。 

 (1) （Ａ）同一機能内での区分分離（独立性の確保） 

   火災によっても他区分の設備が損傷しないよう，火災の影

響を受ける可能性のある機器について，ＩＥＥＥ384-1992（Ｉ

ＥＥＥ Standard Criteria Independence of Class 1E 

Equipment and Circuits）に基づく離隔距離の確保，又は耐

 

 

また，（Ｂ）については，安全施設全てを対象としているが，

「同位ないし上位の重要度を有する他方に期待される安全機能が

阻害され、もって原子炉施設の安全が損なわれることのないよう

に」することが目的である。 

この目的を踏まえると，安全施設のうち，クラス3（PS-3，MS-3）

の系統については，影響を与えられる側の系統として見たときに

は，当該安全機能が阻害された場合においても代替性や復旧性を

考慮すると原子炉施設の安全が損なわれることはない，と評価で

きる。 

従って，以降，クラス3 の系統については影響を与えられる側

の系統としては省略する。 

 

 

 

なお，島根原子力発電所２号機においては，これらの区分分離

の他に，設置許可基準規則第８条（火災による損傷の防止）※2 や

同第９条（溢水による損傷の防止等）に基づく区分分離も実施し

ている。 

 

※１例えば，非常用ディーゼル発電設備Ａ系故障により確

実に発生する非常用炉心冷却系Ａ系全ての故障を指す。設計

基準事故解析においては，このような故障も考慮して，最も

厳しくなる単一故障を仮定している。なお，安全機能（例：

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内低

圧時における注水機能）別に見れば，単一故障によって複数

系統が同時に機能喪失することはない。 

 

※２火災に対する分離については，設置許可基準規則第12

条に基づく分離と第８条に基づく分離で以下のような違いが

ある。 

 

（Ａ）同一機能内での区分分離（独立性の確保）【第12条】 

火災によっても他区分の設備が損傷しないよう，火災の

影響を受ける可能性のある機器について，IEEE384-1992

（IEEE StandardCriteria for Independence of Class 1E 

Equipment andCircuits）に基づく離隔距離の確保，又は
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に基づく離隔距離の確保，又は耐火障壁の設置により， 

同一機能内での区分分離を行う。 

（Ｂ）異なる機能間での区分分離（機能的隔離及び物理的分

離） 

【第12 条】 

火災によっても他機能の安全設備の機能を確保するよ

う，火災の影響を受ける可能性のある機器について，

IEEE384-1992（IEEEStandard Criteria for 

Independence of Class 1E Equipmentand Circuits）

に基づく離隔距離の確保，又は耐火障壁の設置により，

異なる機能間での区分分離を行う。 

（Ｃ）区域又は区画内の安全機能が全喪失することを仮定し

た区分分離（3 時間耐火障壁による物理的分離）【第8 条】 

上記（Ａ）（Ｂ）の区分分離に加え，原子炉の高温停止

及び低温停止に係る安全機能を有する機器については，

保守的に，火災により当該機器を設置する区域又は区画

内の安全機能が全喪失することを仮定しても，少なくと

も1 区分以上の原子炉の高温停止及び冷温停止機能が確

保されるように，3 時間耐火能力を有する耐火障壁等の

設置により，原則として，安全系区分Ⅰ・Ⅱ間での区分

分離を行う。 

 

2. 区分分離によって確保すべき安全機能の容量 

1.で示した2 種類の区分分離において，確保すべき安全機能の

容量は以下の通りとなる。 

（Ａ）同一機能内での区分分離（独立性の確保）の場合 

共通要因又は従属要因によって，2 以上の系列が同時に機

能を損なわない設計が必要であるため，同一機能内での分

離を脅かすエネルギーを有する事象が発生した場合にも，

当該機能が100％容量以上を維持できれば良い。 

（Ｂ）異なる機能間での区分分離（機能的隔離及び物理的分離）

の場合 

1 つの系統の運転又は故障等で他の機能を有する系統の

“期待される安全機能”を損なわない設計が必要であり，

“期待される安全機能”とは当該機能の100％容量，と整理

できるため，異なる機能間での分離を脅かすエネルギーを

有する事象が発生した場合にも，各機能で100％容量以上が

維持できれば良い。※3 

火障壁の設置により，同一機能内での区分分離を実施 

  

(2) （Ｂ）異なる機能間での区分分離（機能的隔離及び物理的分

離） 

   火災によっても他機能の安全設備の機能を確保するよう，

火災の影響を受ける可能性のある機器について，ＩＥＥＥ

384-1992（ＩＥＥＥ Standard Criteria Independence of 

Class 1E Equipment and Circuits）に基づく離隔距離の確保，

又は耐火障壁の設置により，異なる機能間での区分分離を実

施 

 (3) 区域又は区画内の安全機能が全喪失することを仮定した区

分分離（3時間耐火障壁による物理的分離） 

   上記（Ａ）（Ｂ）の区分分離に加え，原子炉の高温停止及び

冷温停止に係る安全機能を有する機器については，保守的に，

火災により当該機器を設置する区域又は区画内の安全機能が

全喪失することを仮定しても，少なくとも１区分以上の原子

炉の高温停止及び冷温停止機能が確保されるように，３時間

耐火能力を有する耐火障壁の設置により，原則として，安全

系区分Ⅰ・Ⅱ間での区分分離を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐火障壁の設置により，同一機能内での区分分離を行う。 

 

（Ｂ）異なる機能間での区分分離（機能的隔離及び物理的分離） 

【第12条】 

火災によっても他機能の安全設備の機能を確保するよう，

火災の影響を受ける可能性のある機器について，

IEEE384-1992（IEEEStandard Criteria for Independence of 

Class 1E Equipmentand Circuits）に基づく離隔距離の確

保，又は耐火障壁の設置により，異なる機能間での区分分

離を行う。 

（Ｃ）区域又は区画内の安全機能が全喪失することを仮定した

区分分離（3 時間耐火障壁による物理的分離）【第8 条】 

上記（Ａ）（Ｂ）の区分分離に加え，原子炉の高温停止及

び低温停止に係る安全機能を有する機器については，保守

的に，火災により当該機器を設置する区域又は区画内の安

全機能が全喪失することを仮定しても，少なくとも1 区分

以上の原子炉の高温停止及び冷温停止機能が確保されるよ

うに，3 時間耐火能力を有する耐火障壁等の設置により，

原則として，安全系区分Ⅰ・Ⅱ間での区分分離を行う。 

 

 

 

３. 区分分離によって確保すべき安全機能の容量 

２.で示した２種類の区分分離において，確保すべき安全機能の

容量は以下の通りとなる。 

（Ａ）同一機能内での区分分離（独立性の確保）の場合 

共通要因又は従属要因によって，２以上の系列が同時に

機能を損なわない設計が必要であるため，同一機能内で

の分離を脅かすエネルギーを有する事象が発生した場合

にも，当該機能が100％容量以上を維持できれば良い。 

（Ｂ）異なる機能間での区分分離（機能的隔離及び物理的分離）

の場合 

１つの系統の運転又は故障等で他の機能を有する系統の

“期待される安全機能”を損なわない設計が必要であり，

“期待される安全機能”とは当該機能の100％容量，と整

理できるため，異なる機能間での分離を脅かすエネルギ

ーを有する事象が発生した場合にも，各機能で100％容量

以上が維持できれば良い。※3 
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すなわち，（Ａ）（Ｂ）いずれも各機能で100％容量以上が

維持できれば良い，ということになる。 

 

※3 新規制基準においては，火災/溢水により原子炉に外乱が及

び，かつ，安全保護系，原子炉停止系の作動を要求される

場合には，その影響（火災/溢水）を考慮し，安全評価指針

に基づき安全解析を行う必要がある，とされていることを

踏まえ，分離を脅かす事象によって引き起こされるプラン

ト状態を考慮して維持する容量を決定する必要がある。 

 

3. 区分分離の設計方針 

2.で示した同一機能内又は異なる機能間での分離を脅かすエ

ネルギーは以下の通りとなる。 

 

 

 

［プラント内部で発生するエネルギー］ 

・環境条件 

・火災 

・溢水 

・内的エネルギー（配管内のエネルギー，回転機器の回転エネ

ルギー） 

［プラント外部で発生するエネルギー］ 

・地震 

・津波 

・その他自然現象，人為事象（偶発的） 

 

 

これらのエネルギーを想定した分離設計の考え方について，

分離方法毎に整理した結果を表1 に示す。（詳細については参

考2 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 同一機能内・異なる機能間での分離を脅かすエネルギーにつ

いて 

  同一機能内・異なる機能間での分離を脅かすエネルギーを，

プラント内部で発生するエネルギー及びプラント外部で発生す

るエネルギーに分類すると，以下のとおり整理できる。 

 (1) プラント内部で発生するエネルギー 

   ・環境条件 

   ・火災 

   ・溢水 

   ・内的エネルギー（配管内のエネルギー，回転機器の回転

エネルギー） 

 (2) プラント外部で発生するエネルギー 

   ・地震 

   ・津波 

   ・その他自然現象，人為事象（偶発的） 

 

3. 区分分離の設計方針 

  プラント内部で発生するエネルギー，プラント外部で発生す

るエネルギーを想定した分離設計の考えについて，分離方法毎

に整理した結果を表 1に示す。 

 

すなわち，（Ａ）（Ｂ）いずれも各機能で100％容量以

上が維持できれば良い，ということになる。 

 

※３新規制基準においては，火災/溢水により原子炉に外乱が及

び，かつ，安全保護系，原子炉停止系の作動を要求される場

合には，その影響（火災/溢水）を考慮し，安全評価指針に基

づき安全解析を行う必要がある，とされていることを踏まえ，

分離を脅かす事象によって引き起こされるプラント状態を考

慮して維持する容量を決定する必要がある。 

 

４. 区分分離の設計方針 

３.で示した同一機能内又は異なる機能間での分離を脅かすエ

ネルギーは以下の通りとなる。 

 

 

 

［プラント内部で発生するエネルギー］ 

・環境条件 

・火災 

・溢水 

・内的エネルギー（配管内のエネルギー，回転機器の回転

エネルギー） 

［プラント外部で発生するエネルギー］ 

・地震 

・津波 

・その他自然現象，人為事象（偶発的） 

 

 

これらのエネルギーを想定した分離設計の考え方について，

分離方法毎に整理した結果を表１に示す。 
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表１ 区分分離の設計方針 

 

表1 の方針に基づき分離設計を行った具体例として，残留熱除去

系（RHR）の例を表2 及び図2 に示す。（関連する図面については

参考3 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 区分分離の設計方針について 

 

表１ 区分分離の設計方針 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎6/7はRHRを具体

例として補足を記載 
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表２ RHRの分離設計（１／２） 
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表２ RHRの分離設計（２／２） 
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図2 RHR（原子炉停止時冷却モード）主要設備 分離設計概要図 

4. まとめ 

区分分離について再整理した結果，1.で示した2 種類が存在し，

2.で示した通り各機能で100％容量以上を維持するため，3.で示し

た考え方に基づき，当該系／関連系（直接関連系，間接関連系）

について分離設計を行っていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

 (1) 区分分離には以下の 2 つの種類があり，これらによって必

要な安全機能を守っている。 

 （Ａ）同一機能内での区分分離（独立性の確保） 

 （Ｂ）異なる機能間での区分分離（機能的隔離及び物理的分離） 

 

 (2) 区分分離を脅かすエネルギーとしては，プラント内部／外

部で発生するエネルギーがそれぞれ考えられるため，各々に

ついて整理した。 

 

 (3) 東海第二発電所は，当該系／関連系（直接関連系，間接関

連系）について，本区分分離の基本原則に基づき，プラント

設計を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

 (1) 区分分離には以下の 2 つの種類があり，これらによって必

要な安全機能を守っている。 

 （Ａ）同一機能内での区分分離（独立性の確保） 

 （Ｂ）異なる機能間での区分分離（機能的隔離及び物理的分離） 

 

 (2) 区分分離を脅かすエネルギーとしては，プラント内部／外

部で発生するエネルギーがそれぞれ考えられるため，各々に

ついて整理した。 

 

 (3) 島根原子力発電所２号炉は，当該系／関連系（直接関連系，

間接関連系）について，本区分分離の基本原則に基づき，プ

ラント設計を行っている。 
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原子炉格納容器内の区分分離の概要図 

 

 

7号炉原子炉建屋 地下3階 機器配置図 
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7号炉原子炉建屋 地下2階 機器配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7号炉原子炉建屋 地下1階 機器配置図 
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7号炉原子炉建屋 地上1階 機器配置図 

 

 

7号炉原子炉建屋 地上2階 機器配置図 
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7号炉原子炉建屋 地上3階 機器配置図 

 

 

7号炉原子炉建屋 地上3階（中間階） 機器配置図 
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7号炉原子炉建屋 地上4階 機器配置図 

 

 

 

7号炉屋外 機器配置図 
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7号炉タービン建屋 地下2階 機器配置図 

 

 

7号炉タービン建屋 地下1階 機器配置図 
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7号炉コントロール建屋 地下2階及び地下中2階 機器配置図 

 

 

7号炉コントロール建屋 地下1階及び地下中1階 機器配置図 
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7号炉コントロール建屋 地上1階及び地上2階 機器配置図 
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 添付 3 

重要度の特に高い安全機能を有する系統の分析結果（１／５） 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は別紙１

－３「重要度の特に高

い安全機能を有する

系統・機器の抽出結

果」にて重要度の特に

高い安全機能を有す

る系統・機器に対して

多重性，単一設計箇

所，使用期間及び独立

性について記載 
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重要度の特に高い安全機能を有する系統の分析結果（２／５） 
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重要度の特に高い安全機能を有する系統の分析結果（３／５） 
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重要度の特に高い安全機能を有する系統の分析結果（４／５） 
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重要度の特に高い安全機能を有する系統の分析結果（５／５） 
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別紙１－３ 

 

設計基準事故解析で期待する異常状態緩和系 

1. 確認方針 

設計基準事故解析においては，異常状態緩和系によって，原則

として運転員の介在なしで事象が収束することを確認している。

安全保護回路等が動作することで必要な機能は満足され，プラン

ト状態把握は事象収束のためには必要とならない。ただし，運転

員の介在をもって事象を収束させる設計基準事故もあり，このた

めにプラント状態把握を行う場合もある。 

これら設計基準事故解析で期待する異常状態緩和系について，

全て別紙1-1，別紙1-2 に含まれていることを確認する。 

 

2. 確認結果 

柏崎刈羽原子力発電所6 号炉及び7 号炉の設計基準事故解析に

おいて，期待する異常状態緩和系を以下に示す。 

添付 4 

 

設計基準事故解析で期待する異常影響緩和系について 

 

設計基準事故解析においては，異常影響緩和系によって，原則

として運転員の介在なしで事象が収束することを確認している。

安全保護回路等が動作することで必要な機能は満足され，プラン

ト状態把握は事象収束のためには必要とならない。ただし，運転

員の介在をもって事象を収束させる設計基準事故もあり，このた

めにプラント状態把握を行う場合もある。 

これら設計基準事故解析で期待する異常影響緩和系について，

全て添付 1，添付 2 に含まれていることを確認する。 

 

1. 確認方法 

  東海第二発電所の設計基準事故解析において期待する異常

影響緩和系の系統・機器を抽出し，その重要度分類を確認する。 

 

2. 確認結果 

第 1 表に示すとおり，これらの設計基準事故解析において期

待する異常影響緩和系の系統・機器は全て添付 1，添付 2 に含

まれていることを確認した。 

なお，設計基準事故解析において期待するＭＳ－３の系統・

機器は，主排気筒放射線モニタのみである。 

 

  別紙１－４ 

 

設計基準事故解析で期待する異常影響緩和系について 

1. 確認方針 

設計基準事故解析においては，異常影響緩和系によって，原則

として運転員の介在なしで事象が収束することを確認している。

安全保護回路等が動作することで必要な機能は満足され，プラン

ト状態把握は事象収束のためには必要とならない。ただし，運転

員の介在をもって事象を収束させる設計基準事故もあり，このた

めにプラント状態把握を行う場合もある。 

これら設計基準事故解析で期待する異常影響緩和系について，

全て別紙1-2，別紙1-3に含まれていることを確認する。 

 

2. 確認結果 

島根原子力発電所２号炉の設計基準事故解析において，期待す

る異常影響緩和系を，以下の別紙表 1-4-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉では，柏崎

6/7と同様に，表以降

に記載している 
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第 1表 設計基準事故解析において期待する異常影響緩和系の 

重要度分類確認結果（1／4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1表 設計基準事故解析において期待する異常影響緩和系の 

重要度分類確認結果（2／4） 

 

 

 

 

 

 

 

別紙表 1-4-1 設計基準事故解析で期待する異常影響緩和系の抽

出結果 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※事故解析では，単一故障による機能喪失を仮定している系統 
 
 
 
 
 
 
 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

期待する異常影響緩

和系の違いは炉型の

相違及び系統構成の

相違による 
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第 1表 設計基準事故解析において期待する異常影響緩和系の 

重要度分類確認結果（3／4） 
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第 1表 設計基準事故解析において期待する異常影響緩和系の 

重要度分類確認結果（4／4） 

 

 

  

 

   

（※）燃料被覆管温度が最大となるよう一系統は配管両端破断を

想定しており，残る一系統は給電する非常用ディーゼル発電

機の単一故障によって機能を喪失すると仮定している系統 
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これらの設計基準事故解析で期待する異常状態緩和系は全て別

紙1-1，別紙1-2 に含まれていることを確認した。 

なお，設計基準事故解析において期待するＭＳ－３の異常状態

緩和系は，気体廃棄物処理設備エリア排気モニタ（ＭＳ－３，事

故時のプラント操作のための情報の把握機能）のみである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらの設計基準事故解析で期待する異常影響緩和系は全て別

紙1-2，別紙1-3 に含まれていることを確認した。 

なお，設計基準事故解析において期待するＭＳ－３の異常影響

緩和系は，排気筒モニタ（ＭＳ－３，事故時のプラント操作のた

めの情報の把握機能）のみである。 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

 東海第二は，表の前に

記載している 
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別紙1-4 

 

地震，溢水，火災以外の共通要因について 

 

1. 考慮するハザード 

重要度の特に高い安全機能を有する系統における独立性の確

認として，地震，溢水（内部溢水），火災（内部火災）による

共通要因故障の有無を別紙1-2 にて整理している。ここでは，

地震，溢水，火災以外の共通要因故障の起因となりうるハザー

ドについて整理する。 

設計基準対象施設について考慮するハザードは，設置許可基

準規則の以下の条文に該当するものである。 

第四条 地震による損傷の防止 

第五条 津波による損傷の防止 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

第八条 火災による損傷の防止 

第九条 溢水による損傷の防止等 

 

これらの条文のうち，地震，溢水，火災以外の共通要因故障

の起因となりうるハザードは， 

第五条 津波による損傷の防止 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

である。 

 

 

 

補足② 

 

地震，溢水，火災以外の共通要因について 

 

1. 考慮するハザード 

重要度の特に高い安全機能を有する系統における独立性の確

認として，地震，溢水（内部溢水），火災（内部火災）による共

通要因故障の有無を添付 2 にて整理している。ここでは，地震，

溢水，火災以外の共通要因故障の起因となりうるハザードにつ

いて整理する。 

設計基準対象施設について考慮するハザードは，設置許可基

準規則の以下の条文に該当するものである。 

第四条 地震による損傷の防止 

第五条 津波による損傷の防止 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

第八条 火災による損傷の防止 

第九条 溢水による損傷の防止等 

 

これらの条文のうち，地震，溢水，火災以外の共通要因故障

の起因となりうるハザードは， 

第五条 津波による損傷の防止 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

である。 

別紙１－５ 

 

地震，溢水，火災以外の共通要因について 

 

１．考慮するハザード 

重要度の特に高い安全機能を有する系統における独立性の確

認として，地震，溢水（内部溢水），火災（内部火災）による共

通要因故障の有無を別紙１－３にて整理している。ここでは，

地震，溢水，火災以外の共通要因故障の起因となりうるハザー

ドについて整理する。 

設計基準対象施設について考慮するハザードは，設置許可基

準規則の以下の条文に該当するものである。 

第四条 地震による損傷の防止 

第五条 津波による損傷の防止 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

第八条 火災による損傷の防止 

第九条 溢水による損傷の防止等 

 

これらの条文のうち，地震，溢水，火災以外の共通要因故障

の起因となりうるハザードは， 

第五条 津波による損傷の防止 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

である。 

 

 

 

 

2. 津波による損傷の防止（設置許可基準規則第五条） 

津波による損傷の防止については，設置許可基準規則第五条

に対する適合性の説明の中で整理するが，重要度の特に高い安

全機能を有する系統に対しては，同別記３の通り，以下の対策

をとることで基準津波に対して安全機能を損なわない設計とし

ている。 

・津波による遡上波が到達しない高い場所への配置 

・津波が流入することを防止するための設備の設置等の津波

防護対策 

・基準津波による水位の低下に対する海水ポンプの機能保持

対策 

2. 津波による損傷の防止（設置許可基準規則第五条） 

津波による損傷の防止については，設置許可基準規則第五条

に対する適合性の説明の中で整理するが，重要度の特に高い安

全機能を有する系統に対しては，同別記３の通り，以下の対策

をとることで基準津波に対して安全機能を損なわない設計とし

ている。 

・津波による遡上波が到達しない高い場所への配置 

・津波が流入することを防止するための設備の設置等の津波

防護対策 

・基準津波による水位の低下に対する海水ポンプの機能保持

対策 

２．津波による損傷の防止（設置許可基準規則第五条） 

  津波による損傷の防止については，設置許可基準規則第五条

に対する適合性の説明の中で整理するが，重要度の特に高い安

全機能を有する系統に対しては，同別記３のとおり，以下の対

策をとることで基準津波に対して安全機能を損なわない設計と

している。 

・津波による遡上波が到達しない高い場所への配置 

・津波が流入することを防止するための浸水防護施設の設置

等 

・基準津波による水位の低下に対する海水ポンプの機能保持 
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3. 外部からの衝撃による損傷の防止（設置許可基準規則第六条） 

外部からの衝撃による損傷の防止については，設置許可基準

規則第六条に対する適合性の説明の中で整理するが，重要度の

特に高い安全機能を有する系統に対しては，以下の通り，安全

機能を損なわない設計としている。 

・発電所敷地で想定される風（台風），竜巻，低温（凍結），

降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象の

自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合において，

自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果として

施設で生じ得る環境条件においても安全機能を損なわない

設計 

・「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関す

る審査指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）

の「Ⅴ．２．（２）自然現象に対する設計上の考慮」に示さ

れる重要安全施設は，科学的技術的知見を踏まえ，当該重

要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定され

る自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設

計基準事故時に生じる応力について，それぞれの因果関係

及び時間的変化を考慮して適切に組み合わせた設計 

 

 

・発電所敷地又はその周辺において想定される火災・爆発（森

林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災），有

毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害の原子炉施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によ

るもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損

なわない設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 外部からの衝撃による損傷の防止（設置許可基準規則第六条） 

外部からの衝撃による損傷の防止については，設置許可基準

規則第六条に対する適合性の説明の中で整理するが，重要度の

特に高い安全機能を有する系統に対しては，以下の通り，安全

機能を損なわない設計としている。 

・発電所敷地で想定される洪水，風（台風），竜巻，凍結，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災及

び高潮の自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合

において，自然現象そのものがもたらす環境条件及びその

結果として施設で生じ得る環境条件においても安全機能を

損なわない設計 

・「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する

審査指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）の

「Ⅴ．２．（２）自然現象に対する設計上の考慮」に示され

る重要安全施設は，科学的技術的知見を踏まえ，当該重要

安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される

自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計

基準事故時に生じる応力について，それぞれの因果関係及

び時間的変化を考慮して適切に組み合わせた設計 

 

 

・発電所敷地又はその周辺において想定される飛来物（航空

機落下），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，

船舶の衝突及び電磁的障害の原子炉施設の安全性を損なわ

せる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの

（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわない

設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．外部からの衝撃による損傷の防止（設置許可基準規則第六条） 

  外部からの衝撃による損傷の防止については，設置許可基準

規則第六条に対する適合性の説明の中で整理するが，重要度の

特に高い安全機能を有する系統に対しては，以下の通り，安全

機能を損なわない設計としている。 

・発電所敷地で想定される洪水，風（台風），竜巻，凍結，降

水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象の自

然現象（地震及び津波を除く）が発生した場合において，

自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果として

施設で生じ得る環境条件においても安全機能を損なわない

設計 

・「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する

審査指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）の

「Ⅴ．２．（２）自然現象に対する設計上の考慮」に示され

る重要安全施設は，科学的技術的知見を踏まえ，当該重要

安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される

自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計

基準事故時に生じる応力を，それぞれの因果関係及び時間

的変化を考慮して，適切に組み合わせた設計 

 

 

・発電所敷地又はその周辺において想定される飛来物（航空

機落下），ダムの崩壊，火災・爆発（森林火災，近隣工場等

の火災・爆発，航空機落下火災），有毒ガス，船舶の衝突，

電磁的障害の原子炉施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるもの（故意によるも

のを除く。）に対して安全機能を損なわない設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は設計上

考慮する事象として

洪水を選定している 

【東海第二】 

島根２号炉は設計上

考慮する事象として

地滑りを選定してい

る。高潮は津波の影響

評価にて考慮してい

るため，選定していな

い。また，森林火災は

人為事象として整理

している 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は設計上

考慮する事象として

飛来物（航空機落下），

ダムの崩壊を選定し

ている 
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・自然現象，人為事象の組み合わせについても，地震，津波，

風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，地

滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火災等の影響を考

慮し，事象が単独で発生した場合の影響と比較して，複数

の事象が重畳することで影響が増長される組み合わせを特

定し，その組合せの影響に対しても安全機能を損なわない

設計 

各ハザードに対する具体的な設計上の考慮は表1 の通りであ

る。 

・自然現象，人為事象の組み合わせについても，地震，津波，

風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，

生物学的事象，森林火災等の影響を考慮し，事象が単独で

発生した場合の影響と比較して，複数の事象が重畳するこ

とで影響が増長される組み合わせを特定し，その組合せの

影響に対しても安全機能を損なわない設計 

 

各ハザードに対する具体的な設計上の考慮は表１の通りであ

る。 

・自然現象の組合せについても，地震，津波，洪水，風（台

風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，

生物学的事象，森林火災等の影響を考慮し，事象が単独で

発生した場合の影響と比較して，複数の事象が重畳するこ

とで影響が増長される組合せを特定し，その組合せの影響

に対しても安全機能を損なわない設計 

 

各ハザードに対する具体的な設計上の考慮は別紙表 1-5-1 の

通りである。 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，これま

での審査実績（PWR）

の評価手法に基づき

自然現象の重畳を評

価している 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は設計上

考慮する事象として

洪水を選定している 

【東海第二】 

島根２号炉は設計上

考慮する事象として

地滑りを選定してい

る 
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表 1 設置許可基準規則第六条のハザードに対する設計上の考慮

（１／３） 

 

表１ 設置許可基準規則第六条のハザードに対する設計上の考慮 

 

ハザード 設計上の考慮 

洪水 ・敷地の地形及び表流水の状況から，洪水による被害が生じるこ

とはない。 

風（台風） ・安全施設は，設計基準風速による風荷重に対し，安全施設及び

安全施設を内包する建屋の構造健全性の確保若しくは風（台風）

による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保する

こと，安全上支障のない期間で修復等の対応を行うこと又はそ

れらを適切に組み合わせることで，その安全機能を損なわない

設計とする。 

竜巻 ・設計竜巻による風圧力による荷重，気圧差による荷重及び飛来

物が安全施設に衝突する際の衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻

荷重並びに安全施設に常時作用する荷重，運転時荷重及びその

他竜巻以外の自然現象による荷重等を適切に組み合わせた荷重

に対し，安全施設及び安全施設を内包する区画の構造健全性の

確保若しくは飛来物による損傷を考慮して，代替設備により必

要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修復等の対

応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることで，その安

全機能を損なわない設計とする。 

凍結 ・安全施設は，凍結に対し，安全施設及び安全施設を内包する建

屋の構造健全性の確保若しくは低温による凍結を考慮して，代

替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期

間で修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせる

ことで，その安全機能を損なわない設計とする。 

降水 ・安全施設は，設計基準降水量による浸水及び荷重に対し，安全

施設及び安全施設を内包する建屋の構造健全性の確保若しくは

降水による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保

すること，安全上支障のない期間で修復等の対応を行うこと又

はそれらを適切に組み合わせることで，その安全機能を損なわ

ない設計とする。 

積雪 ・安全施設は，設計基準積雪深による荷重及び閉塞に対し，安全

施設及び安全施設を内包する建屋の構造健全性の確保若しくは

積雪による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保

すること，安全上支障のない期間で修復等の対応を行うこと又

はそれらを適切に組み合わせることで，その安全機能を損なわ

ない設計とする。 

落雷 ・安全施設は，設計基準電流値による雷サージに対し，安全機能

を損なわない設計とすること若しくは雷サージによる損傷を考

慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支

障のない期間で修復等の対応を行うこと又はそれらを適切に組

み合わせることで，その安全機能を損なわない設計とする。 
 

別紙表 1-5-1 

設置許可基準規則第六条のハザードに対する設計上の考慮 

（１／３） 

ハザード 設計上の考慮 

洪水 想定される洪水の発生については，河川・湖等からの離隔距離を

確保することにより，安全施設の安全機能を損なわない設計とす

る。 

風（台風） 設計基準風速による風荷重に対して，安全施設及び安全施設を内

包する区画の構造健全性の確保，若しくは，風（台風）による損

傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全

上支障のない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み

合わせることで，その安全機能を損なうことのない設計とする。 

竜巻 設計竜巻の風圧力による荷重，気圧差による荷重及び飛来物の衝

撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重等を適切に組み合わせた設

計荷重に対して，安全施設及び安全施設を内包する区画の構造健

全性の確保，若しくは，飛来物による損傷を考慮して，代替設備

により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修

復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせることで，その安

全機能を損なわない設計とする。 

凍結 設計基準温度による凍結に対し，安全施設の低温に対する健全性

の確保，若しくは，低温による凍結を考慮して，代替設備により

必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の

対応，又は，それらを適切に組み合わせることで，その安全機能

を損なうことのない設計とする。 

降水 設計基準降水量による浸水及び荷重に対し，安全施設の浸水及び

荷重に対する健全性の確保，若しくは，降水による損傷を考慮し

て，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせるこ

とで，その安全機能を損なうことのない設計とする。 

積雪 設計基準積雪深による荷重，閉塞に対し，安全施設の荷重及び閉

塞に対する健全性の確保，若しくは，積雪による損傷を考慮して，

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期

間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせることで，

その安全機能を損なうことのない設計とする。 

落雷 設計基準電流値による雷サージに対し，安全施設の雷サージに対

する健全性の確保，若しくは，雷サージによる損傷を考慮して，

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期

間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせることで，

その安全機能を損なうことのない設計とする。 
 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は設計上

考慮する事象として

洪水を選定している 
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表 1 設置許可基準規則第六条のハザードに対する設計上の考慮

（２／３） 

 

 

 

火山の影響 ・安全施設は，降下火砕物による直接的影響に対して機能維持

すること若しくは降下火砕物による損傷を考慮して，代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間

での修復等の対応又はそれらを適切に組み合わせることで，

その安全機能を損なわない設計とする。 

・降下火砕物による間接的影響である 7 日間の外部電源喪失及

び発電所外での交通の途絶によるアクセス制限事象に対し，

発電所の安全性を維持するために必要となる電源の供給が継

続できることにより安全機能を損なわない設計とする。 

生物学的事象 ・安全施設は，生物学的事象に対して健全性を確保すること若

しくは生物学的事象による損傷を考慮して，代替設備により

必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修復等

の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることで，

その安全機能を損なわない設計とする。 

森林火災 ・安全施設は，森林火災に対し防火帯及び離隔距離の確保若し

くは森林火災による損傷を考慮して，代替設備により必要な

機能を確保すること，安全上支障のない期間で修復等の対応

を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることで，その安

全機能を損なわない設計とする。 

高潮 ・安全施設は，高潮の影響を受けない敷地高さ（T.P.＋3.3m）

以上に設置することで，その安全機能を損なわない設計とす

る。 

飛来物 

（航空機落下） 

・原子炉施設等への航空機の落下確率は防護設計の要否を判断

する基準である 10－７回／炉・年を超えないため，飛来物（航

空機落下）による防護については考慮不要である。 

ダムの崩壊 ・発電所敷地の北側に久慈川が位置しており，その支線の上流

約 30km にダムが存在するが，久慈川は敷地の北方を太平洋

に向かい東進していること，久慈川河口に対して標高 3m～

21m の上り勾配となっていることから，発電所敷地がダムの

崩壊により影響をうけることはない。 

爆発 ・安全施設は，爆発源に対し，離隔距離の確保若しくは爆発に

よる損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保する

こと，安全上支障のない期間で修復等の対応を行うこと又は

それらを適切に組み合わせることで，その安全機能を損なわ

ない設計とする。 

近隣工場等の 

火災 

・安全施設は，近隣工場等の火災に対し，離隔距離の確保若し

くは近隣工場等の火災による損傷を考慮して，代替設備によ

り必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修復

等の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせること

で，その安全機能を損なわない設計とする。 

有毒ガス ・安全施設は，想定される有毒ガスの発生に対し，中央制御室

換気系等により，中央制御室の居住性を損なわない設計とす

る。 
 

別紙表 1-5-1 

設置許可基準規則第六条のハザードに対する設計上の考慮 

（２／３） 

ハザード 設計上の考慮 

地滑り 地滑りに対し，斜面からの離隔距離を確保し地滑りのおそれがな

い位置に設置すること，若しくは，地滑りによる損傷を考慮して，

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期

間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせた設計と

する。 

火山の影響 想定される降下火砕物に対し，その静的負荷等の直接的影響に対

し，安全施設の健全性の確保，若しくは，降下火砕物による損傷

を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上

支障のない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合

わせることで，その安全機能を損なうことのない設計とする。 

また，降下火砕物の間接的影響である７日間の外部電源喪失等に

対して，発電所の安全性を維持するために必要となる電源の供給

が継続でき，安全機能を損なわない設計とする。 

生物学的事象 生物学的事象として海洋生物であるクラゲ等の発生，小動物の侵

入に対し，除塵装置及び海水ストレーナを設置し，必要に応じて，

塵芥を除去すること，及び，屋内設備は建物止水処置等により，

屋外設備は端子箱貫通部の閉止処置を行うこと，若しくは，生物

学的事象による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確

保すること，安全上支障のない期間での修復等の対応，又は，そ

れらを適切に組み合わせた設計とする。 

飛来物 

（航空機落下） 

原子炉施設等への航空機の落下確率は防護設計の要否を判断する

基準である10－７回／炉・年を超えないため，飛来物（航空機落下）

による防護については考慮不要である。 

ダムの崩壊 発電所周辺地域のダムとしては，敷地から南方向約３kmの地点に

柿原溜池が存在するが，敷地との距離が離れていることから，本

溜池による影響はない。 

森林火災，近隣

工 場 等 の 火

災・爆発，航空

機落下火災 

想定される森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下に伴

う火災について，防火帯の設置又は離隔距離の確保等により，安

全機能を損なわない設計とする。 

また，二次的影響であるばい煙等による影響については，換気空

調設備に適切な防護対策を講じること等により安全施設の安全機

能を損なわない設計とする。 

有毒ガス 想定される有毒ガスの発生については，発生源からの離隔を確保

すること等により，安全施設の安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

・設計方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は設計上

考慮する事象として

飛来物（航空機落下），

ダムの崩壊を選定し

ている 

【東海第二】 

島根２号炉は設計上

考慮する事象として

地滑りを選定してい

る。高潮は津波の影響

評価にて考慮してい

るため，選定していな

い 
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表1 設置許可基準規則第六条のハザードに対する設計上の考慮

（３／３） 

 

 

 

 

船舶の衝突 ・安全施設は，航路を通行する船舶の衝突に対し，航路から

の離隔距離を確保することにより，安全施設の船舶の衝突

に対する健全性の確保若しくは船舶の衝突による損傷を

考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安

全上支障のない期間で修復等の対応を行うこと又はそれ

らを適切に組み合わせることで，その安全機能を損なわな

い設計とする。 

電磁的障害 ・安全施設は，電磁的障害に対し，健全性の確保若しくは電

磁的障害による損傷を考慮して，代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障のない期間で修復等の対応

を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることで，その

安全機能を損なわない設計とする。 

重畳 ・事象が単独で発生した場合の影響と比較して，複数の事象

が重畳することで影響が増長される組み合わせを特定し，

その中から荷重の大きさ等の観点で代表性のある，地震，

津波，火山の影響，風（台風）及び積雪の組合せの影響に

対し，安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

 

別紙表 1-5-1 

設置許可基準規則第六条のハザードに対する設計上の考慮 

（３／３） 

ハザード 設計上の考慮 

船舶の衝突 航路を通行する船舶の衝突の発生に対し，航路からの離隔を確

保することによる，安全施設の船舶の衝突に対する健全性の確

保，若しくは，船舶の衝突による損傷を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修

復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせた設計とする。 

電磁的障害 電磁的障害による擾乱に対し，計装盤へ入線する電源受電部に

ラインフィルタを設置，外部からの信号入出力部にラインフィ

ルタや絶縁回路の設置，鋼製筐体や金属シールド付ケーブルの

適用等により，安全施設の電磁的障害に対する健全性の確保，

若しくは，電磁的障害による損傷を考慮して，代替設備により

必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等

の対応，又は，それらを適切に組み合わせることで，その安全

機能を損なわない設計とする。 

重畳 事象が単独で発生した場合の影響と比較して，複数の事象が重

畳することで影響が増長される組み合わせを特定し，その組合

せの影響に対しても安全機能を損なわない設計とする。 
 

 

4. 結論 

地震，溢水，火災以外の共通要因故障の起因となりうるハザ

ードについて整理した結果，設置許可基準規則第五条及び第六

条に対する適合性を有しており，各々に対して安全機能を損な

わない設計としていることを確認した。 

4. 結論 

地震，溢水，火災以外の共通要因故障の起因となりうるハザ

ードについて整理した結果，設置許可基準規則第五条及び第六

条に対する適合性を有しており，各々に対して安全機能を損な

わない設計としていることを確認した。 

 

４．結論 

地震，溢水，火災以外の共通要因故障の起因となりうるハザ

ードについて整理した結果，設置許可基準規則第五条及び第六

条に対する適合性を有しており，各々に対して安全機能を損な

わない設計としていることを確認した。 
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別紙1-5 

被ばく評価に用いた気象資料の代表性について 

 

柏崎刈羽原子力発電所敷地内において観測した1985 年10 月か

ら1986 年９月までの１年間の気象データを用いて評価を行うに

当たり，当該１年間の気象データが長期間の気象状態を代表して

いるかどうかの検討をＦ 分布検定により実施した。 

以下に検定方法及び検討結果を示す。 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，補足説

明資料『１．（５）被

ばく評価に用いた気

象資料の代表性につ

いて』にて記載 

1. 検定方法 

(1) 検定に用いた観測データ 

気象資料の代表性を確認するに当たっては，通常は被ばく評価

上重要な排気筒高風を用いて検定するものの，被ばく評価では保

守的に地上風を使用することもあることから， 排気筒高さ付近を

代表する標高85ｍの観測データに加え， 参考として標高20ｍ の

観測データを用いて検定を行った。 

(2) データ統計期間 

統計年：2004 年04 月～2013 年03 月 

検定年：1985 年10 月～1986 年09 月 

(3) 検定方法 

不良標本の棄却検定に関するＦ 分布検定の手順に従って検

定を行った。 

   

2. 検定結果 

検定の結果，排気筒高さ付近を代表する標高85ｍの観測データ

については，有意水準５％で棄却されたのは３項目（風向：E，SSE，

風速階級：5.5～6.4m/s）であった。 

棄却された３項目のうち，風向（E，SSE）についてはいずれも

海側に向かう風であること及び風速（5.5～6.4m/s）については，

棄却限界をわずかに超えた程度であることから，評価に使用して

いる気象データは，長期間の気象状態を代表しているものと判断

した。 

なお，標高20ｍの観測データについては，有意水準５％で棄却

されたのは11 項目であったものの， 排気筒高さ付近を代表する

標高85ｍ の観測データにより代表性は確認できていることから，

当該データの使用には特段の問題はないものと判断した。 

検定結果を表1 から表4 に示す。 
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表1 棄却検定表（風向） 

 

   

表2 棄却検定表（風速） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3 棄却検定表（風向） 
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表4 棄却検定表（風速） 
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  別紙１－６ 

配管，ダクト内部の構成品等が閉塞要因となる可能性について 

 

１．非常用ガス処理系：配管の一部 

別紙図 1-6-1-1に示す配管について，閉塞の可能性を検討し

た結果，以下に示すとおり，配管の閉塞は考えられないことを

確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該配管の閉塞の要因となる可能性がある機器の構成品とし

て，当該部上流側に設置しているバタフライ弁の弁体（別紙図

1-6-1-2）が想定される。これらは，金属製の重量物（数十ｋｇ）

であり，運転中の流速 10m/s程度では，配管内を移動できない

ため，弁体は多重化された配管内に留まることから，当該配管

の閉塞は考えられない。さらに，バタフライ弁の弁体は，当該

配管のサイズより小さいことからも，当該配管の閉塞は考えら

れない。 

また，外部衝撃による配管の閉塞は，当該配管の敷設ルート

に外部から衝撃が加わるような機器がないため，配管流路が完

全に閉塞することは考えられない。 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

本文『2.1静的機器の

単一故障』中で閉塞可

能性について記載 

 

別紙図 1-6-1-1 系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

：単一設計箇所 

バタフライ弁 バタフライ弁 

流れ 流れ 
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  ２．残留熱除去系（格納容器冷却モード）：スプレイヘッダ（サプ

レッション・チェンバ側） 

別紙図 1-6-2-1に示すスプレイヘッダについて，閉塞の可能

性を検討した結果，以下に示すとおり，スプレイヘッダの閉塞

は考えられないことを確認した。 

 

 

別紙図 1-6-2-1 系統概要図 

 

スプレイヘッダに接続している配管にはオリフィスが設置さ

れており，この内径が約 30mmであることからスプレイヘッダへ

は 30mmより小さいものしか移動しない。また，オリフィスより

下流側には仕切弁（別紙図 1-6-2-2）を設置しているが，当該

弁の弁棒が折損したとしても，弁体は配管内径より大きいため，

下流側に移動することはない。このため，スプレイヘッダ（100A）

の閉塞は考えられない。 

外部衝撃によるスプレイヘッダの閉塞は，スプレイヘッダの

敷設ルートに外部から衝撃が加わるような機器がないため，ス

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サプレッション・チェンバ 

スプレイヘッダ MO 

MO MO 

ポンプ 熱交換器 

：単一設計箇所 

オリフィス 

両系統とも同じ 

別紙図 1-6-2-1 系統概要図 

 

別紙図 1-6-1-2 バタフライ弁概要図 

弁体 
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プレイヘッダ流路が完全に閉塞することは考えられない。 

また，スプレイヘッダはリング状構造（別紙図 1-6-2-3）と

なっているため，仮に閉塞したとしても流路が絶たれることは

なく，スプレイヘッダまでの配管は多重化されていることから，

スプレイヘッダへの送水機能は確保される。 

  なお，スプレイヘッダが機能喪失した場合であっても，残留

熱除去系（サプレッション・プール冷却モード）を用いて，そ

の機能を代替することができる。 

  

 

 

  ３．中央制御室換気系：ダクトの一部 

別紙図 1-6-3-1に示すダクトについて検討した結果，以下に

示すとおり，ダクトの閉塞は考えられないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-6-2-2 仕切弁概要図 

弁体 

弁棒 

スプレイヘッダ 

配管（多重性有） 

別紙図 1-6-2-3 スプレイヘッダ概要図 

スプレイノズル 

別紙図 1-6-2-2 仕切弁概要図 

別紙図 1-6-2-3 スプレイヘッダ概要図 

別紙図 1-6-3-1 系統概要図 
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当該ダクトの閉塞要因となる可能性がある機器の構成品とし

て，当該部上流側に設置しているバタフライ弁の弁体（別紙図

1-6-3-2）が想定される。これらは，金属製の重量物（数百㎏）

であり，運転中の流速 10m/s程度では，配管内を移動できない

ため，弁体は多重化されたダクト内に留まることから，当該ダ

クトの閉塞は考えられない。さらに，バタフライ弁の弁体は，

当該ダクトのサイズより小さいことからも，当該ダクトの閉塞

は考えられない。 

また，当該ダクト内に設置しているダンパの羽根（別紙図

1-6-3-3）及びダクト曲り部のガイドベーン（別紙図 1-6-3-4）

もダクトの閉塞要因となる可能性があるが，これらは，当該ダ

クトのサイズより小さいことから当該ダクトの閉塞は考えられ

ない。 

また，外部衝撃によるダクトの閉塞は，当該ダクトの敷設ル

ートに外部から衝撃が加わるような機器がないため，ダクト流

路が完全に閉塞することは考えられない。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弁体 

別紙図 1-6-3-2 バタフライ弁概要図 

  

別紙図 1-6-3-3 ダンパ概要図 

羽根 

 

別紙図 1-6-3-4 ガイドベーン概要図 

ガイドベーン 

【拡大図】 

別紙図 1-6-3-2 バタフライ弁概要図 別紙図 1-6-3-3 ダンパ概要図 

別紙図 1-6-3-4 ガイドベーン概要図 
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  別紙１－７ 

修復状況の一例について 

 

１．非常用ガス処理系配管 修復状況の一例 

（ａ）破断面のバリ等の凹凸を除去し，芯合わせを行う。 

（ｂ）修復資機材（クランプ等）を取り付ける。修復資機材に

は使用環境（耐圧性，耐熱性）を考慮した仕様のものを

準備する。 

クランプによる修復例 

  

 

ゴムシート等による修復例 

  

 

コーキング用シール剤（パテ）による修復例 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

柏﨑 6/7 は本文『2.1

静的機器の単一故障』

中で記載 

【東海第二】 

 東海第二は本文『2.1

静的機器の単一故障』

及び添付７『現場作業

の成立性について』で

記載 
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  ２．中央制御室換気系フィルタ（非常用） 修復状況の一例 

（ａ）取替目安（0.3KPa）まで差圧が上昇した場合，フィルタ

の取替を行う。 

フィルタ（非常用）の取付例 

 

 

 

フィルタ（非常用）取付状態 

 

 

 

 

 

フィルタ（非常用） 

フィルタ 

（非常用） 
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 ３．中央制御室換気系ダクト 修復状況の一例（１／２） 

（ａ）破断面のバリ等の凹凸を除去し，芯合わせを行う。 

（ｂ）修復資機材（ゴムシート，アルミテープ，金属板，ラチ

ェットバンド等）を取り付ける。修復資機材には使用環

境（耐圧性，耐熱性）を考慮した仕様のものを準備する。 

ゴムシート及び金属板等を使用した修復例 

手順１ 手順２ 

貫通部の上からゴムシート

を貼付け，貫通部を塞ぐ。 

 

アルミテープで貼付けたゴ

ムシートとダクトとの隙間

をなくす。 

  

手順３ 手順４ 

ゴムシートの剥がれ防止と

して，金属板を取り付ける。 

金属板の密着性を高めるた

めにラチェットバンドを取

り付ける。 

   

 

 

ゴムシート 
アルミテープ 

金属板 
ラチェットバンド 
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  ３．中央制御室換気系ダクト 修復状況の一例（２／２） 

ゴムシート等による修復例 

   

  

コーキング用シール剤（パテ）による修復例 
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添付 6 

静的機器単一故障時の原子炉格納容器冷却機能代替性確認評価 

1. 評価条件 

  本評価では，静的機器の単一故障が発生した場合における原

子炉格納容器冷却機能の代替性を確認する。 

  原子炉冷却材喪失を対象として，事象発生後 15分（残留熱除

去系による低圧注水系から格納容器スプレイ冷却系への切替

え）時点でスプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）の

全周破断が発生すると仮定して評価を実施する。 

  動的機器の単一故障を仮定したベースケースと，静的機器の

単一故障を考慮した代替性確認評価の条件比較を第 1 表に示

す。 

 

 ・資料構成の相違 

【東海第二】 

東海第二は本文にお

いてスプレイヘッダ

の単一故障による

S/C 側スプレイ機能

喪失を想定した上で，

保守的に RHR も１系

統のみ使用可能とし

て評価しており，本資

料において RHR2 系統

に期待した評価結果

を記載。 

島根２号炉では本文

において，スプレイヘ

ッダの単一故障を想

定した場合に，RHRは

２系統に期待できる

ことを前提条件とし

て評価している 

 

第 1表 評価条件の比較（原子炉冷却材喪失） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項目 
代替性確認評価 

ケース1 

代替性確認評価 

ケース2 
ベースケース 

原子炉格納

容器冷却系

の機能 

スプレイ流量 

・ドライウェル側 

：95％×2系統 

・サプレッション・ 

チェンバ側 

：0％ 

スプレイ流量 

・ドライウェル側 

：95％×1系統 

・サプレッション・ 

チェンバ側 

：0％ 

スプレイ流量 

・ドライウェル側 

：95％×1系統 

・サプレッション・ 

チェンバ側 

：5％×1系統 

作動系統 残留熱除去系(2/2系統) 

・格納容器スプレイ冷却 

：2系統 

残留熱除去系(2/2系統) 

・格納容器スプレイ冷却 

：1系統 

・サプレッション・ 

プール冷却 

：1系統 

残留熱除去系(1/2系統) 

・格納容器スプレイ冷却 

：1系統 
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2. 評価結果 

  前述の条件で評価を実施した結果を第 2 表，第 1 図～第 4 図

に示す。 

  静的機器の単一故障を仮定した場合，ベースケースよりもサ

プレッション・プール水温度の余裕が大きくなり，他のパラメ

ータは同等となった。 

  この結果から，静的機器の単一故障が発生した場合における

原子炉格納容器冷却機能の代替性を有していることが確認さ

れた。 

 

 

  

 

第 2表 評価結果の比較（原子炉冷却材喪失） 

 

  

 

 

第 1図 代替性確認評価ケース 1とベースケースの 

評価結果比較（原子炉格納容器温度） 

 

 

 

 

  

項  目 
代替性確認評価 

ケース 1 

代替性確認評価 

ケース 2 
ベースケース 判断基準 

ドライウェル 

最高温度（℃） 
約 139 約 139 約 139 171 

ドライウェル 

最高圧力 

（kPa[gage]） 

約 250 約 250 約 250 310 

サプレッション・ 

チェンバ内のプー

ル水最高水温（℃） 

約 71 約 71 約 88 104 

サプレッション・ 

チェンバ最高圧力 

（kPa[gage]） 

約 200 約 200 約 200 310 

 

 

ドライウェル（ケース 1） 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ（ケース 1） 

ドライウェル（ベースケース） 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊ（゙ベースケース） 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
及
び 

 
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
の
プ
ー
ル
水
温
度 

（℃） 

約 139℃ 

格納容器スプレイ冷却系起動 

（15 分後） 

約 88℃ 

約 71℃ 
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第 2図 代替性確認評価ケース 1とベースケースの 

評価結果比較（原子炉格納容器圧力） 

  

 

 

第 3図 代替性確認評価ケース 2とベースケースの 

評価結果比較（原子炉格納容器温度） 

  

 

 

第 4図 代替性確認評価ケース 2とベースケースの 

評価結果比較（原子炉格納容器圧力） 

 

 

  

 

ドライウェル（ケース 1） 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ（ケース 1） 

ドライウェル（ベースケース） 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊ（゙ベースケース） 

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力 

格納容器スプレイ冷却系起動 

（15 分後） 

約 200kPa[gage] 

約 250kPa[gage] 

 

ドライウェル（ケース 2） 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ（ケース 2） 

ドライウェル（ベースケース） 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊ（゙ベースケース） 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
及
び 

 
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
の
プ
ー
ル
水
温
度 

（℃） 

約 139℃ 

格納容器スプレイ冷却系起動 

（15 分後） 

約 88℃ 

約 71℃ 

 

ドライウェル（ケース 2） 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ（ケース 2） 

ドライウェル（ベースケース） 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊ（゙ベースケース） 

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力 

格納容器スプレイ冷却系起動 

（15 分後） 

約 200kPa[gage] 

約 250kPa[gage] 
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3. 静的機器単一故障時の原子炉格納容器冷却機能の代替操作の

必要性等 

3.1 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の機能に期待する

状態 

  残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）は，原子炉冷却材

喪失時に，原子炉格納容器の温度，圧力を低減させるために使

用する。 

  具体的には，原子炉冷却材喪失発生によって原子炉格納容器

温度，圧力が上昇した際，非常用炉心冷却系による注水に伴い

炉心が再冠水した後に，残留熱除去系 1 系統を低圧注水系から

格納容器スプレイ冷却系に手動で切り替え，原子炉格納容器の

温度，圧力を低減させる。 

 

  

 

3.2 スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）の全周破断

が発生した場合の対応 

  残留熱除去系 1 系統を低圧注水系から格納容器スプレイ冷却

系に手動で切り替えた際，ドライウェル側に約 95%，サプレッ

ション・チェンバ側に約 5%の配分でスプレイされる。 

  ここで，スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）の

全周破断が発生し，保守的に破断口から注水される水がサプレ

ッション・チェンバの冷却に寄与しないものとした場合の評価

を行った結果（第 5図及び第 6図）からは，スプレイヘッダ（サ

プレッション・チェンバ側）が健全な場合と同等に，原子炉格

納容器の温度，圧力の低減が可能であることが確認できる。ま

た，実際には，サプレッション・チェンバ側は破断口からの注

水状態となるため，第 5 図及び第 6 図のベースケースと同等の

結果になるものと考えられる。 

  このため，スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）

の全周破断が発生した場合であっても，通常の事故対応操作を

行うことで，原子炉格納容器の温度，圧力は低減させられ，代

替の操作が必要となることはないと考えられる。 

なお，残留熱除去系 1 系統を格納容器スプレイ冷却系に切り

替えた後，他の非常用炉心冷却系で原子炉水位が維持できる場

合は，残り 1 系統の残留熱除去系をサプレッション・プール冷

却系等に切り替えることで，原子炉格納容器の温度，圧力の低

減を更に早めることも可能である。 
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3.3 残留熱除去系の格納容器スプレイ冷却系への切り替えの操

作性 

  残留熱除去系の操作は，中央制御室の非常用炉心冷却系制御

盤にて行う。このため，同一盤内で格納容器スプレイ冷却系及

びサプレッション・プール冷却系への切替操作が可能であり，

容易な操作性が確保されている。（第 7図） 

 

  

 

 

第 5図 評価結果（原子炉格納容器温度） 

 

  

  

第 6図 評価結果（原子炉格納容器圧力） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ドライウェル 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ 

ドライウェル（ベースケース） 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ（ベースケース） 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
及
び 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
の
プ
ー
ル
水
温
度 

（℃） 

約 139℃ 

格納容器スプレイ冷却系起動 

（15 分後） 
約 90℃ 

約 88℃ 

 

ドライウェル 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ 

ドライウェル（ベースケース） 

ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝ･ﾁｪﾝﾊﾞ（ベースケース） 

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力 

格納容器スプレイ冷却系起動 

（15 分後） 

約 200kPa[gage] 

約 250kPa[gage] 
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第 7図 非常用炉心冷却系制御盤の盤面配列 
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 添付 9 

小規模破損の検知及び修復について 

 

1. 原子炉建屋ガス処理系 

 (1) 故障の想定 

   静的機器の単一故障の評価では，腐食による配管の全周破

断を想定しているが，配管が腐食により瞬時に全周破断する

可能性は小さく，腐食が配管を貫通してから徐々に貫通孔が

拡大し全周破断に至る場合を想定し，全周破断に至る前の小

規模の破損において検知可能であるかを検討した。小規模破

損として，系統流量の10％の空気が漏えいする腐食孔を想定

する。 

 

 (2) 検知性 

   事故発生後，中央制御室ではパラメータ（系統流量，原子

炉建屋差圧，放射線モニタ等）を監視している。10％の漏え

いであれば，系統流量，原子炉建屋の差圧，非常用ガス処理

系排気筒モニタの指示値は変動するため，中央制御室にて系

統の異常を検知し，現場確認（視覚，聴覚，触覚）により破

断箇所を特定する。 

   中央制御室にて異常が検知されると，必要に応じて現場確

認を行う。10％漏えい破損であれば，穴径が約136㎜，損傷部

から吹き出す風量が357m
３
／h（系統流量3,570m

３
／h），風速

約6.9m／sであり現場確認での異音の有無の確認や吹流しの

使用等により破損箇所の特定が可能である。 

 

   また，故障発生直後における原子炉建屋の雰囲気線量率は

フィルタに 2mまで接近した厳しい条件でも約 150mSv／hであるた

め数十分程度は現場確認可能である。更に必要な場合には要員の

交替を行うことで現場確認
※
を継続することも可能である。 

 

※ 原子炉建屋ガス処理系の配管は原子炉建屋 5階の限定された

区域に敷設されており，通常状態であれば配管全体を確認したと

しても 40分～1時間で可能である。事故時の要員交替を勘案して

も数時間程度で現場確認は可能である。よって，原子炉建屋ガス

処理系配管の修復作業に係るタイムチャートにおいては，漏えい

箇所特定の時間を 4時間と見積もっている。 

別紙１－８ 

配管又はダクトの小規模破断による影響評価 

 

１．非常用ガス処理系配管 

（１）小規模破断の検知性 

   配管の破断が発生すると破断口より空気が流入又は流出

し，非常用ガス処理系の系統流量が増加するため，系統流量

の増加量が 100m3/h（記録計の１目盛り分に相当）以上の場合

には，中央制御室にて異常が発生したことが検知できる。 

配管が破断した場合の影響が最も大きい区分②の配管が破

損する場合は，流出量が系統流量の約 20％（880m3/h）以上で

あれば，系統流量の増加量が 100m3/h以上となり，中央制御

室にて異常が発生したことが検知できる。また，区分②の配

管の破断が発生すると，非常用ガス処理系の排気の一部が建

物内に漏えいし，原子炉棟の差圧が低下するが，原子炉棟の

差圧が低下しても，負圧が維持されていれば，原子炉棟の放

射性物質の閉じ込め機能は維持される。原子炉棟の負圧が維

持できない場合は，警報の発報により，中央制御室にて異常

が発生したことが検知できる。 

また，現場パトロールにより，破断箇所から系統流量の 10％

（440m3/h）の流出又は流入が生じると穴径約 120mmから約

10m/sの風速が生じるため，異音の有無確認，吹流しの使用

等により破断箇所を検知できる。 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

柏﨑 6/7 は本文『2.1

静的機器の単一故障』

中で記載 

【東海第二】 

東海第二は補足とし

てより具体的に現場

確認のプロセスを記

載している 
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  （補足）監視計器一覧 

監視計器 測定範囲 警報設定値 備考 

FRVS ﾄﾚｲﾝ流量計 0～25,000 m3/h 14,450 m3/h 
定格流量： 

16,500m3/h 

SGTS ﾄﾚｲﾝ流量計 0～ 6,000 m3/h 3,035 m3/h 
定格流量： 

3,570m3/h 

SGTS排気筒ﾓﾆﾀ

(低) 

：NaI(Tl)ｼﾝﾁ 

0.1～1E+6 cps 200 cps 
K = 1.7E-1  

Bq/cc/cps 

SGTS排気筒ﾓﾆﾀ

(高) 

：電離箱 

1E-2～1E+4 mSv/h 2E-2 Sv/h 
K = 7.09E+4  

Bq/cc/(mSv/h) 

原子炉建屋負圧計 -2.0～0 kPa -0.981 kPa 
SGTS起動時： 

-0.063 kPa以上 

   

  

 

 ① ＦＲＶＳ流量計（指示計）のフルスパンは 0～25,000ｍ３／

ｈ（最小目盛 500ｍ３／ｈ）であり，定格流量（16,500ｍ３／

ｈ以上）の 10％の変化 1,650ｍ３／ｈは 3目盛以上の指示変動

となり，異常の検知は可能である。 

ＳＧＴＳ流量計（指示計）のフルスパンは 0～6,000ｍ３／

ｈ（最小目盛 100ｍ３／ｈ）であり，定格流量（3,570ｍ３／ｈ

以上）の 10％の変化 357ｍ３／ｈは 3目盛以上の指示変動とな

り，異常の検知は可能である。 

なお，指示計による異常検知ができなかった場合でも，流

量のトレンドを確認することにより，後から異常を検知する

ことも可能である。 

 ② 事故（ＦＨＡ，ＬＯＣＡ等）発生後の放射線量率はＳＧＴ

Ｓ排気筒モニタの測定範囲内であり，指示値上昇は検知され
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ている。配管の損傷によりＳＧＴＳ流量が 10％程度低下した

ことに伴う指示低下は検知することができる。 

 ③ 原子炉建屋ガス処理系運転時の原子炉建屋（原子炉棟）負

圧は 0.063 kPa（6.4 mmH2O）以上であり，中央制御室の指示

計等で確認することとなっており，原子炉建屋（原子炉棟）

負圧維持に異常が発生した場合は中央制御室にて検知するこ

とができる。 

 

(3) 小規模破損の影響 

   原子炉建屋ガス処理系の配管に10％程度の漏えいが発生

し，非常用ガス処理系の流量が90％になったと仮定しても，

原子炉建屋の負圧は6mmH2Oから4.8mmH2Oに低下するものの機

能は維持される。 

   更に小規模な破損で漏えい量もわずか場合は，中央制御室

での検知が不可能であるが，原子炉建屋ガス処理系の安全機

能が喪失することはなく，安全に影響を与えない。 

   なお，非常用ガス再循環系－非常用ガス処理系連絡配管に

小規模破損が発生した場合は，非常用ガス処理系の機能が維

持されるため，原子炉建屋の負圧は6mmH2Oに維持される。 

 

  

 

(4) 修復性 

故障箇所が特定できた場合は，配管全周破断時と同様に修復

を行う。 

（２）小規模破断の修復作業性 

配管の小規模破断の修復作業は，破断箇所を特定した後，

全周破断箇所の修復と同様の手順で行う。小規模破断の修復

時間については，全周破断箇所の修復に必要な時間（最も時

間を要するもので約２日）以内で実施可能である。 

 

 

 (5) 修復作業での被ばく評価 

作業員の被ばく評価については，配管全周破断時における

評価に包絡される。 

 

（３）小規模破断による一般公衆の被ばくへの影響 

影響評価を考えるにあたって，区分①（吸気側），区分②（排

気側かつ原子炉棟内）及び区分③（排気側かつ原子炉棟外）

の区分毎に，小規模破断による一般公衆の被ばくへの影響を

検討した（別紙図 1-8-1）。 
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別紙図 1-8-1 非常用ガス処理系概略系統図 

 

 

  ａ．区分① 

小規模破断が発生した場合，系統流量の一部が破断口から流

入するが，全周破断と同様にフィルタへの吸気は確保されるた

め，一般公衆の被ばく評価への影響はない。 

 

ｂ．区分② 

小規模破断が発生した場合，破断口から流出するガスは建物

内に漏えいし，破断口から流出しないガスは非常用ガス処理系

排気管から環境へ高所放出されるため，原子炉棟から環境への

漏えい量は全周破断による漏えい量よりも小さくなることか

ら，小規模破断が発生した場合の一般公衆の被ばくへの影響に

ついては，全周破断の影響評価結果（最も厳しい評価条件（燃

料集合体の落下）において約 1.1mSv）に包絡される。 

 

ｃ．区分③ 

小規模破断が発生した場合，破断口から流出するガスの環境

への放出位置は，非常用ガス処理系排気管位置から破断口位置

に下がるが，破断口から流出しないガスは排気筒から高所放出

されるため，全周破断により高所放出されずに原子炉棟外へ流

出した場合に比べて一般公衆の被ばくへの影響は低減されるこ

とから，小規模な破断が発生した場合の一般公衆の被ばくへの

影響については，全周破断の影響評価結果（最も厳しい評価条

件（燃料集合体の落下））に包絡される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分① 区分② 区分③ 

原子炉棟内 

：故障想定範囲 
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 2. 中央制御室換気空調系 

 (1) 故障の想定 

   静的機器の単一故障の評価では，腐食によるダクトの全周

破断を想定しているが，ダクトが腐食により瞬時に全周破断

する可能性は小さく，腐食がダクトを貫通してから徐々に貫

通孔が拡大し全周破断に至る場合を想定し，全周破断に至る

前の小規模の破損において検知可能であるかを検討した。小

規模破損として，系統流量の10％の空気が漏えいする腐食孔

を想定する。 

(2) 検知性 

   10％漏えい破損では中央制御室の雰囲気線量率が低く，エ

リアモニタによる検知は困難であり，また，小規模破損であ

るため破断音の確認も難しい。よって，中央制御室換気系ダ

クトの小規模破損については，巡視点検により異常の有無を

検知する。 

   10％漏えい破損が発生すれば，穴径が約164㎜，損傷部から

吹き出す風量が510m
３
／h（系統流量5,100m

３
／h），風速約6.7m

／sであるため，現場確認での異音の有無の確認や吹流しの使

用等により破損箇所の特定は可能である※。 

   全周破断発生直後における当該区域の雰囲気線量率はフィ

ルタに2mまで接近した厳しい条件で評価しても約5.2×10－２

mSv／hであることから，現場確認の実施は十分可能である。 

 

 

  ※ 中央制御室換気系ダクトの運転員による巡視点検及び詳

細点検の実績からダクト全体を確認するために要する時間

は1時間程度である。よって，中央制御室換気系ダクトの修

復作業に係るタイムチャート（添付7より再掲）において漏

えい箇所特定の時間を2時間と見積もっている。 

故障が小規模破損であった場合は，中央制御室での検知

は困難であるため，1回／日の頻度で実施する運転員の巡

視点検により異常の検知及び破損箇所の特定を行う。よっ

て，中央制御室換気系ダクト小規模破損の修復作業に係る

タイムチャートにおいては，故障発生から漏えい箇所特定

まで時間を 26時間と見積もっている。 

 

 

 

２．中央制御室換気系ダクト 

（１）小規模破断の検知性 

   ダクトの破断が発生すると破断口より空気が流出又は流入

し，破断口があるエリアの換気量が増加することで，中央制

御室内温度・湿度が変動する。さらに，中央制御室換気系の

送風量が変動し，送風機電流値が変動するため，計器指示値

の変動有無を監視することにより，異常が発生したことを中

央制御室にて検知できる。 

また，現場パトロールにより，破断箇所から系統流量の10％

（3,200m3/h）の流出又は流入が生じると穴径約330mmから約

10m/sの風速が生じるため，異音の有無，吹流しの使用等によ

り破断箇所を検知できる。 
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 （中央制御室換気系ダクト全周破断の修復作業に係るタイムチャ

ート） 

 

 

  

 （中央制御室換気系ダクト小規模破損の修復作業に係るタイムチ

ャート） 

 

 

  

 （補足）監視計器 

監視計器 測定範囲 警報設定値 備考 

ＭＣＲｴﾘｱﾓﾆﾀ 1E-4～1 mSv/h 5E-3 mSv/h  

全周破断における影響評価において，空調機械室の雰囲気

線量率は事故発生 24 時間後（全周破断発生直後）で最大

1.2×10－４mSv／h（添付 5 第 19 表参照）であるが，これは

中央制御室内に設置されたエリアモニタの下限程度である。

小規模破損ではフィルタによる浄化が期待できるため，更に

低いと考えられ，エリアモニタによる検知は困難である。 

  

 (3) 小規模破損の影響 

   中央制御室換気系のダクトに10％程度の漏えいが発生した

場合，中央制御室内の雰囲気線量率はエリアモニタの下限以

下であり，運転員への影響は小さい。 

 (4) 修復性 

故障箇所が特定できた場合は，ダクト全周破断時と同様に

修復を行う。 

 

 

（２）小規模破断の修復作業性 

ダクトの小規模破断の修復作業は，破断箇所を特定した後，

全周破断箇所の修復と同様の手順で行う。小規模破断の修復

時間については，全周破断箇所の修復に必要な時間（最も時

間を要するもので約２日）以内で実施可能である。 

 

項　　　目

6h

ダクト破断面の整形

ゴム板・金網による固定（壁
貫通部は当て板使用）

漏えい確認

1h

1h

16h

18h

2h

4h

2h

中央制御室での検知

装備準備

漏えい箇所特定

資機材搬入･移動･段取り

足場設置(鋼管足場等)

１日 ２日 ３日

2h

作業準備

項　　　目

ゴム板・金網による固定（壁
貫通部は当て板使用）

4h

漏えい確認 2h

足場設置(鋼管足場等) 18h

作業準備 6h

ダクト破断面の整形 2h

巡視点検（漏え い箇 所特
定）

2h

資機材搬入･移動･段取り 16h

４日１日 ２日 ３日

（中央制御室での検知不可） 24h
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 (5) 修復作業での被ばく評価 

作業員の被ばく評価については，ダクト全周破断時におけ

る評価に包絡される。 

 

（３）小規模破断による運転員の被ばくへの影響 

ダクトは中央制御室バウンダリ内に敷設していることか

ら，ダクトに小規模破断が発生した場合，全周破断と同様に

破断口から中央制御室バウンダリ内の空気の吸気又は排気を

行うことが可能であり，小規模破断後も中央制御室バウンダ

リ内の放射性物質をフィルタ（非常用）で除去することがで

きるため，運転員の被ばく評価への影響はない。 
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 添付 7 

修復作業の成立性に関する検討について 

 

1. 原子炉建屋ガス処理系配管 

 (1) 修復作業の実施について 

  ａ．実施時期 

    原子炉建屋ガス処理系の単一設計箇所については，配管

に全周破断を想定したとしても安全上支障のない期間内に

修復可能であることから，基準に適合していることを確認

している。 

    燃料集合体落下の発生を起点として，24時間後に単一設

計箇所が故障したと想定する。燃料集合体の落下における

非居住区域境界外の公衆被ばく評価により，事故収束まで

の全期間にわたって判断基準（実効線量5mSv以下）を満足

することが確認できたため，以下に示す作業期間は安全上

支障のない期間とできる。 

    修復作業の作業期間は，緊急作業時の線量限度（100mSv）

を満足できることを考慮した。 

    これにより安全上支障のない期間に確実に修復できるこ

とが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

なお，設定した作業期間は原子炉建屋ガス処理系の機能

を回復させるための最短の時期を示しており,実運用にお

ける作業期間は公衆や作業員の被ばくを考慮した上で決定

する。なお，作業期間におけるタイムチャートについては

「(3)詳細工程について」で示す。 

 

 

別紙１－９ 

単一設計箇所の修復作業性 

 

１．非常用ガス処理系配管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

柏﨑 6/7 は本文『2.1

静的機器の単一故障』

中で記載 

【東海第二】 

島根２号炉は足場モ

ックアップについて

各系統ごとに記載し

ているが，東海第二は

別項目で足場モック

アップについて記載。 

島根２号炉は修復作

業時の被ばく評価に

ついて，補足説明資料

で記載。 

島根２号炉は修復手

順を本文２．１「静的

機器の単一故障に記

載し，修復例について

は別紙１－７『修復状

況の一例について』に

記載 
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 (2) 作業手順について 

  ａ．作業手順 

    配管の修復作業は，破断箇所を特定した後，あらかじめ

用意した修復用資機材を用いて，以下の手順により修復を

行う。 

① 準備作業（修復用資機材運搬等） 

・修復用資機材は発電所構内に保管する。 

・修復用資機材は使用環境（耐圧性，耐熱性）を考

慮した仕様のものを準備する。 

② 修復箇所の作業性を確保する（高所の場合は足場を

設置する）。 

・現場の状況（修復箇所表面の温度，作業エリアの

汚染の状況等）に応じた保護具を装着する。 

・作業安全確保のため，原子炉建屋ガス処理系排風

機の隔離（スイッチ“停止” 及び電源“切”）

を行う。 

③ 破断面のバリ等の凹凸を除去し，チェーンブロック

等により芯合せを行う。 

④ 配管破断箇所に，修復用資機材（補修用パテ，クラ

ンプ等）を取り付ける。 

    なお，修復作業については協力会社を含めた作業員の

召集体制，資機材の準備，作業手順，訓練の実施等の必

要事項を今後社内規程として整備する。 

 

  ｂ．修復方法 

    原子炉建屋ガス処理系配管の修復方法を以下に図示す

る。 

    原子炉建屋ガス処理系配管には，直管部，エルボ部，分

岐（Ｔ字，Ｙ字）部，壁貫通部，サポート部があり，いず

れの部位に故障が発生した場合にも対応できるよう検討し

た。 

    なお，修復方法については，必要に応じて追加・見直し

を行う。 
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①直管部の修復 

・補修用クランプにて固定 

 
 

②エルボ部の修復 

・補修用パテ＋バンドにて補修 

 
 

 

③分岐部の修復 

・補修用パテ＋バンドにて補修 

 
④分岐部の修復 

・補修用パテ＋バンドにて補修 
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⑤建屋貫通部の修復 

・シール用パテによる補修 

 

 

⑥サポート部の修復 

・補修用パテによる補修 

 
 

  ｃ．修復用資機材 

    修復用資機材としては以下のものが挙げられる。 

    修復用資機材については，使用環境（耐圧性，耐熱性）

を考慮した仕様のものを準備することとし，発電所構内に

保管する。 

    なお，修復用資機材については，必要に応じて追加・見

直しを行う。 

 

ⅰ）鋼管足場資材（足場パイプ，足場板，クランプ，ベー

ス等） 

ⅱ）高所作業時安全装備品（安全帯，安全ネット，親綱，

セイフティーブロック等） 

ⅲ）吊り具（チェーンブロック，ワイヤーロープ等） 

ⅳ）補修用クランプ（600A 用，450A 用），補修用パテ，バ

ンド等 

ⅴ）研削工具 
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 (3) 詳細工程について 

  ａ．屋内作業 

    修復は破断箇所を特定した後に行うため，足場設置箇所

が限定できることから，足場の組立作業を含めても 2 日間

程度で可能である。なお，足場解体作業は，事故収束後（後

日）の対応とする。 

    原子炉建屋ガス処理系配管の修復作業についてモックア

ップを行い，タイムチャートを作成した。これにより 2 日

間での修復作業の成立性を確認することができた。 

    また，被ばく評価の結果に基づき，配管修復作業におけ

る1人当たりの作業時間を4時間とすると，12班（作業員総

数68名）で修復作業を実施することができ，作業員1人当た

りの被ばく量は最大で52mSv（4時間）となることが確認で

きた。 

  

 

 

  ※  ：修復作業 

  

 最も被ばく線量が厳しい箇所の故障を想定した場合，修

復作業に 68名の作業員（作業責任者，放管員含む）が必要

となる。しかし，当該作業の想定では事故発生から 20日後

に作業を開始することになっており，必要な作業員を確保

ための時間は十分あると考える。 

    また，非居住区域境界外の被ばくの評価結果から，作業

開始を遅らせることも可能であり，これにより被ばく線量

を低減することができ，必要な要員数を削減できる。 

    なお，故障発生箇所がチャコールフィルタから離れた場

所であれば，作業場所の線量が低下するため，必要な要員

数は低減される。 
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   ｂ．屋外作業 

    原子炉建屋ガス処理系配管のうち，屋外配管の修復作業

についてのタイムチャートを以下に示す。 

    屋外作業では高さ 15m の足場組立を想定しているため，

屋内作業に比べて足場組立の作業量が増加することにな

り，修復には約 4 日間を要する。しかし，建屋外のため放

射線源であるフィルタを考慮する必要が無いこと，配管中

のガスはフィルタで浄化したものであることから，修復作

業を通常の 3交替で実施することができる。 

    したがって，配管修復作業は 3 班，30 名（延べ人数 102

名）で実施することができる。 

  

 

 

  ※  ：修復作業 
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 (4) 狭隘部の作業 

   原子炉建屋ガス処理系配管の単一設計箇所に修復作業が困

難な狭隘部が存在するかを現場点検により確認した。 

   その結果，原子炉建屋ガス処理系配管は全範囲において目

視により破損状況を確認することが可能であり，修復作業が

困難な狭隘部も存在しないことを確認した。確認に当たって

は，最も作業性が悪い箇所（写真⑤）を選定したモックアッ

プ作業も実施している。 

   以下に配管の敷設状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）単一設計箇所へのアクセス性 

現場確認の結果，単一設計としている配管（単一設計箇所

に接続され隔離がなされない部分を含む）は，全範囲におい

てアクセス可能であることを確認している。 

配管敷設状況を別紙図 1-9-1-1,2に示す。 

 

 

別紙図 1-9-1-1 非常用ガス処理系概略図 
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別紙図 1-9-1-2 配管敷設状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① ② ③ 

   
④ ⑤ ⑥ 

   
⑦ ⑧ ⑨ 

   
⑩ ⑪ ⑫ 

   
⑬ ⑭ ⑮ 

   

 

Ⅰへ Ⅰから 

Ⅱへ 

Ⅱから 

Ⅲへ 
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Ⅲへ 
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から 

SGTS(A) 

から 
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Ⅳから 
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Ⅴから 
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  （２）狭隘部の修復性 

現場確認の結果，配管サポート部又は壁貫通部が狭隘部と

して抽出されたが，当該部で破断が発生した場合でも別紙図

1-9-1-3に例示する修復が可能であることから，単一設計と

している配管（単一設計箇所に接続され隔離がなされない部

分を含む）すべてにおいて，確実な修復が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

別紙図 1-9-1-3 狭隘部の配管修復例 

 

 

 

 

  （３）作業工程 

配管に破断が生じた場合の修復に要する時間については，

最も修復に時間を要するもので約２日であることを現場点検

及びモックアップにより確認している。別紙図 1-9-1-4に作

業工程，別紙図 1-9-1-5に足場仮設のモックアップ状況を示

す。 

なお，足場解体作業時間は１日程度であるが，事故収束後

に行うため，作業工程に含めていない。 

 

①ゴムシート加工 ②ゴムシート貼付 

③修復完了 狭隘部（拡大） 

作業員：4 人 

作業時間：約 1 時間 
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別紙図 1-9-1-4 配管修復作業工程 

 

 

  

 
別紙図 1-9-1-5 足場仮設モックアップ 

 

 

 2. 中央制御室換気系 

 (1) 修復作業の実施時期について 

   中央制御室換気系の単一設計箇所については，ダクトに全

周破断を想定し，安全上支障のない期間内に修復可能である

ことから，基準に適合していることを確認している。 

   主蒸気管破断の発生を起点として，24時間後に単一設計箇

所が故障したと想定する。主蒸気管破断における中央制御室

運転員の被ばく評価により事故収束までの全期間にわたって

判断基準（実効線量100mSv以下）を満足すると評価できるこ

とから，以下に示す作業期間は，安全上支障のない期間とで

きる。 

   修復作業の作業実施時期は，ダクト修復作業に係る作業員

の被ばく評価結果から，故障発生後，直ちに作業着手可能で

あるため，故障発生の直後と設定した。 

   これにより安全上支障のない期間内に確実に修復できるこ

２．中央制御室換気系ダクト及びフィルタ（非常用） 
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とが確認できた。 

   なお，設定した作業実施時期は中央制御室換気系の機能を

回復させるための最短の時期を示しており，実運用における

作業期間は中央制御室の運転員や作業員の被ばくを考慮した

上で決定する。 

   故障が小規模破損で検知に時間を要し，作業開始が24時間

遅れた場合であっても，安全上支障のない期間内に確実に修

復できることも確認できた。 

   なお，作業期間におけるタイムチャートについては「(3)

詳細工程について」で示す。 

 

 

  

 (2) 作業手順について 

  ａ．作業手順 

    ダクトの修復作業は，破断箇所を特定した後，あらかじ

め用意した修復用資機材を用いて，以下の手順により修復

を行う。 

① 準備作業（修復用資機材運搬等） 

・修復用資機材は発電所構内に保管する。 

・修復用資機材は使用環境（耐圧性，耐熱性）を考

慮した仕様のものを準備する。 

② 修復箇所の作業性を確保する（高所の場合は足場を

設置する）。 

③ 破断面のバリ等の凹凸を除去する。 

④ ダクト破断箇所に，修復用資機材（ゴムシート，当

て板等）を取り付ける。 

    なお，修復作業については協力会社を含めた作業員の召

集体制，資機材の準備，作業手順，訓練の実施等の必要事

項を今後社内規程として整備する。 

 

 

  

   ｂ．作業イメージ図   
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    中央制御室換気系ダクトの修復方法を以下に図示する。 

    中央制御室換気系ダクトには，直管部，エルボ部，分岐

（Ｔ字）部，床貫通部，サポート部があり，いずれの部位

に故障が発生した場合にも対応できるよう検討した。なお，

修復方法については，必要に応じて追加・見直しを行う。 

    また，軽微な故障の場合は当て板，紫外線硬化型ＦＲＰ

シート，コーキング等，通常の補修方法を適用することが

できる。 

 

①中央制御室空調ダクト直管部における修復方法 

・ゴムシート＋金属金網（メッシュ）により補強，バンドに

て固定 

 

 

②中央制御室空調ダクトエルボ部における修復方法 

・ゴムシート＋金属金網（メッシュ）により補強，バンドに

て固定 

 

 

③中央制御室空調ダクト分岐部における修復方法 

・ゴムシート＋金属金網（メッシュ）により補強，バンドに

て固定 

322



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

④中央制御室空調ダクト貫通部における修復方法 

・ゴムシート＋アングル材にてダクトを固定，破断面をコー

キング処理 

 
   ｃ．修復用資機材 

    修復用資機材としては以下のものが挙げられる。 

    修復用資機材については，使用環境（耐圧性，耐熱性）

を考慮した仕様のものを準備することとし，発電所構内に

保管する。 

    なお，修復用資機材については，必要に応じて追加・見

直しを行う。 

 

    ⅰ) 鋼管足場資材（足場パイプ，足場板，クランプ，ベ

ース等） 

    ⅱ) ゴムシート，金属板，アルミテープ，ラチェットバ

ンド，コーキング材等 

    ⅲ) チェーンブロック・ジャッキ等 

    ⅳ) 保温板金（ロール状），アングル鋼材等（固定用）

等 
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 (3) 詳細工程について 

   修復は破断箇所を特定した後に行うため，足場設置箇所が

限定できることから，足場の組立作業を含めても2日間程度で

修復可能である。なお，足場解体作業は，事故収束後（後日）

の対応とする。 

   中央制御室換気系ダクトの修復作業についてモックアップ

を行い，タイムチャートを作成した。これにより2日間での修

復作業の成立性を確認することができた。 

   また，被ばく評価の結果から，中央制御室換気系ダクトの

修復作業では最も厳しい条件であっても線量率は約5.2×10－

２mSv／hであり，3交替で作業することができる。したがって，

中央制御室換気系ダクトについては，3班，24名（延べ41名）

にて修復作業が実施可能であることを確認できた。 

  

 

 

  ※  ：修復作業 

 

  

 中央制御室換気系ダクトの修復作業における被ばく評価の

結果から，当該作業の被ばく線量は十分低い値であり，修復

作業の実現性に問題はない。 

   なお，故障が小規模破損で検知に時間を要し，作業開始が

24時間遅れた場合を想定したタイムチャートは以下のとおり

である。この場合も，修復作業の実現性に問題はない。 
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  ※  ：修復作業 

  

 (4) 狭隘部の作業 

   中央制御室系ダクトについて修復作業が困難な狭隘部が存

在するかを現場点検により確認した。その結果，中央制御室

換気系ダクトは全範囲において目視により破損状況を確認す

ることが可能であり，修復作業が困難な狭隘部も存在しない

ことを確認した。確認に当たっては，最も作業性が悪い箇所

（写真⑧）を選定したモックアップ作業も実施している。 

   以下にダクト敷設状況を示す。 

（１）単一設計箇所へのアクセス性 

   現場確認の結果，単一設計としているダクト（単一設計箇

所に接続され隔離がなされない部分を含む）及びフィルタ（非

常用）は，全範囲においてアクセス可能であることを確認し

ている。 

ダクト敷設状況を別紙図 1-9-2-1,2に示す。 

 

 

   

 

別紙図 1-9-2-1 中央制御室換気系概要図 
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別紙図 1-9-2-2 ダクト敷設状況 

 

 

  

 

（２）狭隘部の修復性 

   現場確認の結果，ダクトサポート部又は壁貫通部が狭隘部

として抽出されたが，当該部で破断が発生した場合でも別紙

図 1-9-2-3に例示する修復が可能であることから，単一設計

としているダクト（単一設計箇所に接続され隔離がなされな

い部分を含む）すべてにおいて，確実な修復が可能である。

なお，フィルタ（非常用）の取替については，定期的に実施

する作業内容のため，修復は可能であることを確認している。 
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別紙図 1-9-2-3 狭隘部のダクト修復例 

 

（３）作業工程 

ａ．ダクト 

ダクトが破断した場合の修復に要する時間については，最

も修復に時間を要するもので約２日であることを現場点検及

びモックアップにより確認している。 

別紙図 1-9-2-4に作業工程，別紙図 1-9-2-5に足場仮設の

モックアップ状況を示す。 

なお，足場解体作業期間は１日程度であるが，事故収束後

に行うため，作業工程に含めていない。 

 

  

 

別紙図 1-9-2-4 ダクト修復作業工程 
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 3. モックアップによる修復作業の成立性確認 

  原子炉建屋ガス処理系配管及び中央制御室換気系ダクトにつ

いて，全周破断を想定した修復作業のモックアップを実施する

ことにより，修復作業の成立性を確認し，作業ステップ毎のタ

イムチャートを作成した。確認項目は以下のとおり。 

   ① 破断箇所が高所であった場合，安全・確実に足場を設

置することが可能であること。 

   ② 狭隘部に対して，バンド巻き等の修復作業を実施でき

ること。 

   ③ 当該系統の配管（ダクト）形状に対して修復作業を適

用できること。 

   ④ 作業ステップ毎に必要な要員数，作業時間を確認し，

タイムチャートを作成する。 

  モックアップの結果，原子炉建屋ガス処理系配管及び中央制

御室換気系ダクトに全周破断が発生した場合，修復作業が実施

可能であることが確認できた。以下にモックアップの状況を示

す。 

 

 (1) 原子炉建屋ガス処理系配管 

   原子炉建屋ガス処理系配管について修復作業のモックアッ

プを実施することにより作業の成立性を確認した。 

  ａ．モックアップ対象箇所 

    原子炉建屋ガス処理系配管の全てのラインについて現場

確認を行い，作業性（高所，狭隘）及び想定される雰囲気

線量から，最も作業が困難である場所（非常用ガス再循環

系から非常用ガス処理系への連絡配管）を選定した。 

 

  ｂ．足場設置状況 

    原子炉建屋ガス処理系配管は高所に敷設されていること

から，破断想定箇所での作業性確保のため足場等を設置す

ることが可能であるかを，モックアップ対象箇所で実際に

足場を設置することにより確認した。第1図に足場組立状況

を示す。図に示すとおり，モックアップ対象箇所において

安全・確実に足場組立を行うことが確認できた。 

    モックアップ対象箇所は高所，狭隘，高線量である場所

を現場確認により選定していることから，原子炉建屋ガス

処理系配管の全範囲で足場設置可能であると評価する。 
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第1図 現場モックアップ状況（足場組立全景） 

 

  ｃ．狭隘部における作業状況 

    破断想定箇所に対して補修作業が実施できることを確認

するため，モックアップ対象箇所に補修用バンドの巻付け

を行った。第2図に作業状況を示す。図に示すとおり，モッ

クアップ対象箇所において安全・確実に補修作業を実施で

きることが確認できた。 

    モックアップ対象箇所は高所，狭隘，高線量である場所

を現場確認により選定していることから，原子炉建屋ガス

処理系配管の全範囲で補修作業が実施可能であると評価す

る。 

    

第2図 狭隘部作業状況 

 

 

 
 

別紙図 1-9-2-5 足場仮設モックアップ 

 

 

 

 

 ｄ．補修作業の実施状況 

    原子炉建屋ガス処理系配管の形状には，直管，エルボ管，

分岐管（Ｔ字，Ｙ字）がある。これらの配管形状について

補修用バンドの巻付けが実施可能であることを確認した。

モックアップ対象箇所は直管であるため，その他の形状に

ついては別系統の大口径配管を用いた。 

    なお，原子炉建屋ガス処理系には壁貫通部とサポート部

があるが，これらについては補修用パテにより修復を行う

計画である。 

    作業状況を第 3図に示す。図に示すとおり，補修用バ

  

足場組

直管部

F

被ば
SG SG

FRVS(A)

FRVS(B)

SGTS

SGTS

(A)

(B)

モックアップ対象箇所

評価点

329



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

ンドの巻付けは様々な形状に適用できることが確認でき

た。これにより原子炉建屋ガス処理系配管の全範囲で，補

修作業が実施可能であると評価する。 

    ① 直管部（実機）        ② エルボ部（模擬・

別系統） 

          

 

   ③ 分岐部（模擬・別系統） 

    

第3図 修復模擬作業状況 

  

   ｅ．モックアップの実測データ 

    モックアップにより実測したデータを以下に示す。 

   (a) 作業時間 

作業項目 作業時間 作業員※3 備考 

資機材準

備 

18h※1 5人  

足場組立 13h※1 3人 床面高さ約5ｍ 

配管修復

準備 

10h※2 3人  

配管修復 5h※1 3人 補修用パテの硬化

時間は10～60分 

   ※1 保守的な評価として実測値を 1.5倍した。 

   ※2 破断面の処理や配管の芯合せ等，モックアップできな

い作業については予想時間とした。 

   ※3 実際の作業では，作業員の他に監督者及び放管員が必

要となる。 
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    (b) 必要資機材 

     足場設置用の資機材を以下に示す。 

（使用材料）    

足場板 2ｍ×8 ベース 2 

足場板 1.5ｍ×6 キャッチ 14 

足場板 1ｍ×2 直交 40 

メッシュ 1ｍ×1 自在 1 

足場パイプ 2.5×7 ジョイント 3 

足場パイプ 2ｍ×10 ステップバー 10 

足場パイプ 1.5ｍ×15 セイフティブロック 1 

足場パイプ 1ｍ×6 安全ネット 2 

足場パイプ 0.5ｍ×1 ワイヤー 1 
 

  

 ｆ．タイムチャート 

    モックアップの実績に基づき原子炉建屋ガス処理系配管

の修復作業について，作成したタイムチャートを以下に示

す。モックアップは原子炉建屋ガス処理系配管の中で最も

作業困難な箇所を選定して実施していることから，ここに

示すタイムチャートは最も時間のかかる作業におけるもの

である。 

 

  

 

 

  ※  ：修復作業 

 

  

     なお，屋外作業について，足場設置までは過去の工事実

績から，配管補修についてはモックアップの実績から作成

したタイムチャートを以下に示す。 

 

 

 

  

⑪ ⑫

5人／班

7人／班

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

漏えい確認 2h

① ② ③ ④

破断面表面処理／芯合せ 6h

修復用資機材取付け・固定 5h

1h

漏えい箇所特定 4h

項　　　目 １日 ２日 ３日

配管修復作業準備 4h

資機材搬入･移動･段取り 18h

装備準備

足場設置(鋼管足場等) 13h

中央制御室での検知 1h
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  ※  ：修復作業 

 (2) 中央制御室換気系ダクト 

   中央制御室換気系ダクトについて修復作業のモックアップ

を実施することにより作業の成立性を確認した。 

  ａ．モックアップ対象箇所 

    中央制御室換気系ダクトの全てのラインについて現場確

認を行い，作業性（高所，狭隘）及び想定される雰囲気線

量から，最も作業が困難である場所（フィルタユニットの

循環ライン（入口側））を選定した。 

  ｂ．足場設置状況 

    中央制御室換気系ダクトには高所に敷設されている箇所

があることから，破断想定箇所での作業性確保のため足場

を設置することが可能であるかを，モックアップ対象箇所

で実際に足場を設置することにより確認した。第4図に足場

組立状況を示す。図に示すとおり，モックアップ対象箇所

において安全・確実に足場組立を行うことが確認できた。 

  

 

 

第4図 現場モックアップ状況（足場組立全景） 

  

8人

10人

5人

③

① ② ③ ①

②

４日 ５日

① ② ③ ①

② ③

漏えい確認 2h

破断面表面処理／芯合せ 6h

修復用資機材取付け・固定 5h

足場設置(鋼管足場等) 48h

配管修復作業準備 4h

漏えい箇所特定 4h

資機材搬入･移動･段取り 32h

中央制御室での検知 1h

装備準備 1h

１日項　　　目 ２日 ３日
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 モックアップ対象箇所は高所，狭隘である場所を現場確

認により選定していることから，中央制御室換気系ダクト

の全範囲で足場設置可能であると評価する。 

  

   ｃ．狭隘部における作業状況 

    破断想定箇所に対して補修作業が実施できることを確認

するため，モックアップ対象箇所にゴムシート＋金属金網

の取付けを行った。第5図に作業状況を示す。図に示すとお

り，モックアップ対象箇所において安全・確実に補修作業

を実施できることが確認できた。 

    モックアップ対象箇所は高所，狭隘，高線量である場所

を現場確認により選定していることから，中央制御室換気

系ダクトの全範囲で補修作業が実施可能であると評価す

る。 

  

 

 

  

 ｄ．補修作業の実施状況 

    中央制御室換気系ダクトの形状には，直管，エルボ管，

分岐管（Ｔ字）がある。これらのダクト形状についてゴム

シート＋金属金網による補修作業が実施可能であることを

確認するため，モックアップ対象箇所にゴムシート＋金属

金網の取付けを行う。 

  

 作業状況を第6図に示す。図に示すとおり，ゴムシート＋

金属金網の取付けはモックアップ対象箇所に対して実施可

能であることが確認できた。モックアップ対象箇所は最も

作業性の悪いＴ字分岐管を選定していることから，その他

の形状については適用できると評価する。 

  

 

   

第6図 分岐部修復状況 

  

 

第5図 狭隘部作業状況 

（モックアップ対象箇所） 

ゴムシート＋金属金網取付け

後，バンドによる固定を実施。 
ダクト 
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 また，中央制御室換気系ダクトの床貫通部についても，

補修作業（模擬）を実施した。作業状況を第7図に示す。床

貫通部には高所，狭隘など作業性の悪い箇所はなく，図に

示すとおり，問題なく補修することができる。 

 

  

 

 

   

第7図 床貫通部模擬作業状況 

 

  

 以上により中央制御室換気系ダクトの全範囲で，補修作

業が実施可能であると評価する。 

  

 (a) 作業時間 

作業項目 作業時間 作業員※3 備考 

資機材準備 16h※1 8人  

足場組立 18h※1 5人 床面高さ約5ｍ 

ダクト修復準

備 

8h※2 3人  

ダクト修復 4h※1 3人  

   ※1 保守的な評価として実測値を 1.5倍した。 

   ※2 破断面の処理等，モックアップできない作業について

は予想時間とした。 

   ※3 実際の作業では，作業員の他に監督者及び放管員が必

要となる。 
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    (b) 作業資機材 

     足場設置用の資機材を以下に示す。 

（使用材

料） 

   

足場板 3ｍ×4 キャッチ 直交 14 

足場板 2ｍ×6 キャッチ 自在 1 

足場板 1.5ｍ×

10 

ジョイント 1 

足場板 1ｍ×3 ベース 1 

足場パイプ 3ｍ×7 敷角 1 

足場パイプ 2ｍ×8 梯子 4.5ｍ×

1 

足場パイプ 1.5ｍ×

10 

セイフティブロ

ック 

1 

足場パイプ 1ｍ×8 クランプカバー 10 

メッシュ 12 パイプカバー 10 

直交 50 造り番線 1箱 

自在 10   
 

  

 ｆ．タイムチャート 

    モックアップの実績に基づき中央制御室換気系ダクトの

修復作業におけるタイムチャートを作成した。モックアッ

プは中央制御室換気系ダクトの中で最も作業困難な箇所を

選定して実施していることから，ここに示すタイムチャー

トは最も時間のかかる作業におけるものである。 

 

  

 

 

  ※  ：修復作業 

 

  

10人／班

②

①②
5人／班

③

①

③

7人／班

漏えい確認 2h

ゴム板・金網による固定（壁
貫通部は当て板使用）

4h

ダクト破断面の整形 2h

作業準備 6h

足場設置(鋼管足場等) 18h

資機材搬入･移動･段取り 16h

漏えい箇所特定 2h

中央制御室での検知 1h

装備準備 1h

項　　　目 １日 ２日 ３日
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     また，故障が小規模破損で検知に時間を要し，作業開始

が 24時間遅れた場合を想定したタイムチャートを以下に

示す。破損が小規模であれば修復作業に要する時間を短縮

できるが，タイムチャート作成に当たっては，全周破断の

修復作業に要する作業時間を用いた。 

 

  ※  ：修復作業 

 

  

  ｂ．フィルタ 

フィルタが閉塞した場合の取替に要する時間は半日程度である

ことを，フィルタ取替実績から確認している。別紙図 1-9-2-6に

作業工程を示す。なお，フィルタ閉塞の検知については，差圧上

昇を中央制御室にて監視可能なように警報を設置するため，早期

に修復作業の着手が可能である。 

 

  

 

別紙図 1-9-2-6 フィルタ取替作業工程 

 

 

10人／班

② ③

7人／班

② ③
5人／班

①

①

漏えい確認 2h

ゴム板・金網による固定（壁
貫通部は当て板使用）

4h

ダクト破断面の整形 2h

作業準備 6h

足場設置(鋼管足場等) 18h

資機材搬入･移動･段取り 16h

漏えい箇所特定（巡視点検に
よる検知）

2h

４日

（中央制御室での検知不可） 24h

項　　　目 １日 ２日 ３日

 

作業内容 

[作業時間] 
作業工程 

準備作業（フィル

タ入口弁人力閉操

作含む），扉開放 

[１時間] 

            

干渉物撤去 

[１時間] 

            

フィルタ取外し 

[４時間] 

            

フィルタ取付け 

[４時間] 

            

扉閉止，復旧作業

（フィルタ入口弁

開操作含む） 

[２時間] 

            

８人×12時間 

２h 

１h 

１h 

４h 

４h 
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 4. 補修工法の妥当性 

 (1) 原子炉建屋ガス処理系 

   原子炉建屋ガス処理系の設計仕様は最高使用圧力

0.014MPa[gage]，最高使用温度72℃であり，単一故障の修復

に当たっては使用環境（耐圧性，耐熱性）を考慮した仕様の

資機材を準備する。 

   モックアップで使用した補修用パテについても当該配管の

設計条件を満足する仕様であり，事故時の原子炉建屋ガス処

理系の環境においても応急処置として使用可能である。 

 

 （補足） 補修用パテ＋補修用バンドによる修復方法の妥当性

確認 

   原子炉建屋ガス処理系配管の修復としては補修用パテを用

いた方法を行うこととしている。社団法人日本機械学会「発

電用原子力設備規格維持規格（2008年版）」には暫定修復方

法として「接着材による補修方法」が規定されており，東海

第二発電所においても接着材を用いた修復は多くの実績があ

る。 

 

 

第1図 配管（ティー部）への適用例 

（社団法人日本機械学会「発電用原子力設備規格維持規格（2008

年版）」より） 
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   しかしながら，全周破断の修復への適用は想定されていな

いことから，実証試験を行い，全周破断した配管に適用した

場合でも漏えいを止めることが可能であることを確認した。 

   原子炉建屋ガス処理系配管の修復作業のモックアップで

は，補修用パテを塗布し，補修用バンドを巻き付ける方法に

ついて，実機に施工可能できることを確認した。 

   ここでは，全周破断させた模擬配管を用いて，補修用パテ

による修復方法の妥当性について検証を行った。試験方法を

第8図に示す。なお，試験については，社団法人日本機械学会

「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版）」に

基づき実施した。 

   なお，本試験では補修用パテを塗布する作業時間を測定し，

タイムチャート作成に反映させた。 

 

 

 

 

 

 

 

   

第8図 試験方法 

   試験の結果，補修箇所からの漏えいがないことを確認した。

これにより，全周破断した配管であっても，応急処置として

補修用パテによる修復が可能であるということが確認でき

た。 

   なお，原子炉建屋ガス処理系の最高使用温度は 72℃である

が，作業実施に当たっては，配管の表面温度を考慮した適切

な保護具を装着して行う。また，補修作業は原子炉建屋ガス

処理系排風機を停止した状態で行うことから，配管の表面温

度は周辺環境と同じ温度となることから，作業実施に支障を

与えることはない。 

 (2) 中央制御室換気系 

   中央制御室換気系の運転条件は運転圧力0.98kPa[gage]以

下，運転温度10℃～40℃であり，単一故障の修復に当たって

  

 

   なお，本試験では補修用パテを塗布する作業時間を測定し，タイムチャ

ート作成に反映させた。 

 

 

 
配管受台

切断面

コンプレッサより

PP

試験配管：炭素鋼管 150A 

試験圧力：0.018MPa 

保持時間：10 分 

漏えい検査圧力：0.014MPa 
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は使用環境（耐圧性，耐熱性）を考慮した仕様の資機材を準

備する。 

   モックアップで使用したゴムシートついても運転条件を満

足する仕様であり，事故時の中央制御室換気系の環境におい

ても応急処置としては使用可能である。 

 

 （補足）ゴムシートによる応急処置の実例 

    中央制御室換気系ダクトの全周破断の修復としては，ゴ

ムシート＋金属金網＋バンド固定の方法を行うこととして

いる。東海第二発電所において，ダクトの暫定的な修復に

ゴムシートを当て板として用いた事例を（参考）に示す。 

    このような実績からも，ゴムシート＋金属金網＋バンド

固定による修復方法は中央制御室換気系ダクトの単一故障

に対して適用可能であると考える。 

 （添付） 

東海第二発電所におけるダクト修復（応急処置）の事例 

1. 故障の概要 

 【廃棄物処理建屋主排気系ダクトの（屋外）開孔について】 

  ● 平成24年11月15日より東海第二発電所の原子炉建屋，タ

ービン建屋等の換気系屋外ダクトについて，計画に基づき

点検作業を行っていたところ，平成24年11月20日，廃棄物

処理建屋 主排気系ダクトに開孔（直径約５ｍｍ）があるこ

とを確認した。 

  ● 平成24年11月20日，ゴム板等により仮補修を行い漏えい

のないことを確認した。 

 

2. 仮補修の状況 

 

  

 

 

ゴム板等による仮補修 

廃棄物処理建屋 

主排気系ダクト 

腐食による開孔部 
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  別紙１－10 

現場機器の人力操作性 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統のうち，現場機器

の人力操作が必要な系統は，中央制御室換気系であり，中央

制御室換気系以外の系統については，中央制御室からの遠隔

操作，フェイルセーフ設計により現場での人力操作を行う必

要はない。 

中央制御室換気系の系統概要図を別紙図 1-10-1に示す。 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は人力操

作の成立性について

記載 

  

 

別紙図 1-10-1 中央制御室換気系 系統概要図 

 

 

  中央制御室換気系の空気作動弁は，フェイルセーフ設計と

しており，駆動空気喪失等により遠隔操作ができない場合で

も，外気取入隔離弁及び排気隔離弁については閉状態となり

外気と隔離を行い，フィルタ（非常用）入口弁については開

状態となり系統流路を確保することから，当該系統を起動す

る場合は，現場機器の人力操作は不要である。一方，フィル

タ（非常用）取替の際には，フィルタ（非常用）入口弁を閉

止させる必要があるが，駆動空気喪失等により，当該弁を遠

隔操作ができない場合には，現場での人力操作が必要となる。 

なお，単一設計としているダクトの修復は，再循環用ファ

ン及びブースタ・ファンを中央制御室から遠隔操作により停

止することが可能なため，現場での人力操作は不要である。 

また，中央制御室換気系は，事故時に外気と隔離すること

により，フィルタ（非常用）を通して再循環するが，事故時

に外気取入れが可能なように外気取入隔離弁及び排気隔離弁

を人力操作可能な設計としている。ただし，中央制御室の酸
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素濃度評価等により，事故時には外気取入れが必要ないこと

を確認しているため，外気取入隔離弁及び排気隔離弁を現場

操作する必要はない。 

１．作業可能性 

人力操作が必要なフィルタ（非常用）入口弁について，作業

可能性を評価した。別紙図 1-10-2に弁設置図を示す。 

別紙図 1-10-2 弁設置図 

フィルタ（非常用）入口弁は，非常用チャコール・フィルタ・

ユニット外部（上部）に設置しているため，実効線量率はフィ

ルタ（非常用）取替作業時の実効線量率を下回る。

また，フィルタ（非常用）入口弁の操作に要する時間は，中

央制御室から現場までのアクセス時間を含めて，２弁当たり 30

分以内であり，フィルタ（非常用）取替作業の時間（12時間／

人）を下回る。 

以上により，フィルタ（非常用）入口弁の現場での人力操作

に係る実効線量は，フィルタ（非常用）取替作業に係る実効線

量を下回るため，実施可能である。 

なお，フィルタ（非常用）入口弁の弁操作時間は，別紙１－９の

フィルタ取替作業時間に含められている。
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  別紙１－11 

修復により機能復旧した場合の影響評価について 

 

重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統又は機器のう

ち，非常用ガス処理系配管，中央制御室換気系ダクト及びフィル

タ（非常用）については，単一故障が発生すると安全上支障のな

い期間に除去又は修復ができることを確認している。2.1.2.1 項

及び 2.1.4.1 項「単一故障仮定時の安全機能の確認結果」では，

修復を行わない条件で影響評価を実施しており，最も被ばく線量

が大きい非常用ガス処理系配管及び中央制御室換気系フィルタ

（非常用）の単一故障を想定した場合の評価を実施していた。こ

のため，当該機器の単一故障について，修復を行う条件で，一般

公衆の被ばく評価又は運転員の被ばく評価を実施した。評価条件

及び影響評価結果を別紙表 1-11-1,2に示す。 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は修復の

影響評価について，本

文では最も厳しい条

件である修復を行わ

ない場合の評価結果

のみ記載しており，当

該別紙にて修復を行

った場合の評価結果

を記載 

【東海第二】 

東海第二は添付５「静

的機器の単一故障に

係る被ばく評価条件

について」にて記載 

  別紙表 1-11-1 評価条件 

№ 系統 想定故障 評価条件 

１ 
非常用ガス

処理系 

配 管 全 周

破断 

（１）事故発生から 24時間後に単一故障発生 

（２）故障箇所特定に４時間を要し，２日間

で修復作業を行い，事故発生から 76時

間後に機能復旧 

２ 
中央制御室

換気系 

フ ィ ル タ

閉塞 

（１）事故発生から 24時間後に単一故障発生 

（２）単一故障発生後，直ちに修復作業を行う 

（３）半日で修復作業を行い，事故発生から

36時間後に機能復旧 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別紙表 1-11-2 影響評価結果 

№ 系統 
想定故

障 

評 価 項

目 
想定事故 

評価結果（mSv） 

修復有 修復無 

１ 
非常用ガス

処理系 

配 管 全

周破断 

一般公衆

の被ばく

評価 

燃料集合体の

落下 
約 1.1 約 1.1 

原子炉冷却材

喪失 

約

4.5×10-3 

約

1.2×10-2 

２ 
中央制御室

換気系 

フ ィ ル

タ閉塞 

運転員の

被ばく評

価 

原子炉冷却材

喪失 

（仮想事故ベ

ース） 
約 13 約 37 
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 添付 8 

配管及びダクトの点検の実施状況について 

 

東海第二発電所では，静的機器の単一故障を想定する機器とし

て，3 系統の配管，ダクトを評価している。これら単一設計とな

っている配管，ダクトについて，点検の実施状況を整理する。 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は本文

2.1「静的機器の単一

故障」にて点検方法に

ついて記載 

 

1. 原子炉建屋ガス処理系 

 (1) 内部点検の実施状況 

   原子炉建屋ガス処理系配管については，以下のとおり点検

を実施し，異常のないことを確認している。 

  ① 屋外の配管について，外面の補修塗装に併せ，肉厚測定

を実施しており，著しい減肉がないことを確認している。 

  ② 機器分解時等において近傍の配管内部を目視にて点検

し，腐食等の異常がないことを確認している。 

 (2) 今後の点検方針 

   屋外の配管は海塩粒子の影響で，屋内配管に比べ腐食発生

の可能性が高いものと考えられるが，これまでの内部に関す

る点検結果から屋外配管，屋内配管のいずれにも異常は認め

られていない。 

  今後も，屋外配管の肉厚測定等を継続することにより原子

炉建屋ガス処理系配管の健全性を維持することが可能であ

る。 

  

 

2. 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）のスプレイヘッダ

（サプレッション・チェンバ側） 

 (1) 内部点検の実施状況 

   残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）のスプレイヘッ

ダ（サプレッション・チェンバ側）の内部については，以下

のとおり点検を実施し，異常のないことを確認している。 

  ① ＣＣＤカメラを用いた内部点検（抜取※）やノズルを外

した状態での目視（全数）による内部点検を実施してお

り，腐食等の異常がないことを確認している。 

※スプレイヘッダの構造はリング状であり，全周が同一

口径で，スプレイノズルが下向きに取付けられている

ことから，内部に水が停滞することはない。したがっ

て，どの位置でも同じ環境であると考えられることか

ら，内部点検は抜取検査とした。 
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 (2) 今後の点検方針 

   当該スプレイヘッダについては，これまでの内部に関する

点検結果から，異常は認められていない。また，通常運転中

は窒素雰囲気となるサプレッション・チェンバ内にあり，配

管内部も水を内包しないことから，急激に腐食が進行すると

は考えられない。 

   今後も，スプレイヘッダ内部の点検を継続することにより，

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）のスプレイヘッダ

（サプレッション・チェンバ側）の健全性を維持することが

可能である。 

 

3. 中央制御室換気系ダクト 

  東海第二発電所の中央制御室換気空調系ダクトの点検実績及

び点検実績等に基づく点検計画の変遷は以下のとおりである。

主な点検実績を第１表及び第1図に示す。 

 (1) 他社水平展開としての全箇所の点検（2005，2006年度） 

   2005年度に他プラント不具合の水平展開として外面及び内

面の全ての範囲（保温材施工範囲は保温材を取外しを実施）

の外観点検を実施した。点検の結果，構造健全性に影響を与

えるような有意な腐食は認められなかったが，ダクト外面に

全体的に発錆がみられたため補修塗装を実施した。保温材に

ついては新品に取替え，結露の発生防止対策を図った。 

   2006年度には中央制御室気密試験準備のためダクトの外観

点検を実施するとともに，インリーク箇所についてシール施

工を実施した。 

 (2) 全箇所の点検に基づく点検方法、周期の変更（2007年度） 

   中央制御室換気空調系ダクトの点検は，従来，１回／１０

年の目視点検としていたが，2005年度，2006年度の点検の結

果，ダクト外面に全体的に発錆が確認されたことから，点検

周期及び点検内容の見直しを行った。点検周期については，

屋内に設置されたダクトであり厳しい腐食環境ではないこ

と，点検の結果からも著しい腐食が認められなかった状況を

勘案して，５年に設定した。点検内容については，錆の発生

箇所に環境条件的な特異性はなかったこと，保温材施工範囲

については近年に補修塗装による腐食防止及び保温材の取換

えによる結露防止対策が図られていることから，機器の取替

や点検にあわせて近傍のダクトの内面及び外面をサンプリン

グ的に点検することとした。 

 (3) 敦賀1号機の水平展開としての点検（2009年度） 
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   2009年度には，敦賀発電所１号機の中央制御室換気空調系

外気取入れダクトの腐食事象（2008年12月）の水平展開とし

て，外気取入れ口～空気調和機，及び排風用ファン～排気口

の範囲にあるダクトの点検を実施した。 

 (4) 2009年度以降の点検 

   2011年度，2015年度には，点検計画に基づき，ダンパの取

替や点検に合わせて近傍のダクトの点検（保温材施工部は保

温材取外し）を実施し，異常のないことを確認した。 

   これらの点検実績を反映した点検周期及び点検内容につい

ては，保全計画に定めるとともに，他プラントでの損傷実績

があることを記載することで，形骸化を防止している。点検

周期及び点検方法を第2表に示す。 

   なお，敦賀発電所１号機の事象の水平展開の一つとして，

発電室が行う巡視点検において，静的機器であるダクトの錆，

腐食への意識が高ければ早期に発見できた可能性があること

から，上記の定期的な点検とは別に，発電室においても，１

年毎にダクトの外面の目視点検（保温材施工部は保温材の取

付状態の確認）を実施することとした。本点検については，

点検の視点（錆，腐食，き裂，析出物，変色，塗装の剥がれ，

変形の有無）を明確にしたチェックシート，系統図，前回点

検時の写真を用いて行うこと，結果については保修室に通知

することを社内規定に定め，形骸化防止を図っている。 

 (5) 今後の対応方針 

   2016年12月には，島根原子力発電所２号機の中央制御室空

調換気空調系ダクトにおいて腐食事象が発生しているが，東

海第二発電所では，本事象をうけ，今年度に中央制御室空調

系ダクトの点検を計画している。 

   東海第二発電所においては，2005年度に類似箇所（外気取

入れ口近傍のダクト内面及び外面）の点検を実施し，著しい

腐食のないことを確認しているが，今年度に計画している点

検の結果を踏まえ，腐食の要因となる結露の発生や海塩粒子

の付着の観点から，ダクトの内面及び外面のそれぞれについ

て環境上厳しい部位を特定し，点検周期及び点検部位の見直

しを検討し，点検計画に反映する方針である。 

   また，島根原子力発電所 2 号機の事象の原因が特定された

場合には，東海第二発電所における類似箇所を特定し，合わ

せて点検計画に反映する方針である。 
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第１表 中央制御室換気空調系ダクトの主な点検実績 

 

第 2表 点検周期及び点検方法 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 中央制御室換気空調系ダクトの主な点検実績 

 

 

  

実施 

年度 

点検範囲 

点検方法 担当 備考 

外面 内面 

2005 
全ての範囲 

（保温材施工部は保温材取外し） 
全ての範囲 目視点検 保修室 ・他プラント水平展開 

2006 
全ての範囲 

（保温材施工部は保温材取外し） 
－ 目視点検 保修室 

・中央制御室気密試験

準備 

2007 － － － － 
・内面及び外面の点検

を点検計画に反映 

2008 

空気調和機～ 

中央制御室の一部 

（部分的に保温材取外し） 

空気調和機～ 

中央制御室 
目視点検 保修室 

・中央制御室気密試験

準備 

・空気調和機から中央

制御室までのダクト

の一部をサンプリン

グ的に点検 

・敦賀発電所１号機の

中央制御室換気空調

系外気取入れダクト

の腐食事象発生 

2009 

外気取入口～空気調和機 

排風用ファン～排気口 

（保温材が施工されていない範囲） 

－ 目視点検 保修室 

・敦賀1号機トラブル事

象の水平展開として

実施 

2010 － － － －  

2011 
取替ダンパ近傍 

（保温材が施工されていない範囲） 

取替ダンパ近

傍 
目視点検 保修室 

・点検計画に基づき，

取替ダンパ近傍のダ

クトをサンプリング

的に点検 

 

2015 

 

点検ダンパ近傍 

（部分的に保温材取外し） 

点検ダンパ近

傍 
目視点検 保修室 

・点検計画に基づき，

点検ダンパ近傍のダ

クトをサンプリング

的に点検 

 

点検方法 

及び周期 

点検範囲 

備考 

外面 内面 

目視点検 

（１回／５年） 

点検機器（ダクト，フラン

ジ，ベローズ等）の近傍 

（部分的に保温材取外し） 

外気取入口～ 

空気調和機 

・島根原子力発電所2号機の事象に

対する点検結果を踏まえ，必要

に応じ見直しを行う。 

・島根原子力発電所2号機の事象の

原因が特定された場合は，東海

第二発電所の点検計画への反映

を検討する。 
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 添付 10 

中央制御室換気系の外気取入ラインについて 

 

 中央制御室換気系の評価においては，循環ラインのみを考慮の

対象とし，外気取入ラインを除いている。期待される安全機能を

達成する上で当該ラインによる外気取入機能の必要性を確認し，

その考え方を示す。 

 

1. 外気取入機能について 

  中央制御室換気系は，事故時に外気取入口を遮断し，フィル

タユニットを通る閉回路循環方式で運転することで放射性物質

を除去し，運転員の被ばくを低減する機能を有する。外気取入

ライン（給気ダクト，排気ダクト）にはそれぞれ２個の隔離弁

（電動弁）を有しており，第 1 隔離弁と第 2 隔離弁で異なる区

分から電源を供給している。 

  循環運転となった場合でも外気に汚染が無いことを確認でき

た場合は必要に応じて隔離信号をバイパスすることにより外気

を取り入れることができる。 

  ここでは中央制御室換気系が有する原子炉制御室非常用換気

空調機能に外気取入ラインの機能が必要であるかを検討し，あ

わせて外気取入ライン故障時の影響を確認する。外気取入ライ

ン（給気ダクト，排気ダクト）の概要図を第 1図に示す。 

 ・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉はＭＣＲ

の外気取入れライン

は安全機能達成から

除外することを，本文

『2.1.4 中央制御室

空調換気系』で記載し

ており，居住性に関し

ては『第 26 条 原子

炉制御室等』にて記載

している。 

 

 

第 1 図 中央制御室換気系 系統概要図 
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 2. 中央制御室の居住性 

 (1) 外気取入機能について 

   事故時の中央制御室換気系の閉回路循環運転においては，

外気取入ラインを遮断することとなるが，中央制御室の空気

流入率測定試験結果から隔離運転時の空気流入量は約 1,080m

３／h（0.4回／h）※１であり，外気間欠取込（27時間隔離，

3 時間取入）における外気取込み量約 340m３／h※２に対して

十分上回ることから，中央制御室の居住性に影響を与えるこ

とはない。 

※１ 空気流入率試験結果 0.468回／h（A系），0.435回

／hを基に保守的に設定。また，中央制御室の容積

を 2,700m３とする。 

※２ 3,400m３／h×3時間／（3時間＋27時間） 

   以上から，中央制御室換気系が有する原子炉制御室非常用

換気空調機能を達成するためには，外気取入ラインの外気取

入機能を必要としない。 

  

 (2) 中央制御室の環境測定について 

   中央制御室には，対策要員の居住環境の確認のため，可搬

型酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計を配備する。外気の取り

入れ遮断(循環運転開始)時から計測を開始し，連続監視する。 

 

（参考）空気流入率ゼロの場合の中央制御室居住性評価 

    中央制御室に外気のリークインが全くないと仮定した場

合の評価は以下のようになる。 

 

  ａ．酸素濃度 

   (a) 評価条件 

・在室人員 7 人(運転員) 

・中央制御室バウンダリ内体積 2,700m３ 

・初期酸素濃度 20.95％ 

・評価結果が保守的になるよう空気流入は無いものと

して評価する。 

・1 人あたりの呼吸量は，事故時の運転操作を想定し，

歩行時の呼吸量※1を適用して，24L／min とする。 

・1 人あたりの酸素消費量は，成人吸気酸素濃度※1

（20.95％），成人呼気酸素濃度※2（16.40％）から

1.092L／min とする。 

・許容酸素濃度 19.0％以上※3 
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※1：空気調和・衛生工学便覧 第 14版 3空気調

和設備編 

※2：呼気には肺胞から蒸発した水蒸気が加わって

おり，吸気と等容積ではないため，ＣＯ２排出

量を計算するには，乾燥空気換算（％）を使用

する。 

※3：鉱山保安法施行規則 

 

   (b) 評価結果 

    評価条件から求めた酸素濃度は，第 1表のとおりであり，

114 時間まで外気取入れを遮断しても，中央制御室内に

滞在可能である。 

 

第 1表 中央制御室換気系閉回路循環運転時の酸素濃度 

時間 24時間 48時間 96時間 114時間 

酸素濃度 20.5％ 20.1％ 19.3％ 約 19.0％ 

 

 

第 2図 中央制御室換気系閉回路循環運転時の酸素濃度 

  

 ｂ．二酸化炭素濃度 

   (a) 評価条件 

・在室人員 7人(運転員) 

・中央制御室バウンダリ内体積 2,700m３ 

・初期二酸化炭素濃度 0.03％ 

・評価結果が保守的になるよう空気流入は無いものと

して評価する。 

・1 人あたりの二酸化炭素吐出量は，事故時の運転操

作を想定し，中等作業での吐出量※1 を適用して，
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0.046m３／hとする。 

・許容二酸化炭素濃度 0.5％以下※2 

※1：空気調和・衛生工学便覧 第 14版 3空気調

和設備編 

※2：原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ば

くに関する規程（JEAC4622-2009） 

 (b) 評価結果 

     評価条件から求めた二酸化炭素濃度は，第 2 表のとお

りであり，39時間まで外気取入を遮断しても，中央制御

室内に滞在可能である。 

 

第 2表 中央制御室換気系閉回路循環運転時の二酸化炭素濃度 

時間 24時間 39時間 

二酸化炭素濃

度 
0.32％ 0.50％ 

 

 
第 3図 中央制御室換気系閉回路循環運転時の二酸化炭素濃度 

  

 3. 故障の仮定 

  中央制御室換気系は，循環運転となった場合でも外気に汚染

が無いことを確認できた場合は必要に応じて隔離信号をバイパ

スすることにより外気を取り入れることができる。 

  外気取入を行う場合，外気取入ダクトに故障が発生した場合

の影響を以下に示す。 

  ａ．全周破断の想定 

    給気・排気ダクトに全周破断を想定したとしても，破断

箇所から外気取入を行うこととなり，外気取入機能に影響
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はない。 

 

  ｂ．閉塞の想定 

    中央制御室換気系ダクトについては，当該系の吸込み部

は中央制御室の天井付近に配置しており，空気中の塵や埃

等の浮遊物しか流入することはなく，ダクトの口径も大き

いことから閉塞することはない。 

    また，給気口にフィルタは設置されていないため，フィ

ルタによる閉塞はない。 

 

  ｃ．電動弁の故障 

    外気取入ラインの隔離弁（電動弁）の駆動電源が喪失し

た場合は，手動にて開操作することが必要となる。これは

短時間で作業が可能であり，全周破断を想定した修復作業

での被ばく評価においても雰囲気線量率は約 5.2×10－２

mSv／h であることから，手動による開操作は確実に実施

することができる。また排風機が停止したとしても，ダク

トを閉塞させることはないので外気取入機能を喪失させる

ことはない。 

 4. 検討結果 

以上に示したように，外気取入ダクトの外気取入機能は，中央

制御室換気系が有する原子炉制御室非常用換気空調機能を達成

するために必要な機能ではない。 

なお，中央制御室換気系は，循環運転となった場合でも外気に

汚染が無いことを確認できた場合は必要に応じて隔離信号をバ

イパスすることにより外気を取り入れることができるが，外気取

入機能が喪失するような単一故障は発生しない。 
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